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は じ め に

本年９月、広島においてＧ８下院議長会議が開催されました。同会議は、2002 年に

カナダで第１回の会議が開かれて以後、毎年開催され、今回で７回目となります。また、

グローバル化が進展する中で取り組むべき国際問題や各国議会が共通に抱えている議

会全般の問題について、これらの解決に向けて、自由な立場で討議することにより、Ｇ

８各国の下院議長及び議会間の相互理解を深めてまいりました。本年の議題は、「平和

と軍縮に向けた議会の役割」と「二院制議会における意思決定」でありました。今回の

広島での会議も成功裏に行われました。

本小誌は、Ｇ８下院議長会議が開催されるに当たり、関係各国の議会制度の現状につ

いて取りまとめたものです。Ｇ８各国の議会について、同時期に横断的に研究した文献

も少ないことから、小誌が議会政治研究に有益なものとなることを期待しております。

「論文」は、各国の議会制度や政治状況、特に二院制の特徴や両院の意思決定過程の

最新の状況について、学識経験者、研究者の皆様にお忙しい中、短期間で書き下ろして

いただきました。心から感謝申し上げる次第です。

「資料」は、各国の議会制度について、政治体制、議会の構成、会期、院の構成、両

院の権限などを簡潔にまとめました。また、簡便な比較対照表として各国議会制度一覧

表も付しております。

Ｇ８各国も、国の意思決定に当たっては、多くの課題を負ってきました。国のあり方

や方向性、国家的危機に当たって、どのように対処し、克服してきたかなど、その国の

歴史的事情により、大統領制や議院内閣制等、その統治形態は異なっています。また、

連邦制国家や単一性国家等の要素を含め、各国議会においては様々な二院制の形態があ

りますが、「二院制議会における意思決定」を共通に理解する上では、「意思決定の民主

制」と「意思決定の実効性」の二つの要素が重要であると考えます。

国の意思決定のあり方については、この両者の要素をいかに調整するかの問題であり、

根本的には憲法の統治構造はどうあるべきかに帰着する問題であります。いずれにせよ、

主要各国においては、議会制民主主義を維持発展させるために不断の努力がなされてき

ました。

小誌が、主要各国の議会制度の研究と我が国の両院制を考えるに当たって参考となれ

ば幸いです。

平成 20 年９月

衆議院調査局長

清 土 恒 雄
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論 文

カナダ下院における「ねじれ」とその問題

慶應義塾大学大学院法学研究科公法学専攻

手 塚 崇 聡

Ⅰ カ ナ ダ の 憲 法 と 下 院 （ House of

Commons）の仕組み

本稿では、日本と同様に二院制であり、議

院内閣制を採用しているカナダを対象にして、

下院と上院との関係に関わる諸問題について

検討する。まず、カナダの議会制度を概観す

る。

１ 1867 年憲法による下院の構成と権限

カナダは、イギリスの元植民地であるとい

う歴史から、イギリス型の立憲君主制を採用

している。一方で、隣国アメリカと同様の連

邦制原理を採用している。この制度を構成し

ているのが、イギリス議会によって制定され

た 1867 年憲法である。この憲法によれば、

カナダ議会を構成するものは、女王、下院、

上院の三者とされ（17 条）、特に、上院

（Senate）1は、イギリス議会の伝統をその

まま受け継いでいる。これに対して、下院

（House of Commons）は、連邦制を基本とし

て、18 歳以上の国民が全国で 308 に分かれ

た小選挙区から議員を選出することとなって

いる。通常任期は５年だが、解散制度が採用

されていることから平均の任期は４年である。

1 カナダでは、第二院のことはイギリスの伝統に基

づいて、Senate と呼ばれている。直訳すれば元老

院であるが、カナダはもともと貴族はおらず、元

老も存在しないため、あえて本稿においては、「上

院」という文言を用いた。

また、イギリスの伝統として議院内閣制を採

用していることから、下院の多数党より 27

名の大臣が選ばれ、内閣は下院に対して説明

責任を、下院は内閣に対して内閣総理大臣を

指名する権限を有するとされている。

なお、上院を含め、議会の立法権限につい

ては、憲法上、92 条の州立法事項以外は全

て連邦議会の立法事項であるとされている

（91 条）2が、1949 年までカナダの特別上訴

審であったイギリスの枢密院司法委員会の判

例により、92 条の拡大解釈がなされ、現在

では州の立法権限は非常に広範なものとなっ

ている。アメリカと同様、カナダでも州の権

限の優位が認められている。

２ 上院（Senate）との関係

上院議員は首相の助言に基づいて総督によ

り任命される。憲法上は、総督が女王の名に

おいてカナダ国璽の付された文書により上院

2 1867 年憲法では連邦議会の権限を定める 91 条

（通商、失業保険、金銭借入、郵便事業、国勢調

査、国防、領域、通貨、特許、著作権、帰化、婚

姻・離婚、刑事法など）と、州議会の権限を定め

る 92 条（直接税、金銭借入、州の官職、州の区域

内の土地・木材、病院、市町村制度、免許制度、

地方的な工事・事業、会社法人の設置、結婚式、

州の財産権・私権（Property and Civil Rights）、

州の裁判の運営、州法による処罰など）を個別に

規定している。憲法上規定のない政策や事態が発

生した際には、連邦政府の権限（残余の権限）と

される（91 条 29 項）。また、91 条序文には「カナ

ダの平和、秩序および正しい統治（Peace, Order,

and Good Government）」を実現するための広い立

法権限が連邦議会に認められている。
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に議員を召喚する（24 条）。また、現職の上

院議員の辞任や死亡などによって議席に空席

ができた場合には、総督がこれを埋めるため

に適切な人物を召喚する（32 条）とされて

いるが、実質的には、内閣が上院議員を選任

する。

憲法 53 条は、歳出を伴う法案や租税法案

については下院の先議権を認め、これ以外は、

上院も下院と同様の権限を有するとしている。

そのため、上院には、下院の議決を否定する

権限が理論上は存在する。すなわち、民主的

代表である下院の議決を、純粋な任命制で選

ばれた上院が否決できるのである。

このように、上院は下院と同程度の権限を

持つが、下院の可決した法案に反対しない憲

法慣習が 20 世紀半ばまでに確立したとされ

ている。下院では政権与党が多数を占めてい

ない場合でも、若干の修正をするのみで、下

院に反対の意思を表明することはめったにな

かった。ただし、後述するように、上院が明

確に下院の意思に拒否を示す場合が 80 年代

から見られる。

Ⅱ カナダにおける政権交代と少数単独内閣

１ 二大政党

カナダにおいて上院と下院との関係以上に

議論の対象となってきたのは、自由党と保守

党3による二大政党間の問題である。後述す

るように、両党の対立が、上院と下院の間の

「ねじれ」を生じさせている原因ともなって

いる。ここでは、政党の構成と歴史的背景を

紹介する。

3 保守党は 1942 年に進歩保守党と改称したが、

2003 年にカナディアン・アライアンス党と合併し

て再びカナダ保守党となった。本稿においては、

その区別をせず、すべて保守党とした。

(1) 自由党の特色

まずは、この両党の特色について簡単に

紹介する。自由党は、特にアメリカのカナダ

への影響力を政策的に排除する姿勢をとって

きたといえる。完全な自由競争を排除する自

由党は、カナダの文化や基幹産業がアメリカ

に屈服することを避ける政策を選択してきた。

例えば、学術振興や放送、鉄道や航空などに

は公的な介入を求めている。また、最近では

2005 年婚姻法で同性婚を認めるなど平等と

自由の調和を図る政策を選択している。カナ

ダでは伝統的には、婚姻を異性間のものとす

る伝統的な法制度を採用してきた。しかしな

がら、1999 年にカナダの最高裁判決4が同性

カップルの関係が破綻した場合に、財産分与

を認めないとするのは、性別による差別であ

ると判断したことによって、同性婚自体が認

められるか否かが議論の対象となった。当初

議会は、婚姻は異性間のものであることを前

提に、事実婚カップルにも法律婚カップルに

準じた保護を与える制度を認めようとしてい

たが、同性婚の否定を違憲とする 2002 年以

降の下級審の判断や、アメリカからの同性カ

ップルの入国などを受けて、その姿勢を変え

ることとなる。その成果が、2005 年の婚姻

法である。この婚姻法の成立は、近年の自由

党の政策の中で最もその性格を特徴づけるも

のであり、保守党との対立点でもある。

(2) 保守党の特色

これに対して保守党は、自由競争を求め政

府の公的介入を極力避ける傾向にある。また、

アメリカとの関係においては、協調の姿勢を

示している。特に保守党が力を入れて取り組

んだ政策が、加米自由貿易協定5の締結であ

4 M. v. H., [1999] 2 S.C.R. 3
5 加米自由貿易協定は、両国間の商品とサービスの
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る。また、メキシコを含めた北米自由貿易協

定は、いずれも保守党政権に締結された経済

統合である。

1984 年にマルルーニー保守党政権の誕生

により、親米を基調とする開放経済路線が政

策として掲げられることとなった。マルルー

ニーはレーガン大統領との会談によって、自

由貿易協定の締結に向けて同意したが、これ

については野党がこぞって反対し、世論も二

分された。賛成派は、アメリカへの同質化、

生産性と競争力の向上を支持し、反対派は、

雇用減、経済自主権の喪失等を主張した。こ

の解決がみられたのが、1988 年の総選挙に

よる与党の勝利である。これにより議会の承

認を経て、1989 年に協定は成立することと

なった。

しかしながら、この協定によってカナダ

経済は不安定に陥り、与野党はその後もこの

問題について対立することとなった。なお、

マルルーニーは米国とメキシコが合意してい

た自由貿易交渉に参加することにも積極的な

姿勢を示し、1991 年の公式交渉から１年後

の 1992 年に北米自由貿易協定6は成立するこ

ととなった。

最近の保守党の姿勢としては、自由党の可

決した京都議定書の義務を履行する法案に反

して、国の政策として、経済成長に悪影響を

及ぼす法案を施行することを拒否した。京都

議定書に否定的な姿勢を示すことで、アメリ

貿易の障害を除去することや、公正な競争の条件

を助長したり、国境を越える投資の自由化の条件

を顕著に拡大することを内容とし、紛争処理や多

国間協力を固めることを目的としている。
6 北米自由貿易協定（NAFTA）は、協定の目的、範

囲、商品貿易、貿易上の技術的障壁、政府調達、

投資とサービス、知的財産権、紛争処理などの制

度、改正、加盟などを規定し、従来の協定に増し

て、労働と環境に重点が置かれた。加米自由貿易

協定を補完するものとして、投資などでは対象範

囲が拡大され、知的財産権の規定が新設された。

カと同様の政策を行うこととなったのである。

このように自由党、保守党の対立は、一定

の政策について顕著に現れている。特に、

1980 年代から近年にかけての政権交代が示

すように、下院と上院との「ねじれ」を惹き

起こす要因ともなっている。両院の「ねじ

れ」の現象については後述することとして、

次節ではこの「ねじれ」の背景を探るために、

政権交代の変遷について、年代ごとにピック

アップしていく。

２ 政権交代

(1) 1984 年総選挙

カナダにおける政権交代の変遷として注目

すべきは、1984 年以降である。まず、1984

年総選挙は、211 議席を獲得した保守党が自

由党を 40 議席に抑え、過半数を獲得した。

この政権交代の特徴としては、選挙以前に任

命された上院には自由党の議員が残っていた

ことで、逆転現象が生まれたということであ

る。また、保守党政権は、先に見たように加

米自由貿易協定、北米自由貿易協定の締結に

尽力し、アメリカとの経済的協調路線を進む

ことになる。

(2) 1993 年総選挙

次の政権交代は 1993 年である。その年の

総選挙では、両協定を一貫して推進してきた

保守党が大敗し、自由党が政権を担うことと

なった。ここで誕生したのが、マーチン内閣

である。先にも述べたように、1984 年に誕

生したマルルーニー政権は、加米自由貿易協

定、北米自由貿易協定を締結したが、この協

定をめぐって世論は二分し、この問題が同選

挙の大きな論題となった。また、この総選挙

においては、従来支持してきた西部カナダの

有権者が新しい政党の改革党へまわったこと
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で、保守党が 169 議席から一挙に２議席に大

敗北した点も特徴的である。これは、西部カ

ナダとケベックそれぞれの地域主義的な利害

を掲げる改革党とケベック連合が出現したこ

とにより、有権者が支持を変化させたことに

もその要因がある。なお、この政権交代によ

って多数党を占めた自由党の総裁として首相

となったクレティエンは北米自由貿易協定に

ついて、アメリカとの再交渉を公約していた

が改革を実現することはなかった。

(3) 2006 年総選挙

その後の政権交代は、最近注目された

2006 年の総選挙である。この総選挙の発端

となったのは、ケベック州への補助金が自由

党支持企業に横流しされていたという事件で

あった。保守党はこれを追及したため、2004

年の総選挙では自由党は議席を 308 の総議席

中、135 議席まで下げ、過半数を取れなかっ

たため少数与党政権に追い込まれた。さらに

保守党は、2005 年末に内閣不信任案を提出

し、これが可決されたことで、自由党内閣は

解散となった。そして、2006 年総選挙で自

由党を破り第一党を獲得した。これにより、

ハーパー政権が誕生することとなった。ハー

パー政権の特徴として、①政治腐敗防止、②

減税政策、③犯罪対策、④育児支援、⑤医療

保険制度改革が大きく掲げられていることが

挙げられる。また、この他にも、環境問題に

ついては京都議定書には残るものの、目標達

成は困難であると言明している。また、外交

については、アメリカとの関係をこれまで以

上に重視し、多国籍軍への派兵増強、アフガ

ニスタン情勢への積極的関与、国防能力の強

化を行っている。さらに、先に述べた婚姻法

については再議論を要求したが、野党により

拒否をされている。なお、2006 年総選挙で

誕生した保守党政権は、総議席数 308 議席中、

124 議席しか獲得できず、議会の過半数を満

たしてはいない。

３ 少数単独内閣（minority cabinet）

このような政権交代の下では、上下院の対

立もありうるが、そもそも下院の中での対立

も当然ある。通常、選挙後多数を占めている

政党が、政権を担うことになるわけであるが、

カナダの場合には、通常の連立内閣とは異な

り、議会の過半数を占めていない第一党が、

他の政党と連立をせず、単独で内閣を構成し

ている。ここでの「少数」とは、議会の過半

数を占めていないという意味であり、議会内

においては、最大多数党である。現在の与党

は少数単独内閣と呼ばれている。ここでは、

その少数単独内閣について説明を加える。

(1) 少数単独内閣とは

少数単独内閣とは、法案を議決するに際

しては、他の政党との政治的協調を求めるた

め、わが国のような連立内閣と類似している

とも言える。しかしながら、内閣の構成につ

いては、連立内閣とは異なる。通常、連立内

閣の場合には、他の政党と共に内閣を構成す

るが、少数単独内閣の場合には、内閣の閣僚

の構成は過半数を有していない最大多数党の

みで排他的に構成される。すなわち、法案等

の議決に際しては、他党との協力を求めるが、

内閣を構成する際には、最大多数党が議会内

の過半数を占めていないにもかかわらず、内

閣を単独で構成する。この少数単独内閣の場

合には、その最大多数党が議会の過半数から

顕著に議席数が欠如することもありうる。

2006 年総選挙における保守党政権は、この

意味で少数単独内閣である。すなわち、308

の総議席数に対して保守党 124 議席を確保し

ているが、それは議会の過半数を満たしては
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いない。通常であれば、議会の信任を得るた

めに連立して内閣を構成するのであるが、カ

ナダの場合には内閣を構成するのは保守党の

みである。

ただし、一般的に下院議員は、短い期間内

での２回の総選挙を嫌うので、第一党とその

他の政党との間に実質的な妥協が成立し、現

実的には過半数の議員の支持を確保できると

され、短期間的には内閣を維持しうる。ただ

し、少数単独内閣の場合には、投票の都度に

別の政党の組み合わせに基づいて、下院で過

半数を確保しても構わないとされている。

(2) 少数単独内閣が生じる要因

この少数単独内閣が生じる要因は、ひと

つは、カナダにおける２つの政党が、今まで

政権を担ってきたことにある。カナダにおい

ては、従来２つの政党が過半数を占めて内閣

を単独で構成してきた歴史がある。そのため、

内閣の構成自体は、単独構成がカナダの伝統

的な議院内閣制である。また、二つ目の要因

としては、首相の任命である。一つ目の要因

から、従来から過半数をとる多数党の党首が、

議会の信任に基づいて首相に任命されてきた。

その歴史から、議会の過半数を満たさない最

大与党の場合であっても、議会で少数党やそ

の他の政党の議員を政治的に説得し、最大与

党の党首がその議会の信任に基づいて首相に

任命されることとなる。

Ⅲ 上院と下院の「ねじれ」と上院改革案

１ ねじれの背景

下院の総選挙で政権交代がなされても、

上院議員は、辞任もしくは資格喪失理由に該

当しない限りにおいて、定年までその職を維

持できるため、旧政権が上院で多数を占めて

いることがありうる。まずはこの「ねじれ」

の背景を説明する。

(1) 近年上院が対決姿勢をとっている背景

上下院は形式的にはそれぞれ同等の権限

を持つとされていることから、もし下院の議

決に対して不満があれば、上院にはそれを拒

否する権限があるが、上述のように、上院は

伝統として政府には逆らわない姿勢をとって

きた。しかしながら、先に示したように、

1984 年に保守党が政権をとる以前の 16 年間

は自由党が政権をとっており、自由党内閣に

よって上院議員の任命が長きに渡って行われ

ていたため、上院を自由党員が占めていた。

こうした背景から、上院が下院の議決に反対

する「ねじれ」が生じたのである。ただしこ

れについては、政党の規律や党派性があり、

公選でない上院への批判の対象ともなってい

る。なお、党派性に基づく上院の積極主義は

その後も継受され、政党間の対立の様相が上

下院の対立の図式に現れている。

(2) 上院と政権とのねじれ

こうした近年の動向を受けた最初の「ね

じれ」は、上院が 1985 年度の予算成立前に

下院から送られてきた財政支出法案を、使途

不明であるとして、議決を遅延させたことに

よって顕在化した。改めて 85 年度予算の編

成の中で提案されて議決をされたが、政府は

この間に、借金を抱えることとなった。当時

首相であったマルルーニーは、上院への対決

姿勢を強く示し、憲法改正を用いて、財政支

出に関する法案について上院の拒否権を削除

する改正案を考えていたが、結局実現するこ

とはなかった。

マルルーニー政権時にはこれ以外にも、上

院と下院の対立はあった。例えば、1984 年

の総選挙によって第一党となった保守党が加
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米自由貿易協定を可決したが、上院がこれを

否決したという事例がある。本件では、自由

党が下院に解散を迫り、内閣不信任案が可決

されたことにより、法案未可決のまま解散と

なった。しかしながら、1988 年の下院総選

挙において、自由党が敗北したため、本法案

は可決されることとなった。この事例は、先

にも述べたように、そもそも、アメリカに対

して協調姿勢で臨むか、それとも、国内経済

の安定などを求めるかという議論が激化した

ことにより、終局的には解散、総選挙によっ

て有権者にその回答を求めたという事例であ

る。

さらに、マルルーニー後のクレティエン政

権時にも、上院は積極的に政府案を否定ない

し否決したことがあった。たとえば、1996

年には、上院は失業保険法、新運送法を否決

している。

このように、1980 年代から近年にかけて

は、上院が下院の決定を覆す事例が見られる。

ただし、これらの事例は決して多くなく、一

般に「上院は下院に従う」という憲法慣習は

残っていると解されている。しかしながら、

上院の役割や、政治の安定を考える上では、

この上院の対決姿勢は、第二院の存在の可否

という極めて重要な問題を提起している。そ

こで次節では、この政治的不安定を打開する

ために、いかなる手法が用いられているのか

ということについて若干の検討を加える。

２ 首相の上院議員任命による解決―憲法

26条の援用とその限界―

上院が下院の決定に対してそれを否定した

場合に、下院のとりうる解決方法として、マ

ルルーニー首相が実際にとった憲法 26 条の

援用がある。26 条は、総督（実質的には首

相）の勧告に基づいて、女王が、上院議員を

４人又は８人まで増員させて任命することを

認める規定である。

1984 年総選挙後のマルルーニー政権時、

下院は付加価値税（Good and Services

Tax:GST）、失業保険法改正、所得税法改正法

案を可決しようとしていたが、上院は否決の

旨を提示していた。これに対してマルルーニ

ーは、カナダ枢密院7を通して総督に対して

イギリス女王に８人の上院議員を任命するよ

うに勧告した。これに対して、女王は８人の

上院議員を任命することを許可した。こうし

てマルルーニーは、26 条により８名の保守

党の上院議員を任命し、保守党優位の状況を

作り、この法案を可決させたのである。この

26 条は、政治的アンバランスを懸念して、

憲法上認められた例外であるとされている。

もっとも、これには２つの条件が課されて

いる。ひとつは、４区8にそれぞれ 24 人とな

るように、平等に割り当てないと任命できな

いこと（27 条）。また、もうひとつは、上院

議員の数はいかなる場合にも 113 人を超えて

はならないということ（28 条）である。こ

れらは 1915 年に追加されている。

このように条件は付されてはいるものの、

26 条により政権与党は政治的な裁量に基づ

いて、上院議員を追加任命することができる

ため、その裁量の限界が問題となる。

これが実際に問題となったのが、ブリティ

7 「カナダのための女王の枢密院」（Queen’s

Privy Council for Canada）は、1867 年憲法によ

りその権限を規定されているが、今日実質的な権

限を持たず、実際には内閣が執行権を持つ。大臣

はみな終身枢密院顧問官になるため、現職だけで

なく以前の大臣も含み、構成員数も 200 名を超え

る。全体会議が行われるのは儀式の場合のみに限

られている。
8 上院の構成は、①オンタリオ州、②ケベック州、

③ノヴァ･スコシア及びニュー・ブランズウィック、

プリンス・エドワード・アイランド州、④マニト

バ、ブリティッシュ・コロンビア、サスカチュワ

ン、アルバータ州の 4区により構成される。
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ッシュ・コロンビア州総督が 26 条に基づく

任命について裁判所に諮問した事例である。

本件で、ブリティッシュ･コロンビア州控訴

裁判所は、女王は追加任命については、独立

した裁量が認められ、総督からの勧告を唯一

の制約であるとした9。

このように、憲法条文上は法解釈の問題と

して、総督からの勧告がなければ女王の裁量

権を制約できないとしているが、実際の総督

の勧告は内閣により決定されるため、政治的

には 26 条の発動に関しては、無条件である

といってもよい。そのため、内閣は政治的判

断に基づいて 26 条を発動し、上院議員を好

きに決めても良いということになる。

３ 上院改革案（上院に対する権限強化の可

否）

こうした問題は、カナダの上院の存在その

ものがどのように扱われるべきかという問題

と関連している。すなわち、下院の議決に対

する上院の否決が、政治的不安定を惹き起こ

していると否定的に捉えるのか、それとも、

上院の持つ本来的な機能であると肯定的に捉

えるかという問題である。このような問題は、

上院に民主的な正統性を与えるべきか、権限

を強化すべきか否かという問題に置き換えて

捉えることも可能である。

(1) 公選制にすべきとする議論

まず、上院の改革を唱える議論の中で、80

年代に強調されたのが、上院を公選制にすべ

きであるとする議論である。つまり、憲法上

の上院の権限の正統性を担保するために、公

選制にすべきとする見解である。ただし、カ

ナダ憲法は上院について任命制を規定してお

9 Re Appointment of Senators [1991]78 D.L.R.(4th)245.

り、人口比例を求めていないことから批判も

ある。また、上院議員には、政治経験者も多

く、そのことが上院の機能を担保しているこ

とから、公選にすべきではなく、あえて任命

という形を維持すべきであるという見解もあ

りうる。

(2) 連邦院（House of the Federation）の

創設

また、上院を改革する議論の中には、カナ

ダが連邦国家であることから、地方の利益を

反映させ、地方との調和を図るような新たな

連邦院を創設すべきであるという議論もある。

この連邦院の選出に当たっては、半分は連邦

選挙の結果を踏まえて、各州からの議員が連

邦政府により任命されるとする。そしてもう

半分は、州立法府によってその選挙の後に選

出される。どちらの場合も、一人以上の議院

を選出させた政党の得票数に比例して議席が

配分されるとされている。

(3) 廃止論

こうした議論に加えて、そもそも上院を廃

止することにより、一院制をとるべきである

とする見解もある。しかしながら、二院制を

規定している憲法の改正が困難なこと、上院

は下院の法案を修正するという役割を持って

いること、連邦制国家においては、地域の問

題を解決し、民主主義を担保するものとして

有用であるということなどの理由から、廃止

については否定的な見解が多い。連邦制を採

用していることから、カナダの政治政策が、

連邦の意思のみで決定されるということには

そもそも無理があるし、また、地域に根ざし

た問題解決の必要性から、廃止論を述べるの

は、あまりにも短絡的過ぎるのではないかと

いう指摘である。

このように、カナダの上院の存在意義に関
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しては、その廃止も含めさまざまな議論が展

開されている。しかしながら、問題はカナダ

憲法が上院を規定している意味をどう捉える

のか、また、「連邦国家」であるという意味

をどう捉えるのかという点に収斂される。こ

の問題をどのように捉えるかによって、上院

の意義を見出すことができそうである。

Ⅳ 下院に内在する問題―2006 年総選挙に

よる少数与党の誕生―

このような上院と下院との「ねじれ」現象

のほかにも、下院独自の問題がある。それが、

先述の少数単独内閣の問題である。少数単独

内閣の成立の事例として最近では、2006 年

の総選挙において、308 の総議席中、保守党

124 議席、自由党 103 議席となっており、保

守党は内閣を構成しているが、議会の過半数

を得ていない。また、内閣の構成自体は保守

党党員のみの 27 名による少数単独内閣であ

る。つまり、他党が内閣の構成員にはなって

いない。

このような内閣は、これまでの傾向とし

ては、内閣不信任決議がなされうる内閣であ

る。前述したように、2006 年の解散、総選

挙のきっかけは、少数与党である自由党のケ

ベック州にある企業への政府資金の横流しに

対して、最大野党の保守党が内閣不信任案を

提出し、これが可決されたことによる。この

ことを総合的に判断すれば、少数単独内閣の

場合には、極めて政権が不安定となり、議会

による内閣の信任を得づらいという傾向を持

つ。また、このとき、重要な動きをしたのは、

二大政党以外の政党の存在である。ケベック

連合や新民主党などの政党は、政権を担当し

たことはないが、こうした少数単独内閣の成

立時においては、どちらの支持をするかによ

って、政局が大きく変動する。

戦後は 1963 年、73 年、79 年、2005 年に

内閣不信任決議により解散、総選挙が行われ

ているが、これらの年いずれを見ても、両党

が議会の過半数を占めていない場合になされ

ている10。ここで、カナダの有権者の特徴と

して、一定のサイクルがくると、二番手の野

党に突然支持を変更する傾向がある。前述し

た、1984 年の総選挙から 1993 年にかけては、

保守党と自由党の獲得議席数の入れ替わりが

顕著である。

現在の政権担当者である保守党は、このよ

うな少数単独内閣であり、政治的には不安定

な政権であるが、党派間の交流によって、そ

の政権を維持している。こうした少数単独内

閣の問題は、カナダが二大政党の単独内閣構

成という歴史と、両党の歴史的対立によって、

今後も問題となりうる。

Ⅴ 結

以上をまとめると以下のようになる。

①カナダの議会の特色

まず、カナダ議会の特色として、上院は、

下院と同等の権限を持つため、特に重要

法案については、上院が下院の議決を覆

す場合もありうる。上院議員の任命は広

く州の代表や経済的、人種的、宗教的グ

ループを代表するように行われるが、公

選ではなく、民主的な正統性を強く主張

することができない。そして、上院の追

加任命という例外規定もある。

②ねじれの要因（政党の対立）

10 1963 年には、総議席 265議席中、保守党 116議席、

自由党 100 議席。1973 年には、総議席 265 議席中、

保守党 107 議席、自由党 109 議席。1979 年には、

総議席 282 議席中、保守党 136 議席、自由党 114

議席。2005 年には、総議席 308 議席中、保守党 99

議席、自由党 135議席であった。
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ねじれの要因は自由党と保守党による党

派間の対立に由来する。そして、この対

立構造は、少数単独内閣の成立により、

政治的には非常にアンバランスな状況を

もたらしているということが言えよう。
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フランス共和国の議会制度

東北学院大学准教授

新 井 誠

Ⅰ フランス政治体制の特徴

１ 大統領と首相の二元代表

(1) 大統領と首相の権限関係

フランスでは国民の直接選挙により選出さ

れる大統領と、大統領により任命される首相

とによって、執政権が行使されている。

大統領の固有の権限には、上記の首相任命

権（憲８条１項）のほか、下院の解散権（憲

12 条）、非常事態措置権（憲 16 条）などが

ある。また大統領には軍隊の長としての地位

（憲 15 条）や、条約の交渉・批准権（憲 52

条）が付与されている。一方の首相は、国政

を決定し、遂行する（憲 20 条１項）ととも

に、行政及び軍事力を司り（同２項）、「内閣

（gouvernement）1」の活動を指揮する（憲

21 条１項）。首相はさらに国防の責任を負い、

法律の執行を保障し、命令制定権などを行使

する。大統領と首相との共同権限としては、

例えば、首相による行政命令権の行使につい

て大統領による署名を要件とするといったこ

とが挙げられる。また閣僚の任免権は大統領

にあるものの、具体的な人選は首相の提案に

基づいて行われる。

このような共同の権限があることに加え、

通常の行政権を司るのが内閣であることから

1 フランスでは日本の内閣に相当するものは、

cabinet ではなく、gouvernement という語を用い

る。gouvernement は通常、「政府」などと邦訳され

るが、日本語の政府という言葉は、大統領をも含

めたより広い意味での執政を意味することが多い

ことからも、以下では、「内閣」という邦訳をあて

ることとする。

も、首相の力は意外に強い。そこで大統領と

首相の両者の実際の力関係が問題となるが、

これは大統領がどのような首相を選出するか

によって変化する。例えば大統領が自身の側

近を首相として任命した場合にはスムースな

執政権行使がなされることが多く、大統領の

力も強いものとなる。一方、後述する「同

居」を意味するコアビタシオン（保革共存政

権）が出現した場合の首相選出にあたって、

大統領が下院意思に従い議会内勢力多数派の

代表を指名するような場合、大統領・首相の

力関係はより対等なものとなるか、もしくは

首相の力が強くなるとされる。

フランスでは大統領により首相が任命され

つつ、下院である国民議会に内閣信任の権限

が与えられている。しかし首相には下院の解

散権は付与されておらずこれを行使するのは

フランス大統領である。

(2) コアビタシオン（保革共存政権）

大統領が国民の直接選挙で選ばれる一方で、

国民議会の議員も直接選挙で選ばれることか

ら、大統領とは異なる党派が国民議会の多数

を形成することもありえる。この場合、大統

領は自ら辞任をするか、憲法の規定に基づい

て一年後に国民議会を解散するかして新たな

国民意思の形成を見出す選択肢もありえる。

しかし実際には、大統領が国民議会の信任を

得やすい（大統領とは対抗する勢力の）人物

を首相に任命し、異なる党派で執政を協働す

るという方法がとられている。こうして生ま

れたのが、いわゆるコアビタシオンである。

初のコアビタシオン（1986 年～1988 年）
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は、社会党のミッテラン大統領の任期中に行

われた 1986 年の国民議会総選挙により右派

が勝利した際、ミッテラン大統領が右派のシ

ラクを首相に指名したことに始まる。２回目

のコアビタシオン（1993 年～1995 年）は、

２期目のミッテラン大統領の任期中に行われ

た 1993 年の国民議会総選挙により右派が勝

利した際、右派のバラデュールを首相に指名

したことに始まる。３回目のコアビタシオン

（1997 年～2002 年）は、大統領派である右

派が多数を占めていた国民議会の基盤をさら

に強固にするために、シラク大統領が国民議

会を解散したところ、当初のもくろみとは逆

に左派が総選挙を制したことに始まる。この

ときシラク大統領は結果的に、左派のジョス

パンを首相に任命した。

２ その他の特徴―特に議会に関する点

(1) 「合理化された議会制」

第五共和制以前の伝統的なフランス議会は、

国民の一般意思を体現すると観念されており、

「法律中心主義」ともいえる法律万能主義が

支配していた。しかし第五共和制の議会制度

構想では、そこからの脱却が図られ、立法府

の権限の「合理化」が目指され、議会権限が

弱くなった点に特徴がある。例えば、憲法に

よる法律事項の限定化や、議事日程について

内閣が決定することは、その「合理化」に含

まれる。

一方、大統領や内閣による命令が法律と同

じ効力を持つように制度設計されるなど、現

在のフランスは、執政権が強い権限を持つ執

政権中心の政治体制であることが特徴的であ

る。 

(2) 憲法院による違憲立法審査制度

議会の「合理化」との関連では、憲法院に

よる違憲立法審査も注目される。先に見た法

律中心主義の伝統からフランスでは違憲立法

審査という観念は第五共和制より前には見ら

れなかった。しかし第五共和制以降、一定の

付託権者により、議会が可決した公布・施行

前の法律（案）について憲法院審査を行える

ようになった。

この制度は当初、「合理化された議会制」

実現のためのものであったものの、1971 年

結社の自由に関する判決以降、憲法院が人権

保障に反する法律（案）を違憲とすることが

しばしば見られるようになり、その人権擁護

機関としての積極的な側面が評価されるよう

になった。また憲法院への付託権者は当初、

共和国大統領、首相、国民議会及び元老院の

議長のみに限られていたものの、1974 年の

憲法改正により、60 名以上の国民議会議員

または 60 名以上の元老院議員による付託も

可能となった（憲 61条２項）。こうした付託

権者の拡大により付託回数自体も増え、その

役割がさらに期待されることになったといえ

る。

もっとも、議会で可決された法律（案）で

あっても、一定数の要件を満たせばその可決

に反対した議員たちが憲法院に合憲性審査を

付託することが可能となったこともあり、議

会内での法案成立の抗争が議会外機関による

決定に持ち越されるということにもなってい

る。

(3) レファレンダム

フランスの現在の第五共和制憲法３条は、

レファレンダム（国民投票）による国民の主

権行使を認めている。これは憲法改正に関す

る国民投票（憲 89 条）だけでなく、公権力

の組織に関する法案や、様々な制度に影響を

与える条約の批准に関する国民投票も含まれ

ており、これについては（議会の議決を経ず
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に）大統領の提案によって実施できる（憲

11条１項）。

Ⅱ フランス議会制度の現況と特徴

１ フランス議会両院の代表性／組織方法

フランスは日本と同じく単一国家の下で両

院制を採用しており、国民議会（下院）と元

老院（上院）により成り立つ（ちなみにフラ

ンスの両院は、日本の国会議事堂のような一

つの建物に同居しているのではなく、それぞ

れ別の建物である）。もっとも、その内容に

ついては、日本との違いも多い。

国民議会の組織方法は、任期５年、定数

577 名（海外領土含む）、被選挙年齢 23 歳で

あり、国民による直接選挙が実施される（憲

24 条２項）。選挙方法としては小選挙区単位

式２回投票制が採用される。

一方の元老院（上院）はその選挙方法とし

て、選挙人団（各当該県選出の国民議会議員、

地域圏議会議員、県議会議員、コミューン

（市町村）議会議員など）による間接選挙を

採用している（憲 24条３項）。また、憲法の

規定により元老院はこれまで、共和国の地域

共同体の代表と在外フランス人代表としての

機関とされてきた（ただし、後述する 2008

年 7月の憲法改正により、在外フランス人は、

国民議会と元老院の両院によって代表される

と改められた）。また元老院については、

2003 年の法改正により、その組織方法が一

部改められた。2003 年法改正以前は、任期

９年（定数を３分割し、３年毎に改選）、被

選挙年齢 35 歳、定数 321 名（海外領土、在

外フランス人代表を含む）であり、選挙方法

として、定数２以下の県では多数代表２回投

票制、定数３以上の県では比例代表制が採用

されていた。2003 年法改正後（その後、

2005 年に一部改正あり）は、任期６年（定

数を２分割し、３年毎に改選）、被選挙年齢

30 歳とした。また定数は、2011 年の選挙で

348 名（2008 年選挙では 343 名）となるよう

設定された。選挙方法としては、定数３以下

の県では多数代表２回投票制、定数４以上の

県では比例代表制が採用された。こうした法

改正の背景には、フランスにおける元老院の

代表性や役割を両院制の中でどのように位置

付けるのかをめぐる与野党の攻防があるとも

いえる。

２ フランス議会両院の権限関係

(1) 両院関係の優劣

第五共和制憲法の下で各院にほぼ対等な関

係が与えられているのが、通常法案の審議権

や表決権である（もっとも後に述べるように、

最終的に国民議会の優越が認められる局面が

ある）。これに対して予算法案や社会保障財

政法案の先議権、さらに内閣不信任の権限は

国民議会に属する（憲 39 条２項、49 条２

項）。一方、地方公共団体の組織を対象とす

る法案や在外国民の代表機関に関する政府提

出法案については元老院にその先議権が与え

られる（憲 39条２項）。

憲法改正案については、通常の立法過程と

違い、両院協議会の設置が予定されずに下院

の文案を上院がこれを拒否できる構造になっ

ていることからも、通常法案の場合に比べ両

院関係はより対等にあるといえる。

(2) 両院関係への首相の関与

フランスにおける立法過程で特徴的なのが、

両院関係への首相の関与である。通常法律に

関してフランスでは、内閣提出法案（projet

de loi）と議員提出法案（proposition de

loi）の両方が憲法上認められる。この法案
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は通常、一方の院に提出され、審議、表決に

付され可決した場合にもう他方の院に送付さ

れる。送付された院では同一条文について審

議、表決に付され、無修正で可決すれば成立

となる。しかし修正を施され可決した場合に

は、他方の院に再度回付される。両院が一致

しない以上、こうした両院間回付手続

（navette）は、半永久的に続く可能性が出

てくる。

そこで各院２回の読会を経ても両院意思が

不一致の場合に両院協議会を開催する手続が

憲法に規定される。その開催を求める権限を

有するのが首相である（憲 45条２項）（なお、

各議院で１回の読会が終わった後で内閣が緊

急性ありと宣言したときも首相が両院協議会

を開催できる）。こうした首相のイニシアテ

ィブは、前述した「合理化された議会制」の

一端ともいえる制度である。

この制度の効果は、通常法律の立法過程に

おいて、両院関係が平常の場合には両院の権

限関係はほぼ対等であるものの、非常時では

首相の介入により下院が優位することになる

点にある。もっとも、首相は国民議会多数派

の意向を受けた人が任命されることからも、

国民議会での優越的な議決を急ぐ首相が意図

的に不介入を決め込むという事態はあまり想

定し得ないことからも、その意味では常に国

民議会の優位となるという見方もできる。

３ 両院制と元老院問題

(1) 元老院の組織方法をめぐる問題

両院制をめぐっては、下院である国民議会

の組織方法について、近年いわゆる国民議会

総選挙に関する１票の格差が問題となってお

り、その格差の解消が一つの課題となってい

る。

一方の元老院をめぐっては、いくつかの

問題点が指摘されることとなる。まず元老院

は選挙人団による間接選挙が採用されている

ことから、その民主的正当性が問われる。元

老院選挙の選挙人団は全国で約 15 万人であ

ることからも、元老院の定数を仮に 300 人と

すれば、１人の当選につき約 500 人の投票の

過半数を得ればよい計算となる。これでは国

民意思があまりにも反映されないのではない

かといった点が問題となる。元老院の間接選

挙は憲法典に明記されていることもあり、そ

れがただちに憲法違反となるものではない。

しかし、先述のようにフランスの通常法律の

立法過程を見る限り、両院関係が平時にある

場合（ないしは首相の介入がない場合）には

両院関係は対等となることからも、民主的正

当性が国民議会に比べて脆弱な元老院が、そ

こまでの力を持つべきであるのかが問題とさ

れるのである。

(2) 元老院の代表性をめぐる問題

元老院選挙の選挙人団の構成や選挙方法も

問題とされる。フランスでは元老院選挙の選

挙人団約 15 万人のうち、最も大きい数を占

めているのが市町村代表（市町村議員＋市町

村議員では定数を満たさないときに選ばれる

補助代表）であり、その数が約 14 万人と全

体の多くの割合を占める。また市町村代表は

各地域を代表しつつも、小規模自治体ほど過

大代表となっている。さらに元老院議員の選

出方法は、定数が低い地域では多数代表制が

とられ、大都市部分では比例代表制がとられ

る。

地方の小規模自治体に有利になっているこ

とは、政治的にも議論の対象とされる。とい

うのも、地方の小さな自治体の住民の政治的

傾向は往々にして保守的であるとされること

からも、現在の元老院の選挙制度は、右派に

とって都合のよいものと考えられているから
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である。実際に、当初の制度設計において、

急進的な勢力に支配された場合の国民議会を

牽制するための院としての元老院が期待され

ていたという経緯もあり、保守的な元老院の

出現は予定されていた。そこでこのことが左

派からの不満を買うことにもなる。

(3) 元老院の選挙方法改革と憲法院 2000 年

７月６日判決

実際、左派による元老院の組織方法に対す

る不満が具体的な改革案で示されたこともあ

る。1997 年の国民議会総選挙では、右派の

シラク大統領の下で左派が国民議会の多数を

占め、首相に社会党のジョスパンが選出され

た（三回目のコアビタシオン）。そのジョス

パン内閣は 1999 年３月、元老院議員選挙改

革法案を議会に提出した。この改革案では、

人口 300 人につき１人の選挙人を配分するこ

とを徹底することで、都市住民代表の確保を

目指した。だがこの制度では、都市代表の確

保のために（市町村議会議員ではない）選挙

補助人の割合が非常に高くなることが懸念さ

れていた。

この法案は、元老院の強い反対にあい、両

院間合意を得られなかったものの、結果的に

国民議会の単独議決で可決された。そこでこ

の法律（案）は、元老院の間接選挙原則や地

域代表性を定めた憲法 24 条に違反するとし

て、60 名以上の元老院議員により憲法院審

査に付された。

これについて憲法院はまず、憲法 24 条に

ついて元老院は地域に由来する選挙人団によ

って選出される必要があると同時に、1789

年人権宣言６条や憲法３条の平等選挙原則を

持ち出し、それら両方の重要性を示した。し

かし、元老院の選挙人団の選挙補助人は人口

較差の補正のために用いられることはあると

しても、それがいくつかの地域では選挙人の

過半数を占めるとして「人口補正の次元を超

えている」として、この改革を違憲とした。

こうしてこのときのジョスパン内閣による元

老院改革の挑戦は失敗に終わった。

Ⅲ 権力の「ねじれ」現象－大統領・内閣・

国民議会・元老院の４者関係

１ 「大統領・内閣・国民議会」対「元老

院」

(1) ドゴール大統領と元老院との対立（1959

年－1969 年）

権力の「ねじれ」現象はフランスではしば

しば見られることになるが、内閣・国民議

会・元老院の他に大統領が加わることで、日

本より若干複雑な「ねじれ」構造が出現する

こととなる。

すでに見たように、フランス第五共和制で

はそもそも、一定の権力間の「ねじれ」があ

ることを前提とした制度設計が意識的になさ

れていた可能性がある。とりわけ国民の直接

選挙によって選ばれる国民議会には急進的勢

力が出現する可能性もあったことから、第五

共和制の制度設計の当初は、大統領と内閣

（＝フランスの執政）に対して国民議会が反

発したとしても、元老院が国民議会を制御し

てくれるであろうとの期待が込められていた。

ところが 1950 年代末期からの政治状況は、

ドゴールが当初目論んだ構造とは別のものと

なった。それは、ドゴール大統領の下で国民

議会はドゴール派が支配したものの、1959

年の元老院選挙で中道派や左派勢力が多数を

占める元老院が誕生し、対立の構図は「大統

領・内閣・国民議会」対「元老院」となった

からである。こうした状況はしばらく続き、

ドゴールの政策に反対する元老院は、重要法

案を次々と否決し、首相は度々両院協議会の
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開催を求め、国民議会による単独の議決権が

度々行使された。

ドゴールの大統領辞任のきっかけも、元老

院の抵抗が間接的にその契機となっている。

フランス大統領の選出は当時、国会議員や海

外領土の議会議員、市町村会の代表による間

接選挙であった。これについてドゴールが、

国民の直接選挙制に変えようと、議会議員を

通じた憲法改正手続である憲法 89 条ではな

く、国民投票を定めた憲法 11 条によりこの

改正を行おうとした（1962 年）。これに元老

院は大反発したが、結果的にこの国民投票は

賛成多数を得た。こうしたこともあってドゴ

ールは、元老院から法案議決権を奪い、諮問

機関とする憲法改正案を国民投票にかけた

（1969 年）。しかしこの投票では賛成過半数

に至らず、これを理由にドゴールは、大統領

を辞任したのである。

(2) ミッテラン大統領・内閣・国民議会と元

老院との対立（1981 年－1986 年）

1981 年の大統領選挙により社会党のミッ

テランが大統領に就任し、その後すぐに実施

された国民議会総選挙で社会党が単独過半数

の議席を得た。ところがこのときの元老院は、

保守色の強い構成であったことからも、他の

権力機関との間で対立が生じた。そこでは首

相が憲法 45 条２項の手続を頻繁に用いるこ

とによって、通常の立法過程での両院協議会

が頻繁に求められるようになり、元老院の決

断が形骸化されようとしていた。

これに対して一方の元老院も審議の引き延

ばしや、内閣提出法案の大幅な修正などによ

って対抗した。また元老院は、国民議会単独

で可決された法律（案）について憲法院への

審査の付託を頻繁に行い、実際に憲法院はそ

のうちのいくつかを違憲と宣言し、施行され

ない法律もあった。さらに元老院内に政府監

視の委員会を立ち上げることを活発化させた

りもした。

２ その他の対立軸

(1) 「大統領」対「内閣・国民議会・元老

院」（1986 年－1988 年）

1986 年３月の国民議会総選挙で国民議会

の多数は右派が占め、これにより権力の対立

関係は、「ミッテラン大統領」対「内閣・国

民議会・元老院」となった。このことは別の

見方をすれば内閣・国民議会・元老院が連帯

して大統領に対抗したという時期でもあり、

その結束は固く、法案などはスムースに通る

ことが多かった。

(2)「大統領・元老院」対「内閣・国民議会」

（1997 年－2002 年）

1997 年にシラク大統領は国民議会を解散

したものの、これが裏目に出て左派優位の国

民議会となり、内閣も左派政権となった。そ

こで対立軸は、大統領・元老院と内閣・国民

議会となった。この対立関係においては

1981 年からの「内閣・国民議会」対「元老

院」の構図と近いものとなっていると考えら

れる。先に見た元老院改革法案の取扱いなど

はそうした状況を示しているといえる。

もっともこの間、いわゆる 2001 年９月 11

日のアメリカ同時多発テロがあったことで、

治安・テロ対策に関しては常に対立してきた

左右両派がまとまる場面も見られた。９・11

テロ以前の 2001 年３月 14日には、治安対策

についての内閣提出法案が国民議会に上程さ

れていた。この法案は、同年４月 26 日に国

民議会で可決され、５月２日に元老院に送付、

その後同月 30 日に修正議決を経て、国民議

会に回付された。その後、国民議会での審議

を経て６月 27日に可決、同月 28日に再度元
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老院に回付され審議されてきた。ところがこ

の段階で９・11 テロが生じたことから、当

初の治安対策法案にテロ対策強化を盛り込み、

その内容を大幅に変更した法案が、10 月 17

日に元老院で可決され、その後同月 31 日に

国民議会でも可決された（日常生活の安全に

関する 2001 年 10 月 31 日法律）。この法案は

当初より、その人権制約的な内容が問題視さ

れていたものの、憲法院には付託されず施行

されることとなった。

３ 権力の「ねじれ」の克服方法

権力の「ねじれ」を克服する方法としては

まず、制度そのものの改革が挙げられる。例

えば、先述したコアビタシオンの出現につい

ては、当時の大統領の任期が７年、国民議会

の任期が５年であったことから、大統領の任

期の残りの２年で生じることが多いとされた

（実際に３度のうち２度はこれが原因）。そ

こで大統領の任期と国民議会の任期とを一致

させ、大統領多数派と国民議会多数派とを一

致させる確率を高めるために、2000 年の憲

法改正により大統領任期が５年に短縮された

（憲６条１項）。

また、一定の権力が、他の権力に対して事

実上のメッセージを発することで、関係改善

を求めようとする方法もありえる。1969 年

のドゴールの大統領辞任後に大統領となった

ポンピドゥは憲法の規定（憲 18 条１項）に

従い、議会に両院制の正常化を求める教書を

送るなどしている。

もっとも権力の「ねじれ」が常に「罪」を

引き起こしてきたわけではなく、その「功」

の部分もあるとされる。それは例えば、内閣

や国民議会と対立する元老院が、自ら否決し

た法案について両院協議会を開いた後、国民

議会によって再可決した場合に、その法律

（案）の適憲性審査を憲法院に諮るといった

作業が見られる。また、元老院が自主的に

「行政」をチェックするための委員会を立ち

上げるなどの作業をしたりもしている。これ

は元老院が「自由の砦」として機能し、権力

をチェックする機能を行使しているともいえ、

他院との抑制・均衡をも目指す両院制の公理

に沿っているともいえる。ただし、それが先

鋭的な政治的対立の中で見られる現象である

という点では一定の限界があるといってもよ

い。

Ⅳ フランス議会をめぐる現在の政治状況と

今後の課題

１ 現在の状況

(1) 大統領・内閣・国民議会・元老院の関係

2007 年５月の大統領選で国民運動連合(Ｕ

ＭＰ)のサルコジが大統領となり、続く同年

６月の国民議会総選挙で与党のＵＭＰが単独

過半数を獲得している。また、元老院でもＵ

ＭＰが多数派を形成しており、権力のねじれ

状態は解消している。また、サルコジ大統領

は、自身の右腕であるフィヨンを首相に指名

していることからも大統領を主導とする執政

を行いやすい状態にある。さらに 2007 年大

統領選挙でサルコジは、閣僚に与党以外のメ

ンバーを入れるといった公約を掲げていたこ

とからも、閣内には元社会党のメンバー（例

えば、クシュネル外相）も加わり、大統領の

影響の強い組閣になっているといえよう。

以上のように現在のフランスでは権力のね

じれ現象はなく、比較的安定した政権運営を

行っているものと思われる。大統領選挙後の

主要な選挙（2007 年６月の国民議会選挙、

2008 年３月の統一地方選挙）では、ＵＭＰ

の勢力が後退しており、これを受けた２度の
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内閣改造が行われているものの、大統領、国

民議会議員ともに任期をあと４年残している

フランス政界では、大統領の辞任や議会の解

散がない限り、しばらくの間は、権力のねじ

れ現象は起きないことが予想される。ちなみ

に直近の元老院選挙は 2008 年９月に実施さ

れる予定である。

(2) 2008 年憲法改正の動向

現在のフランスで注目される政治動向の１

つとして、多くの条文の大幅な改定を含む憲

法改正が実施されたことが挙げられる。2008

年４月に国民議会に提出された「第五共和制

の制度の現代化に関する憲法改正内閣提出法

案」（全 47 条）は、憲法 89 条の規定に従い

手続が進められ、国民議会では６月初旬に改

正法案が審議、可決され、元老院に送付され

た。元老院では６月下旬に修正され、国民議

会に回付された。国民議会では７月上旬に修

正され、再度元老院に回付された後、元老院

で７月中旬に可決された。その後、大統領に

より両院合同会議（Congrés）にその審議が

付託され、7 月 23 日に正式に採択された

（一部が即日発効し、その他は 2009 年３月

１日の発効、もしくは憲法の適用に必要な組

織法律（憲法付属法）や通常法律の改正を待

っての発効となる）。

改正憲法の内容は多岐に渡るが、統治機構

に関する部分としては、大統領の連続当選を

２期までとする憲法５条の改正、国民議会の

議員定数を 577 名以下、元老院の議員定数を

348 名以下とすることを憲法に明記するため

の憲法 24 条の改正、これまで在外国民を代

表するのは元老院であるとしていたのを元老

院と国民議会であるとするための憲法 24 条

の改正、「フランス国外に住むフランス人の

代表に関する内閣提出法案」の元老院での先

議権を規定した憲法 39 条の部分的削除とい

った点が含まれる。

また、立法過程では、通常法案について両

院が一致した意見を持たない場合、現在の憲

法 45 条の規定では、各議院で２回の読会が

終わった後、もしくは、各議院で１回の読会

が終わった後で内閣が緊急性ありと宣言した

とき、首相が両院協議会を開く権限を有して

いると先述した。これについて改正後は、

「両院議長会議でそのことについて異論がな

く、内閣が迅速な手続を取ることが求められ

ると決定したとき」とされていることに加え、

首相の決定権限であった両院協議会の開催に

ついて「議員提出法案については、両議院の

議長が共同で」その権限を行使できるとして

いる。こうした改正は、立法過程における首

相主導を部分的に修正し、議院権限を一部強

化することに繋がる改革であるともいえる。

さらに、憲法院の違憲立法審査はこれまで

基本的に公布前の法律（案）審査であったも

のの、本改正で、実際に進行中の司法・行政

裁判において、一定の法律規定が憲法の保障

する権利や自由が侵害されていると主張され

ている場合、コンセイユ・デタ（行政裁判

所）や破毀院（民事の最高裁判所）の移送に

基づき、憲法院がその問題の審査を付託され

ることが明記されることとなった（憲 61-１

条）。こうした改正は、憲法院の違憲審査権

をより拡大する可能性を持ち、これまでの憲

法院とは異なる役割が期待される。

２ 今後の課題

フランス議会では、一定の組織改革が近年

行われており、今なお進行中の部分もある。

そこで今後の課題としていくつか挙げると、

まず下院をめぐっては先にあげた下院議員の

組織方法に関する１票の格差の問題をどのよ

うに解決していくのかが注目される。また、
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元老院についてはその 2003 年の改革法によ

り、任期や被選挙年齢などが変化したことか

ら、そのことが元老院の性格をどのように変

え、下院との関係でどのような力を持つこと

になるのかが期待される。

一方で、先述した憲法改正により、議会と

内閣との関係の変化や議会の代表性の変化が

憲法上見られることからも、それらが今後ど

のように進むのかが注目される。
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ドイツ議会制度の特色と現代的課題――ドイツ型二院制と会派議会

中京大学国際教養学部専任講師

上 代 庸 平

Ⅰ ドイツ連邦共和国の議会制度の概観

現代ドイツの議会制度は、連邦制による連

邦参議院の存在と、基本法および法律によっ

て設立・活動が保障された政党（または会

派）による組織化に大きな特色を有している。

「参議院」や「政党（会派）」の言葉面こそ

共通であるが、ドイツの議会制度の特色であ

るだけにその内容は日本において馴染みのな

い制度でもあるため、この 2点を中心に、ま

ずはドイツ連邦共和国の議会制度について概

観しておきたい。

１ 連邦制の下での議会と連邦参議院

(1) ドイツ連邦参議院の構成

ドイツ連邦共和国は、16 の連邦州（ラン

ト・Bundesländer）から成る連邦国家である。

連邦国家においては、その構成州の、連邦の

意思決定と行政執行への参与の保障が重要と

なるが、この点については、立法権および行

政監督権の行使にあたる連邦の議会に構成州

の代表者を集めた一院を設置する方策が採ら

れることが、比較制度論の上からして最も多

い。

この点は、ドイツの議会も例外ではない。

ドイツ連邦の議事機関としては、連邦議会

（Bundestag）と連邦参議院（Bundesrat）が

置かれている。ドイツ連邦の議会は民選によ

る連邦議会であるが、連邦参議院は各ラント

代表によって構成される機関である。基本法

上、連邦法律の執行はラントが担当するため、

各ラントは、連邦参議院における連邦の立

法・行政監督等に対する協力を通じて、その

利害を連邦の政治に反映させている。

ドイツ型二院制の特徴的な点は、連邦参議

院の構成員が、そのままラント政府の構成員

でもあることである。すなわち、各ラントが

連邦参議院に派遣する代表者は、同時に各ラ

ント首相および大臣でもある。このことは、

第二帝国が邦国の連合体として成立したとき

に、諸侯の意見を皇帝の意見に次いで重視す

るために参議院が設けられた経緯に起因する

ものであるが、ドイツ参議院の制度が、伝統

的に連邦国家の形を採っていたドイツに独自

の制度として設計され、発展したものである

ことを示すものでもある。

(2) 連邦参議院の権限

連邦の立法権は、連邦議会によって行使さ

れる。すなわち、連邦法律は連邦議会によっ

て議決される（基本法 77条１項）。しかし、

連邦の法律が成立するためには、連邦参議院

の同意（基本法の定める一定の場合）または

連邦参議院が異議を申し立てず、あるいはそ

の異議が連邦議会において否決されることが

必要である（基本法 78条）。したがって、連

邦議会と連邦参議院は合同して連邦立法者

（Bundesgesetzgeber）としての権限を行使

している。

連邦参議院の立法過程への参与には、連邦

法律に対する同意の付与と異議表明の二つの

方法があり、それぞれの場合にどちらによる

べきかは基本法の定めによる（基本法 78条）。

基本法上、連邦参議院の同意が必要とされる

連邦法律（連邦参議院同意法律）は、連邦参
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議院の同意がなければ成立しないため、連邦

参議院は絶対的な拒否権を握っている（たと

えば基本法 74条２項）。それ以外の連邦法律

（連邦参議院異議法律）についても、連邦参

議院が法律案に異議を表明したときは、連邦

議会の議決によってその異議が却下されなけ

れば連邦法律は成立しない（基本法 77 条４

項）。

このように成立した連邦法律の執行は、ラ

ントの固有事務である（基本法 83条）。連邦

の法律の制定にはラントの行政上の利害が不

可避的に関わってくるため、連邦参議院は連

邦議会と同様に、連邦政府から連邦行政事務

の遂行について継続的に報告を受けることの

できる権限が与えられており（基本法 53条）、

また連邦政府の制定する法規命令・一般的行

政規則に対する同意権を有している（基本法

84条２項・85条２項）。この法規命令・一般

的行政規則についても、連邦参議院の同意が

得られない場合には制定することはできない。

以上のように、連邦参議院の強大な影響力

によって、連邦議会や連邦政府は常に内部の

意見調整のみならず、ラントの利害に対して

目を向けることが求められていることになろ

う。

２ ドイツにおける政党の重要性と「会派議

会」

連邦議会の連邦の立法権の行使については、

連邦参議院が大きな権限を持っているが、そ

れらの背後にあって、両院の権限の行使に重

要な位置を占めるのが、政党（Partei）の存

在である。

(1) 政党の存立根拠

政党は、自発性に基づく私的集団ではある

が、憲法政治と議会制の過程に深くかかわる

ため、基本法によって特別な使命と地位を与

えられている。すなわち、政党は「国民の政

治的意思形成に協力する」任務を与えられ、

内部組織の民主制原則への合致と、政党財産

の公表が義務付けられている（基本法 21 条

１項）。これによって、連邦法律である政党

法は他の団体とは異なる特別な地位を政党に

与え、その設立と存立を特に厳重に保障して

いる。

なお政党に対しては、連邦憲法裁判所によ

る政党違憲手続が設けられている（基本法

21 条２項）。違憲と判断された政党は、政党

としての特別の地位をすべて剥奪され、通常

解散を命じられるとともに政党財産と保有議

席は没収される。最近では、2001 年にネオ

ナチ政党・国家民主党（NDP）に対する政党

違憲手続が申し立てられたが、連邦憲法裁判

所はこれを却下している1。

(2) 政党と選挙制度

ドイツ連邦議会の選挙は、半数が政党単位

の比例代表制によるが、小党乱立を防ぐため

の阻止条項として、全選挙区域で投じられた

比例代表票の得票数が、全投票数の５パーセ

ントに満たず、または少なくとも３選挙区で

議席を獲得できなかった政党には、議席が配

分されない。そのため政党は極めて厳しく政

策形成能力を問われ、あるいは政策実現能力

を試されている。現在ドイツ連邦議会に進出

している政党は、議席の多い順に、キリスト

教民主／社会同盟（CDU/CSU）、社会民主党

（SPD）、自由民主党（FDP）、左翼党（Die

Linke ）、 90 年連合／緑の党（ Bündnis

90/Grünen）である。中でも Linke は 2005 年

の総選挙で５パーセントの阻止条項を突破す

1
BVerfGE 107, 339.
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ることに成功し、大きく躍進した。

各ラント議会の選挙も、連邦議会の選挙の

方式に準じて行われる。各政党は、全国連合

のほか州連合を組織しており（ただし CSU は

バイエルン州の地域政党であり、連邦議会内

会派として CDU と連合する）、この州連合を

基本として選挙活動が行われる。地域によっ

て勢力の強い政党がある程度決まっているの

がラント議会選挙の特色であり、たとえばバ

イエルン州では CSU が圧倒的な勢力を誇り、

また旧東ドイツ地域においては Linke や SPD

への支持が根強い。なお、各ラント選挙法も、

連邦選挙法に準じて阻止条項を設けている。

最近では、民族主義の高まりを受けて支持を

広げた NDP が、2004 年のザクセン州議会選

挙・次いで 2006 年のメクレンブルク・フォ

アポンメルン州議会選挙においていずれも阻

止条項（得票率５パーセント）を突破し、ラ

ント議会に進出している。

なお、連邦参議院の議席は、ラント議会に

おいて多数を占めラントの政権を担当する政

党が総取りする形になる（ラント政府が連立

政権となる場合には、各党間の連立交渉によ

って配分する）。連邦議会の選挙とラント議

会の選挙には時期にずれがあるため、連邦議

会において与党が多数を占めていても、その

間にラントで政権交代があると、連邦参議院

において与党の多数が覆されてしまうことも

ある。この場合、連邦政府は、特に同意法律

や法規命令・一般行政規則に関しては絶対的

拒否権を野党側に握られてしまうため、政党

政治にとっての議会の「ねじれ」状態の深刻

さは、他の二院制に比べても極めて重大であ

るとされる。

(3) 政党と会派

政党は、連邦議会やラント議会の内部にお

いては会派（議員団・Fraktion）を結成して

行動する。ドイツにおける会派は、議会内に

おいて政治的意思形成に協力する政党の機能

を果たすものであって、議会において政党を

代表する機能を持つが、法的には政党の一機

関ではない。基本法 38 条１項２文によって

連邦議会の議員は全国民の代表であるとされ

ているが、議員によって結成される会派が政

党の一機関であるとすると、同文に矛盾する

からである。基本法自体、会派の存在を予定

した規定を有してもいる（基本法 53a 条１

項）。したがって、会派については連邦議会

では連邦議会議院規則によって政党とは別に

規定され、またラント議会においてはラント

法律（各ラント会派法）によって規律がなさ

れている。

基本法から見た会派の法的位置付けについ

ては、連邦憲法裁判所が「議会の会派は、憲

法政治の必須の装置である。……憲法上認め

られた会派の地位を得る機会は、すなわち同

時に、一つの会派に集結することを目指す議

員たちの憲法上の地位の一部である」と説示

し2、あくまで会派が政党の組織ではなく議

員の地位によるものであることを強調してい

る。

このように政党と会派が別であるために、

連邦総理大臣に選ばれた者が常に政党の党首

（Partei Vorsitzende）であるとは限らない

し、また会派には党首とは別に団長

(Fraktionsvorsitzende)がいることもある3。

連邦政府が、野党はもとよりときに与党から

も厳しい意見を突き付けられることがあるの

は、政党と会派がそれぞれ独立を保ち、民主

2 BVerfGE43,142.
3 たとえば 2008 年 8 月現在の CDU の党首はアンゲ

ラ・メルケル（Angela Merkel）首相・CSU 党首はエ

ルヴィン・フーバー（Erwin Huber）バイエルン州財

務相であるが、CDU/CSU 連邦議会内会派団長はフォル

カー・カウダー（Volker Kauder）議員である。
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主義の過程における意見の切磋を実現してい

ることのゆえとも説明することができる。

ドイツ議会政治は、このように会派が基本

となっていることから、政党および会派が、

それぞれ政策能力を競って重要な役割を担っ

ている。特に会派については、政党が憲法規

定に編入されているため、それとは独立して

法的地位に関する憲法学上の議論が展開され

ており、その内容も会派の地位や権利、議員

に対する拘束の許容性、少数会派に対する権

利の保障など多岐に渡る。また会派が活躍す

る現代議会政治の状況を指して「会派議会

（Fraktionsparlament）」という言葉も用い

られている。会派議会の状況は、ドイツ以外

の、政党国家現象が進む各国にも一般的に見

られるものではあるが、会派それ自体の性質

が独立して法的問題となる点は、ドイツに特

有の事情といえよう。

Ⅱ ドイツ議会制の現状

１ 2005 年解散総選挙と大連立の成立

(1) 大統領の苦悩

2005 年７月 21 日夜、連邦大統領ホルス

ト・ケーラー（Horst Köhler）は、連邦総理

大臣ゲルハルト・シュレーダー（Gerhard

Schröder）の提案により第 15 立法期連邦議

会の解散を命じ、それを発表するためのテレ

ビ演説を行った。「深刻な状況下において、

ドイツには不断かつ強力に政策を遂行できる

政府が必要であり、そのためには政策を遂行

できる安定した過半数が必要である。……こ

のような現状においては、主権を有する国民

こそが、ドイツの将来の政治と社会を判断す

るにふさわしい」4と解散決定の理由を述べ

たケーラー大統領の演説は、ところどころに

苦悩がにじみ出たものであった。

(2) ドイツ議会制における解散

基本法上、連邦議会には解散の制度はある

が、それが実際に行われることはほとんどな

い。1919 年憲法（ワイマール憲法）の下で

のライヒ議会・ライヒ総理大臣の権限関係が

破壊的に作用してプレビシット（人民独裁）

の事態を生み、ナチズム政権の誕生と議会制

の崩壊を招いたとされることから、基本法が

連邦議会を解散できる場合を厳しく制限して

いるためである。このように憲法上の議院内

閣制が政権の長期安定を志向して設計されて

いるため、連邦総理大臣の地位は極めて強固

なものとなっており、連邦議会は、議員の過

半数によって連邦総理大臣となるべき後任者

を選出することによってのみ、連邦総理大臣

に対する不信任を表明することができる（基

本法 67条１項・建設的不信任）。一方、連邦

総理大臣の方は、自ら提起する信任決議案が

否決された場合に限って、連邦大統領に解散

の提案をすることができ、連邦大統領がそれ

によって解散を命じる（基本法 68条１項）。

2005 年の解散は、シュレーダー首相が自

らの信任決議案を連邦議会に提出し、与党

SPD の議員の多くに投票を棄権させることで

わざと否決に持ち込み、ケーラー大統領に提

案したものであった。基本法による制限を無

意味にしかねない解散権の行使についてのケ

ーラー大統領の苦渋が、演説にも表れていた

のである。この後、連邦憲法裁判所に対して

4 全文およびテレビ演説の音声は以下サイトに掲載。

http://www.bundespraesident.de/Reden-und-Interviews-,

11057.625010/Aufloesung-des-15.-Deutschen-

B.htm?global.back=/-%2c11057%2c30/Reden-und-

Interviews.htm%3flink%3dbpr_liste
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この解散を違憲とする判断を求める訴えが提

起されたが、連邦憲法裁判所は、連邦総理大

臣の解散に向けた決定が明白な過ちであった

とはいえないとして、合憲判決を下している5。

(3) 大連立の成立

この解散による総選挙の結果、CDU/CSU お

よび SPD はいずれも議席を減らし、Linke と

FDP が躍進したが、どの党も単独で過半数を

得るには至らず、政権協議の末、第一党とな

った CDU 党首のアンゲラ・メルケルを女性と

して初めての連邦総理大臣として選出し、

CDU/CSU と SPD の連立による政権が発足する

ことになった。連邦議会の 614 議席中、448

議席を占める大連立（Große Koalition）が

こうして成立した。

２ 2006 年基本法改正とドイツ連邦制改革

(1) 基本法改正の内容

大連立によって成立したメルケル政権は、

翌年８月 28 日に基本法改正法律を成立させ、

これによってシュレーダー政権の以前より懸

案であった連邦制改革が実現した。連邦の首

都を定めた規定が新設され、あるいは財源配

分の見直しと分権化に対応するために連邦と

ラントとの間の財政関係の規定が大きく改め

られるなど、憲法上のさまざまな論点を提供

するものであるが、中でも注目されるのは、

連邦とラントの立法権限の再構成である。

(2) 立法権限再構成の重要性

基本法では、国の立法権は原則としてラン

5 BVerfG, NJW 2005, S.2669ff.なお、この手法に

よる解散は 1972 年、1982 年にもそれぞれ行われ、

1982 年の解散の際には解散違憲の訴えが提起され

たが、連邦憲法裁判所はこのときも解散は合憲で

あるとの判断を示している。Vgl. BVerfGE62,1.

トに帰属することとされ、基本法が特に連邦

に立法権限を付与している場合にのみ、連邦

が立法を行うことができる（基本法 70条）。

この原則に従って、従来の規定においては連

邦が立法権を行使できる場合として、連邦専

属立法（基本法 73 条・連邦のみが立法権を

行使しうる）、競合的立法（基本法 72・74

条・連邦とラントのいずれも立法を行うこと

ができるが、効力関係は連邦法律の規律範

囲・規律内容によって定まる）、大綱的立法

（基本法 75 条・連邦が大枠の規律をし、ラ

ントがそれをラント法律で具体化する）の 3

つの場合が規定されていた。しかし、競合的

立法や大綱的立法については、対象事項に関

する立法責任の所在を不明確にするばかりか、

立法権限の範囲をめぐる連邦とラントとの権

限関係を徒に激化させ、さらには関係事項に

関する全国統一的な規定の可能性を否定する

ものであるとして批判が絶えなかった6。

2006 年の改正では、この批判を受けて、

連邦とラントの立法権限の範囲をそれぞれ明

確にし、また競合する範囲については、対象

事項の性質に対応して複数の異なる立法類型

を導入する改革がなされた。具体的には、①

大綱的立法の廃止（基本法 75条の削除）、②

連邦専属立法・ラント専属立法の範囲の拡大

（73 条の改正による旧大綱的立法・競合的

立法事項の取り込み）、③競合的立法を３つ

のタイプの立法類型に下位区分（72～74 条

のカタログの見直し）の３つが、改革の重点

であった。

6 たとえば、狩猟、土地分配、水資源管理、地域計

画に関する立法権限は従来の大綱的立法の範囲に

含まれていたため、連邦レベルでの統一的な環境

立法の妨げになるとされていた。また、EU 指令に

よる立法措置には期限が付されていることが通常

であるため、16 州すべての立法措置が必要とされ

ていることで、機動性に欠けるとの事情もあった。
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(3) 連邦参議院同意法律の抑制

この改革を通じて連邦とラントの立法権限

が明確に区分されたことによって、連邦参議

院同意法律の数が抑制されたことが特筆され

るべきである。本来、連邦参議院同意法律は

連邦の立法にラントの代表機関が協働するこ

とで利害を反映させることを目的とするもの

であったが、それぞれの利害領域を明確にし

て立法権限が区分されたことで、連邦法律に

連邦参議院の同意が必要となる場合を少なく

することができたのである。

(4) 連邦制改革の評価

この改革は必要性が叫ばれつつも、

CDU/CSU と SPD との議会における議席状況が

流動する状況の中で、足踏みを余儀なくされ

てきており、大連立によってようやく実現に

こぎつけたものでもある。長年の課題を果た

したものとして肯定的に評価する見方が概ね

である一方、改正後における問題状況の改善

効果という点で否定的な見方も絶えない。い

ずれにしても、改正基本法の施行からは１年

半余りを経ており、立法権限の行使が連邦議

会によって適切になされ、またそれがいかな

る効果を生んでいるのかが問われるべき時期

に差し掛かっているといえよう。

Ⅲ 現代ドイツにおける議会制の問題点

１ 議会制における大連立

現在、ドイツ連邦議会では与党が大連立を

組んでおり、その議席占有率は 72.5 パーセ

ントに上る。メルケル政権の基盤は盤石であ

るように見えるが、大連立は議会制に関する

様々な問題を提起している。

(1) 大連立の迷走？

第一に指摘されるのは、そもそもスタンス

が異なる政党が連立を組むことの問題点であ

る。元来、CDU/CSU は保守政党であり、SPD

は社会民主主義を基本とするリベラル政党で

ある。両勢力は総選挙の際には罵り合いにも

見える論戦を展開し、政権をかけて激しく争

ったものの、選挙後は２カ月近くにもわたる

連立協議を経て、手を組むに至った。

政権合意は８項目にわたり、その中には年

金保険料の引上げや原発廃止の延期などの重

要な事項が含まれている。中でも付加価値税

と富裕税の取扱いが焦点となった。まず付加

価値税については、CDU/CSU が 19 パーセン

トへの増税とともに社会保険の企業負担分の

軽減を唱えていた点について SPD が歩み寄り、

公約違反の政策に同意することになった。一

方富裕税については引上げを主張した SPD の

政策を、CDU/CSU がこの点の公約を反故にし

て呑むことになった。

このような政党間の政策交渉は、選挙で示

された国民の判断を無視し、あるいは妥協の

誤謬によって国民の権利・社会保障にとって

不利な結果を招く可能性がある。選挙で選ば

れた代表者が国民の意見を十分に代表しない

ことは、民主主義の自殺を意味するのである。

しかし、政党・会派があくまで「自発性に

基づく私的集団」である以上、その自発的判

断に基づいて多数を形成するために活動する

ことについて、法的に介入することは認めら

れない。政権を担う政党・会派は、国民の意

思の国政への反映の結果を、政治責任として

負うべきものであって、それによって民主主

義に対する忠誠を試されていることになる。

「国家権力が決定的に国民に由来する支配形

態においては、民主制の要素は、国民代表の
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行動の中に専ら実現される」のである7。

なおドイツにおいては、大連立が迷走した

場合に、議会制に対する歯止めが皆無である

わけではない。連邦憲法裁判所は、連邦法律

について、規範統制手続や憲法異議の申立て

によって憲法判断を行う権限を有しており、

議会の少数派がこの手続を利用することによ

って、「場外戦」を仕掛けることも少なくな

い8。

このように、議会制の内面・外面から、政

党・会派の独自性を維持しつつ連立政権の民

主的かつ憲法適合的な運営を確保するための

制度が設けられていることも、議会制の崩壊

への反省に立脚したドイツ憲法の特色と位置

付けることができよう。

(2) 埋没する少数派

第二の問題点は、大勢力同士が手を組むこ

とによって、議会における反対派の意思が埋

没することに対する懸念である。ドイツ連邦

議会は、長く CDU/CSU と SPD の二大政党のい

ずれかが中心となり、FDP や Grünen などの

少数政党がその間に立ちまわることによって

キャスティングボートを握る構図であった。

しかし今回の大連立によって、少数政党の握

っていたキャスティングボートは紙屑に帰し

た。

議会の決定は、最終的には多数決によって

なされる。しかし、民主主義は単なる多数決

原理を意味するものではなく、その決定過程

7 Gerhard Bollmann, Verfassungsrechtliche Grundlagen

und allgemeine verfassungsrechtliche Grenzen des

Selbstorganisationsrecht des Bundestages,1992, S.37.
8 たとえば航空保安法を違憲とした連邦憲法裁判所

の判決は著名である。Vgl. BVerfGE 115, 118. 最

近では企業の事業継承における相続税軽減措置に

対して連邦憲法裁判所が違憲判決を出した例があ

り、これによって大連立政権の事業継承税立法は

再検討を必要とする事態に追い込まれている。Vgl.

BVerfG Besch.vom 7.11.2006.

の合理性をも要求する。それゆえに、議会の

意思形成において、少数派を含むすべての勢

力が影響力を行使できることが、民主的決定

の不可欠の前提である。この点については、

連邦憲法裁判所も「議会の少数派を保護すべ

しとする要請及び野党の形成と活動の権利は、

民主制原理に根ざしている。この保護は、少

数派を、多数派の実質的決定から守るという

趣旨ではなく、少数派に、その立場を議会の

意思形成過程において提出することを可能に

するという趣旨である」9と説示している。

したがって、議会における会派の活動の公平

は基本法の要請であり、多数派の専横は許さ

れない10。

会派の活動の公平の内容は、議会における

会派活動の機会の均等である。具体的には、

会派への発言権の保障、動議権および質問権

の保障、さらに委員会への参画の保障が問題

となる。これらの保障は、会派を単位として

はいるが、連邦憲法裁判所の説示によれば会

派はそもそも「議員の活動範囲とその可能性

の制約ではなく、……議員に対する、自己の

代表権のみによる影響力をはるかに超えて伸

長する政治的参加の機会の保障であり、……

少数派にとどまる議員の活動の媒体である」11

ことから、議員に対する保障でもある。した

がって、政治的主義主張の方向性を同じくす

る議員らが、会派を結成することもその保障

に含まれていると解されている。

もっとも、議会は活動期間が限られた中で

様々な案件を審議し、議会制民主主義の下で

要請された任務に応える必要がある。少数派

9 BVerfGE70,324
10 議会規則が無所属議員の委員会参加を完全に排除

していることは、議会の民主的運営に反するとし

て連邦憲法裁判所が違憲判断を示した例がある。

Vgl.BVerfGE80,188.
11 BVerfGE70,324.
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の意見尊重の憲法上の要請が作用するとして

も、そのために議会における審議が紛糾し、

議会の活動が停止することによって議会制に

対する信頼が失われることもまた、民主主義

に反する事態と言わなければならない。それ

ゆえ、議会における発言・動議及び質問・委

員会への参画は、上記の会派の機会均等を保

障すると同時に、同時に議会の安定的な運営

を旨として決定される必要がある。たとえば

限定された発言時間の配分について、連邦憲

法裁判所は「各会派に対する発言時間の確定

に際しては、会派の議席数に応じた時間の算

定によって、各議員がどの会派に属するかに

関係なく、平等な発言権を獲得している状態

がまさに実現されている」と説示し、要請さ

れている平等の内容が、少数派の優先処遇を

要求するものではなく、審議時間の確保の要

請と少数派であっても参加できるという形式

的平等の要請の両方を考慮している。

一方で連邦憲法裁判所は、これらの要請を

根拠に、定員が決まっている委員会への参加

権については「議会の安定的な運営がなされ

るために……客観的に基礎づけられる場合に

は……少数派の（特定の委員会への）参加を

認めないことも許される」12と説示している

が、この点についてはそもそも発言・質問の

機会が少数派に与えられないことを意味し得

るため、批判が強い。とくにこの裁判の当事

者であった Grünen はこの点について強い危

機感を持っており、連立を解消して下野した

現在、委員会において全体としての「少数

派」の参加の保障が前提であるとの見解を表

明している。

現在、ドイツ連邦議会においては、前回選

12 BVerfGE70,324.そもそもこの裁判は、1984 年から

連邦議会に設置された、予算審議特別委員会から

Grünen が排除されたことに端を発したものであっ

た。

挙における友党のよしみからか、CDU/CSU が

FDP に対して、SPD が Grünen に対して宥和的

に対応していることから、1980 年代におけ

る Grünen 排除のような動きは見られない。

しかし、少数派が反対の意見を表明した場合

に、多数派が態度を硬化させる可能性は常に

存在しているため、宥和体制が安定している

うちに、このような状況に対処するための方

策を打ち出すことが望まれよう。

２ 議会制における連邦参議院の参与――連

邦参議院同意法律を中心に

(1) 連邦参議院同意法律の比重

ドイツ議会政治において、連邦参議院同意

法律は大きな位置を占めてきた。ドイツ連邦

共和国成立から第 15 立法期（～2005 年）ま

でに、全法律に占める連邦参議院同意法律の

割合は平均 53 パーセント以上に上っており、

したがって連邦参議院は半分以上の法律につ

いて絶対的拒否権を行使し得たことになる。

このように、連邦参議院同意法律の数が非

常に多いことは、重要法案の成立が連邦参議

院の拒否権行使によって阻まれ、あるいは拒

否権を逆手に取った党利党略目的での妥協が

成り立ちやすい温床をつくっていたことは明

らかである。シュレーダー政権末期には、連

邦参議院での政権側の議席はゼロとなり

（2005 年６月のニーダーザクセン州議会選

挙での SPD 敗北による。ただし Linke は中立

であった）、ねじれた議会状況の下で、シュ

レーダー政権は自らの看板と位置付けた福祉

改革・税制改革などの立法13に関して泥沼的

13 青少年扶助・社会扶助などの社会保障事務および

徴税事務の執行はラントまたはその内部のゲマイ

ンデ連合の権限であったため、シュレーダーが目

指した改革のための連邦立法には連邦参議院の同

意が必要だった。
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な歩み寄りを余儀なくされた。この泥沼の状

況は、政権から失業率の増加や財政の悪化に

対する機動的な対応力を奪い、最終的には連

邦総理大臣の政権担当能力をも蚕食するとい

う事態を引き起こすにいたった。ドイツ統一

以後から長期的に見ても、連邦参議院におい

て政権側の議席が多数を占めた時期は限られ

ており14、たいていは連邦レベルでの与党

（会派）とは異なる政党（州議会会派）が勢

力を伸ばし、連邦参議院に議員を送り込むこ

とで、反対勢力となる構図を見て取ることが

できる。

しかし、基本法は連邦参議院同意法律の場

合をむしろ例外として規定しており、本来は

基本法に規定がない限り、連邦参議院の同意

を法律成立の要件とすることはできない（基

本法 84条１項など）。基本法（改正前）が定

める連邦参議院の同意が法律成立の要件とさ

れる場合は全部で 45 に限られていたが、実

際の適用の際にはそれぞれの場合がかなり広

範であったことが窺われる15。議会のねじれ

構造が恒常的に発生し、その構造が原則と例

外を逆転させることによっていびつな妥協と

政権の疲労を招来していることは、まさに民

主主義のひずみといえる。基本法が連邦議会

の議決による法律の制定を原則とし、連邦議

会中心の議会民主主義を要請している以上、

その復権を図ることが急務であった。

14 連邦議会調査局のサイトに掲載のデータによった。

http://dip.bundestag.de/cgi-bin/dipweb3?a=new

user&c=/usr7/goldop&d=www.dia.bt/DIA&e=/bt_kad&f=u

s&k=1998&m=2002&n=08
15 前注・連邦議会調査局サイトによると、第 14 立

法期に参議院の同意が必要な根拠として用いられ

た回数としては、基本法 84 条 1 項 188 回、105 条

3 項 80 回、108 条 2 項以下 21 回、となっており、

84 条 1 項の同意法律だけで全法律の 3 割を占める。

(2) 連邦参議院同意法律の抑制――基本法

84条の改正

今回の連邦制改革による連邦参議院同意法

律の圧縮は、連邦参議院同意法律のケースの

中でも圧倒的な割合を占めていた基本法 84

条１項の改正によって行われた。旧 84 条１

項は、以下のような規定である。

ラントがその固有の事務として連邦法

律を執行するときは、ラントは、連邦参

議院の同意を得た連邦法律に特段の定め

のある場合を除き、官庁の組織及び行政

手続について規律する。

この規定は、その趣旨における原則・例外

関係の逆転と、規定方法における漠然性の二

つの問題を抱えていたことが指摘されている。

まずこの規定の趣旨は、ラントが連邦法律

をその固有の事務として執行する際に、その

執行に当たるラント官庁の設置及び行政手続

について、連邦が連邦参議院同意法律を条件

として、例外的に規定することを可能とする

ことにあった。原則としてラント官庁の事項

はラントの立法事項であり、あくまで連邦に

よる立法は例外とされていたが、実際には、

連邦は連邦法律が適正に執行されるよう、そ

の実施に当たるラント官庁の設置と執行の際

の行政手続について、連邦法律で規律せざる

を得なかった。このように原則と例外が逆転

してしまったことによって、連邦参議院同意

法律の数は膨れ上がっていたのである。

さらに、旧 84 条の規定はその規定方法に

も問題があったため、連邦参議院の関与範囲

を不必要に拡大していた。基本法の連邦参議

院同意法律に関する他の規定は、ある特定事

項を限定して連邦参議院同意法律とする（た

とえば「国家賠償責任」など）ものであった

が、この規定だけは文言が漠然としていたた

め、ラント官庁・行政手続に関してのあらゆ

る連邦法律の規律に連邦参議院の同意を要求
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する効果が及んでしまっていたのである。

この改革により、基本法 84 条１項は次の

ように改められた。

ラントは、その固有の事務として連邦

法律を執行するとき、官庁の設置及び行

政手続を規律する。連邦法律が異なる規

定をするとき、ラントはこれと異なる規

律を行うことができる。ラントが第二文

により異なる規律をしたとき、それに関

連してその後に官庁の設置及び行政手続

に関して行われる連邦法律による規律は、

連邦参議院の同意を得た上での別段の定

めのない限り、当該ラントにおいてその

公布から早くとも 6 か月経過の後に発効

する。（中略）例外的な場合には、連邦は、

連邦統一的な規律が特別に必要であるこ

とを理由に、異なる規律を行う可能性を

ラントに認めない行政手続を規律するこ

とができる。この法律には、連邦参議院

の同意を必要とする。……（以下略）

新しい規定では、連邦法律の執行に当たる

ラント官庁の設置及び行政手続については、

連邦とラントとの間に異なる規定が存在する

ことが否定されていない。つまり、この事項

については競合的立法に改められたというこ

とである。この規定では、例外的にラントの

規律権限を排除する場合には連邦参議院の同

意が必要ではあるが、連邦は原則として連邦

参議院の同意を得なくてもラント官庁の設置

及び行政手続について規律することが可能に

なった。これにより、連邦参議院の同意が改

正前は必ず必要であったのが、改正後には原

則として必要なく、例外的に必要とされるこ

とになる。従来連邦参議院の同意が必要とさ

れていたのは、ラントの利害を法律に反映さ

せるためであったが、この規定では、ラント

の側に不満があれば、ラントは新たに法律に

よる規律を設けて連邦法律の効力を排除する

こともできるため、ラントの利害を必要以上

に侵害することもないと思われる。

(3) ねじれの解消と連邦議会主義の復権に向

けて

この改正によって、連邦議会調査局の試算

では連邦参議院同意法律を２～３割程度抑制

することが可能になるとされる16。この通り

に民主主義のひずみが解決され、連邦議会中

心の議会民主主義が復権できるかどうかはい

まだ可能性の段階であるが17、少なくとも連

邦参議院の不必要な影響力を排除することが

可能になったことは間違いないといえよう。

憲法の規定に起因するねじれは憲法改正に

よって解決可能な方向へと向かうが、政策上

のねじれは政策形成とその実践によって国民

を説得し、民主制の過程を通じて解決されな

ければならない。現在の大連立の下では連邦

参議院の政権基盤も小康状態にあるが、いず

れ再びねじれ状態が現出することは避けられ

ないであろう。いずれにせよ、ねじれを避け、

あるいは解決しうるだけの政策形成が連邦議

会・連邦政府に求められていることに変わり

はなく、結局は国家機関による実践の在り方

が問われることになろう。

16 前出・連邦議会調査局サイト参照。
17 この試算は、ラントの別の規律を許さない連邦参

議院同意法律の数をゼロとして計算されており、

また 104a 条の連邦参議院同意法律の拡大を予測計

数に加えていないなど、やや信頼性が疑わしいと

思われる。
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イタリア議会の現状と課題

国立国会図書館主査

芦 田 淳

はじめに

本稿では、第一に、国会議員と国民の関係

に現行選挙制度が与える問題点について、近

年の選挙制度の変遷とともに論じる。第二に、

立法機能と政府統制機能の観点から、イタリ

ア議会の現状と課題を整理する。前者につい

ては、法律制定等の現状、議会審議を規律す

る議院規則の改正とその影響を扱った後、現

在の課題を取り上げる。後者については、質

問制度等の発展とその果たしてきた役割を検

討する。第三に、イタリア議会の大きな特徴

である「相違がなく対等な」二院制について、

その特徴と見直しに関する議論の動向を扱う。 

Ⅰ 選挙制度の変遷とその問題

イタリアでは、1993 年と 2005 年の二度に

わたり、大幅な選挙制度改革が行われた。ま

ず、1993 年の改革は、戦後長く続いてきた

比例代表方式に替えて、小選挙区・多数決方

式中心の混合型選挙制度を導入するものであ

った。この結果、それまで小党分立、不安定

な政権及び与野党間での政権交替の欠如によ

って特徴付けられてきたイタリアの政治シス

テムは中道右派連合及び中道左派連合からな

る「二極制」へと変容し、二大連合間での政

権交替も実現した。あわせて、こうした多数

決型の性格は、従来のコンセンサス型の性格

と比して、いわゆる「第二共和制」への移行

の大きな特色となった。ただし、総選挙結果

を見れば、1993 年改革は、各連合内におけ

る政党の破片化も伴っており、政権の統治能

力は連合内部の同質性に依拠していた。これ

に対し、2005 年の改革は、最大得票した連

合に過半数の議席を与えるプレミアム制を伴

った比例代表制を導入した。この（現行）選

挙制度は、直近の 2008 年総選挙結果1を見る

限り、比例代表制を基盤にしながらも、二極

化を促進する効果を示し、同時に、政党の破

片化を抑制する可能性も提示している。ここ

から、現行選挙制度（とりわけ下院選挙制

度）は、多数決型モデルの実現という観点か

らは一定の評価ができるかもしれないが、他

方、議員の選出に対する国民の意思の反映

（候補者の選択）という面では、制定当初よ

り強い批判がなされている。これは、現行選

挙制度が、原則として州と合致した選挙区

（全国で 26）ごとに候補者名簿が作成され

るため一選挙区あたりの候補者数が多くなる

こと2、拘束名簿式で候補者個人を選択する

選好投票を認めていないことに加え、全選挙

区で同一候補者の重複立候補を可能としたた

めで、有権者から当選結果が予測しがたく、

政党幹部の影響力を過度に強めること（ひい

ては、党首が絶対的な力を持つ弊害3）等が

1 中道右派連合及び中道左派連合に加え、これまで

前者に参加していた UDC（「中道連合」）と、後者に

参加していた一部の政党による「虹の左翼」がそ

れぞれ別に候補者名簿を提出し、投票の結果、中

道右派連合が両院で安定した多数を獲得した。現

行選挙制度の評価とあわせ、より詳細な点につい

ては、拙稿「イタリアにおける選挙制度改革と立

法の変容－補論・二〇〇八年イタリア総選挙－選

挙制度の再検討」『北大法学論集』第 59 巻第 3 号

（2008.9 近刊）参照。
2 下院の場合、最大のプーリア選挙区では、一候補

者名簿あたり最大 44人の候補者となる。
3 例えば、Mauro Calise, Il parlamento di plastica,

Il mattino, 2 marzo 2008, p.1.
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懸念されている。さらに、選挙区と議員の関

係の希薄さも指摘されており、こうした状況

への対応としては、予備選挙の導入、選好投

票の復活等が議論されている。

Ⅱ 立法機能

１ 憲法における権限

立法機能は、議会活動の中核をなすもので、

通常法律、暫定措置令及び委任立法に関する

手続が主要な手続である。通常法律に関し、

常任委員会の機能は、憲法第 72 条に基づき、

審査（付託会議）又は条文の起草（起案会

議）にとどまらず、法律の可決にあたり本会

議に代替することができる（立法会議）。こ

こから、少なくとも形式的な権限の上で、イ

タリアの委員会（制度）は、非常に強いもの

であるといえる。また、暫定措置令と委任立

法につき、政府が重要な役割を果たすことは

確かであるが、議会に一定の事前又は事後の

統制権限を残している。すなわち、暫定措置

令の場合、憲法第 77 条に基づき、政府は、

緊急の必要がある非常の場合に、法律の効力

を有する暫定措置をその責任において講ずる

ことができるが、その日のうちに当該措置を

両院に提出しなければならず、両院は、公布

後 60 日以内に当該措置を法律に転換するか

を決定すると定められ、議会の事後的な統制

に服している。委任立法については、議会が、

憲法第 76 条に基づき、事前に、原則及び指

針並びに期間の限定及び対象の特定を行う。

これを受けて、政府は、法律の効力を有する

委任命令を介して措置を行う。

２ 立法の現状

(1) 近年の法律制定における特徴

1990 年代後半以降の法律制定における特

徴は、次の三点に要約できる。第一は、成立

法律本数の明らかな減少である。これは戦後

を通じての傾向でもあるが、平均すれば月に

30 本以上であった共和国初期から 60 年代末

までの時期に比して、現在の成立本数は六分

の一程度4に減少している（図１）。第二は、

政府法案の成立率の飛躍的な向上である。そ

の割合は、60 年代初頭まで 80％程度であっ

たが、第 12議会期（1994 年～1996 年）には

30％程度に下落していた。しかし、ここを境

に上昇に転じ、第 14 議会期（2001 年～2006

年）では 70％を超えている5。この要因とし

ては、第 13議会期（1996 年～2001 年）以降、

政府が提出法案数を限定したこと等が考えら

れる。また、政府法案の全成立法律に占める

割合も 80％前後と総じて高い。他方、議員

個人による法案提出は減少しているが、なお

高い水準にある。ただし、その多くは、成立

を目指すのではなく、自身の地盤又は支援者

に向けた象徴的な内容にとどまっている。第

三は、委員会立法の減少である。委員会にお

ける立法会議は、戦後、与野党間の妥協の場

として重要な役割を果たしてきたが、第 14

議会期において、委員会立法の割合は、法律

全体の 20％程度に落ち着いた6。とはいえ、

4 第15議会期（ここでは2006年4月28日から2008年

3 月 6日の期間）との比較。 Roberto Turno, Dalle Camere

cinque leggi al mese, Il Sole 24 Ore, 11 marzo 2008, p.14.
5 加えて、議会審議において、一定の内容を持った法

文全体を一条文に統合した修正案に投票を求める

「最大修正案（maxiemendamento）」のように、政府

案への議会の影響を抑制する手段が用いられている。
6 なお、第15 議会期冒頭から2007 年 8 月 31 日までの

数字では、15.79%となっている。Camera dei deputati,

Rapporto 2007 sulla legislazione tra Stato, Regioni
e Unione europea, p.322.



- 32 -

この割合は、まだこの手続が重要であること、

及びイタリア議会のいまだコンセンサス型に

根差した特質を示している。以上の点からは、

多数決型の議会への移行をうかがわせる要素

とともに、伝統的な要素も残存していること

が確認されよう。

(2) 暫定措置令及び委任命令の増加

イタリアの立法において、通常法律ととも

に暫定措置令及び委任命令は、重要な地位を

占めている。政府は、議会審議の機能不全の

高まりを受け、70 年代から暫定措置令への

依存を高めた。しかし、80 年代半ば以降、

議会は、提出された暫定措置令の半数以下し

か法律に転換しなかったため、政府は、その

措置を延長する目的で、同様の内容を持つ暫

定措置令の再提出を増やすこととなった。こ

のような再提出を含んだ暫定措置令の公布数

の増加は、1996 年に憲法裁判所が、暫定措

置令を正当化する新たな特殊事情がない場合

又は新たな法的内容がない場合は、当該暫定

措置令の再提出は違憲であると宣言するまで

続いた。それ以降、暫定措置令は、一定の役

割を果たしつつも、ほぼ 70 年代の水準へと

減少している 7。逆に、政府は、近年、多く

7 ただし、第 14 議会期における法律への転換率は、

89.7%となっている。

の重要政策分野で委任立法の使用頻度を高め

ており、第 15議会期（2006 年～2008 年）に

おいては、全立法に占める通常法律と委任命

令の割合がほぼ同数となっている 8。こうし

た傾向は、近年の法律制定の特徴とあわせ、

立法における政府の優位の高まりをうかがわ

せる。

３ 下院規則改正とその議会審議への影響

それでは、法案審議を規律する議院規則に

は本質的な変化が加えられているのであろう

か。現行下院規則を題材に見てみよう。同規

則は、上院規則とともに、1971 年の全面改

正により成立したものである。この改正は、

多数決型の要素も孕んだ共和国最初期からそ

の後のコンセンサス型への政治の移行を反映

8 注 6 の期間において、通常法律 29.84%、委任命

令 29.32%、暫定措置令 16.75%、非法律化規則（後

述）24.08% との内訳になっている。ibid. p.315.

図１ 一議会期あたり及び各議会期の月あたり成立法律本数
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出典：De Micheli e Verzichelli, 2004, p.218., Cotta e Verzichelli, 2008, p. 172. 及び

Roberto Turno, Dalle Camere cinque leggi al mese, Il Sole 24 Ore, 11 marzo 2008, p.14.

より作成。なお、第 15議会期は、2006 年 4月 28日～2008 年 3月 6日の値である。
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し、明確に後者の手続原則を導入するもので

あった。その端的な例は、会派長会議が、全

会一致の原則に基づいて本会議の業務計画及

び審議日程を作成すると定めたことである。

しかし、合意に基づく手続は総じて能率的な

ものではなく、野党小会派による議事妨害も

頻繁に生じたため、80 年代において、議会

審議の合理化促進を目指し、多くの改正がな

された。その要点は、会派長の権限縮小及び

議長の権限強化、審議時間管理による効率性

の向上、公開投票の原則化等による政府の権

限強化にまとめられる 9。また、90 年代後半

には、多数決型システムへの適応を目指した

改正が加えられた。これらとともに、法案提

出及び法案修正に関する個々の議員の権限は、

より制約されたものとなった。しかし、下院

規則は、議員の権限を明確に制限し、フラン

スで見られるような政府案に対する審議を打

ち切るための措置を定めることはなかったた

め、その手続モデルに本質的な変化は生じな

かったと評される。なお、憲法上の立法に関

する制約として、財源保証を定めた第 81 条

があるが、これも大きな制約とはなっていな

い 10。ここから、今日、議会の持つ立法に関

する潜在的な能力については、過去に比べて

制約は強まっているものの、減少していない

といえる。70 年代末から 80 年代にかけて導

入された財政法及び共同体立法という、特定

分野の政府法案について特別の立法過程を定

める手続は、問題を残しつつも一定の成果を

上げたが、これも議会の立法権限に対する制

9
より詳細な改正の内容等については、拙稿「イ

タリア下院規則改正の立法的考察」『法学研究論

集』第 26号（2007.2）pp.121-136.参照。
10

同条は、新たな支出又は支出の増加を伴うすべて

の法律は、その財源を示さなければならない、と

定めている。ただ、1999 年の下院規則改正は、こ

の財源保証の拘束をより強いものとした。

約は部分的なものといえた。

４ 現在の課題

(1) 法律の簡素化

２(1)で述べたように近年の成立法律本数

は減少しているものの、2007 年 12 月の政府

の調査によれば、現行法 11の数は 21,691 本

と多数に上る。そこで、90 年代半ば以降、

統一法典化をはじめとした法律削減の試みが、

中道左派、中道右派の各政権で行われてきた

が、従来は現行法全体の把握が困難であった

ことなどから、成功しなかった。ただし、

2005 年法律第 246 号 12は、1970 年１月１日

より以前に公布された法律を、法典又は統一

法典に含まれる規定等いくつかの類型と存続

させることが必要と政府が判断した規定を除

き、2009 年 12 月 16 日をもって廃止するこ

とを定めている。2006 年に発足した中道左

派政権は、これを受けて、存続を必要とする

規定を委任命令によって定めることを委ねら

れており、2007 年の調査結果からは、約

5,000 本の法律の廃止が見込まれていた。加

えて、同政権は、2007 年７月、法規の質の

改善のための仕組み、法規の質に関する指標

の確認及び見直し並びに州及び地方団体の活

動の法規上及び行政上の簡素化等を掲げる

「法規の簡素化及び質の向上のための活動計

画」をまとめている。また、先述したように、

第 15 議会期のほぼ３分の２にあたる期間に

制定された非法律化規則（regolamento di

delegificazione）13 の数は、同時期の通常

11
法律の効力を有する命令を含む。以下、本項で

「法律」という場合は、原則として同様である。
12

Gazzetta Ufficiale, 1 dicembre 2005, n. 280, p.5.
13

従前法律レヴェルで規定されていた対象を規律す

る行政規則で、非法律化の対象を定める法律を受

けて制定され、法体系上は法律より下位に位置付
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法律等に比べて、少なくない数といえた。し

かし、2008 年１月、上院の不信任により中

道左派政権は崩壊し、こうした法律の簡素化

は、同年４月の総選挙勝利により成立した中

道右派政権に引き継がれることとなった。同

政権は、同年６月、2008 年暫定措置令第 112

号 14 により、実際には意味を失っているも

のの形式的には存続していると考えられる

3,574 本の法律を、当該暫定措置令の発効か

ら 60日目に廃止する措置を行った。

(2) 新議長の審議改善案

2008 年総選挙の勝利を受け、同年５月に

新たに下院議長に就任したフィーニは、審議

時間を週 28時間・月 85時間に増加させると

ともに、月に一週間の審議を行わない週を設

け、議員に自身の選挙区においてその選挙民

との関係を醸成させる案を打ち出し 15、全会

派からの賛同を得た。ただし、審議を停止し

た週であっても、予算審査のような特に必要

がある場合には、審議が行われる。フィーニ

によれば、世論から評価されるためには、議

会が本当に働いていることが分かるように業

務を組織することが必要であり、従前より議

員が議会活動に割く時間を増やすことによっ

て、生産性の向上を目指すとしている。具体

的な日程に関しては、月曜を本会議での法案

の趣旨に関する討議、火曜及び木曜の午後並

けられるが、その公布日より従前の法律の規定は

廃止される。
14

Gazzetta Ufficiale, 25 giugno 2008, n. 147 -

Suppl. Ordinario n.152.
15

なお、審議時間は、第 14 議会期において週 18 時

間・月 72 時間、第 15 議会期において週 20 時間・

月 80 時間であった。また、審議を 3 週間行い、1

週間の休みを設けることは第 13 議会期に導入され

たが、第 14 議会期及び第 15 議会期においてほと

んど実施されず、週 3 日の審議を 4 週間続けてい

た。Camera, passa proposta Fini: si lavorerà di

più, Ansa, 4 giugno 2008.

びに水曜及び金曜の午前を本会議での審議・

表決、火曜及び木曜の午前等を委員会にあて

る 16。また、本会議の審議の組織化だけでは

なく、それと委員会の作業との調整も重視さ

れている。さらに、今回の総選挙で議席を失

った左翼勢力の代表者に、委員会におけるオ

ブザーバーとしての権利を特例的に認める可

能性にも触れている。

Ⅲ 政府統制機能

１ 憲法等における権限

議会は、立法権に加え、直接又は間接に、

行政活動を承認又は検証するための幅広い権

限を憲法等により認められている。このうち

最も強力なものは、内閣全体又は一大臣に対

する不信任動議である。次に、単純な事実か

ら特定の問題についての政府の態度の理由ま

でを対象とする（文書又は口頭）質問

（interrogazioni）及び質疑（interpellanze）、

さらに動議及び決議といった手段が認められ

ている。また、予算関係文書に関する詳細な

審査及び議決も、政府の重要な特権に対する

議会統制の一つである。このほか、請願の審

査、司法官と同等の調査権限を与えられた調

査委員会による調査及び大統領等の選出に関

する権限を議会は有している。なお、大統領

の選出のほか、憲法裁判所の３分の１の判事

及び最高司法会議の３分の１の構成員の選出

に際し、両院の対等な性格を反映し、憲法は、

合同会議形式による議会の召集を定めている。

加えて、両院は、ＲＡＩ（イタリア放送協

会）の経営委員会等の指名に関する権限も有

16
Lorenzo Fuccaro, Fini: più ore di lavoro

alla Camera, Ma una settimana libera al mese,

Corriere della Sera, 5 giugno 2008, p.14.
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している。以上のような権限は、政府のリー

ダーシップの合議的性格や相対的な弱さと相

俟って、戦後のイタリア議会を政治制度の中

心に据える要因の一つとなった。

２ 80年代以降の発展と野党の役割

まず、質問及び質疑については、文書質問

が第 8 議会期（1979 年～1983 年）以降、増

加しており、90 年代には委員会における質

問が増加した。また、本会議において議員の

政府への質問に首相又は閣僚から答弁を求め

る制度（「クエスチョン・タイム」）も、今日、

以前より活発である（ただし、多くの回答が

首相ではなく議会担当大臣や担当大臣により

行われていることや議員の出席率の低さが、

その効果を減じている）。こうした傾向は、

与野党それぞれにおいて会派と所属議員の結

びつきの強まりを示すものと見られているが、

他方で、連立政権ゆえ「単一のアクター」と

して回答する上での政府の限界と、こうした

手段を個別利益の取引のための道具と見る議

員の存在という伝統的な要素も消えることは

なかった。第二には、特定分野の政策を審査、

監督する特別委員会及び両院合同委員会の役

割の増大が挙げられる。なお、これらの委員

会のうち、「ラジオ・テレビ放送事業の一般

方針策定及び監督のための両院合同委員会」

等いくつかの重要な委員会の長には、野党議

員が就いている。以上のような手段を介して、

第一共和制期に比せば与党が立法過程を支配

する傾向がある一方で、野党は、政府統制に

おいて、より可視的で強い役割を果たすこと

となった。

Ⅳ 二院制をめぐる議論

１ 二院制の特徴

イタリア議会は、上院と下院が憲法上、い

ずれも直接選挙によって選ばれ、任期並びに

立法及び政府の信任・不信任に係る権能が同

等であるため、「相違がなく対等な」二院制

と位置付けられる。こうした特徴は、ファシ

ズム期の反省に基づいた、現行憲法における

権力の集中を防ぐ相互抑制主義の原則のあら

われといえる。憲法制定にあたり、直接選挙

による下院に対して、州議会等が上院議員を

選ぶことも議論されたが、最終的には「上院

は州を基礎として選ばれる」という規定が残

されるにとどまった。また、両院の構造も本

質的に対称的であり、その特徴として、次の

四点が挙げられる。第一は、両院における常

任委員会の構成で、各院とも、現在 14 の常

任委員会があり、ほぼ同様の立法分野を担当

している。さらに、第１議会期（1948 年～

1953 年）から、多くの両院合同委員会が設

けられ、両院の対等性という認識が強められ

た。第二は、両院の議会期の終了が一致させ

られたことである。当初は現在と違って両院

の任期が異なっていたが、下院の任期満了に

よる改選に合わせた上院の繰上げ解散により、

同時に選挙が行われていた。その後、1963

年の憲法改正により両院の任期が５年に揃え

られ、これ以来、繰上げ解散が行われた場合

はすべて、憲法第 88 条が１議院のみの解散

も定めているにもかかわらず、両院が解散さ

れている。第三に、議長、副議長、幹事及び

会計幹事からなる各院の議長団の構造ととも

に、これらの職の選出方法及び権限がほぼ同

様である。さらに、各委員会及び各審査会

（giunta）の指導部の構造もよく似ている。

第四は、両院の事務局について、その組織と
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職員の主な特徴が相似している。

２ 見直しに関する議論の動向

さて、この両院の対等性を、議会の非効率

性、また政治的対立と相俟って議会の機能不

全をもたらす一因として問題視する議論も従

来から多く、1985 年には、制度改革両院合

同委員会により、主として、立法機能を下院

に、政府統制機能を上院に与えるという両院

の機能分割が提案されていた。また、1997

年に中道左派政権の下で設置された憲法改正

両院合同委員会による憲法改正案においても、

下院には立法における大幅な優越や政府の信

任･不信任を行う権能を認める一方、上院に

は憲法裁判所判事、最高司法会議構成員等の

選任権や地方議員も加えて地方自治関連法案

を審議する特別会議を認めるなど、対等性の

見直しが進められていた。しかし、いずれの

案も実現には至らなかった。これに対して、

2005 年 11 月に議会で可決され、翌年６月の

国民投票により否決された中道右派政権によ

る憲法改正案は、上院に地域代表としての性

格を付与するとともに、下院優位の二院制を

導くものであった。その骨格 17 は、まず、

上院を連邦上院とし、252 名の上院議員は、

各州においてその州議会選挙と同時に普通・

直接選挙で州を基礎として選出される。次に、

両院の権能については、立法に関して、原則

として各院のみで審議を行う法案と両院で審

議を行う法案を区分し、首相の信任･不信任

に関しては、下院のみにその権能を与えてい

る。連邦上院は、原則として、国と州の競合

的立法事項における基本原則の確定に関する

17
より詳細な改正内容については、拙稿「上院改革

『相違がなく対等な二院制』の見直し」『ジュリス

ト』第 1283 号（2005.2.1）p.178.参照。

法案について審議を行う。2008 年総選挙に

際しても、両院の対等性の見直しと連邦上院

の設置という点では、与野党間で一致が見ら

れた。

おわりに

以上の議会に関する規定及びそれを取り巻

く動向の検討からは、次のことがいえる。ま

ず、戦後、ファシズム期の反省に立って構想

された、コンセンサス型の原則に基づく諸制

度は、80 年代末までにその弊害を明らかに

し、さらに 90 年代初頭には、そこに未曽有

の政治・経済危機が重なった。そこで、90

年代半ば以降、選挙制度改革等を介して、多

数決的性格を備えた政治システムへの移行が

模索されている。議会においては、特に立法

機能の面でその影響が強く及んでおり、立法

過程における政府の優位が強まっている。た

だし、それを規律する憲法や下院規則等の規

定が決定的に変化したとはいえず、伝統的な

コンセンサス型の要素も残存している。他方、

政府統制機能の面では、より早くから野党が

従来の手段を通じて一定の役割を果たしてき

た。こうした状況から、国会議員選挙制度の

見直しや立法（機能）の向上を目的とする措

置の促進とともに、二極制の下での多数決型

政治システムへの移行に対応した、野党の役

割をはじめとする制度自体のさらなる見直し

が必要といえよう。一例として、影の内閣を

憲法及び議院規則において制度化すること 18

などが考えられる。加えて、両院機能の再検

討や、本稿では紙幅の関係で触れられなかっ

たが、議員定数削減や議員年金の見直し等

「政治のコスト」削減も現在の重要課題とな

っている。

18
Andrea Manzella, Le riforme che servono al

paese, La Repubblica, 19 maggio 2008, p.21.
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ロシア連邦議会の現状と問題点

慶應義塾大学大学院法学研究科政治学専攻

中 馬 瑞 貴

はじめに

1993年憲法に基づいた現在のロシア議会制

度は成立からわずか15年しかたっていない。

しかし、エリツィン政権期に見られた大統領

と議会の対立、プーチン政権期における与党

の大躍進、2007年12月から下院選挙の完全比

例代表制への移行など、ロシアの議会制度に

は注目すべき点がある。本稿では特に、立

法・執行関係、下院の制度的特徴、上下院関

係に焦点を当て、現在のロシア連邦議会制度

の特徴や問題点を考察する1。

Ⅰ ロシアの統治機構と連邦議会：立法府―

執行府関係

１ 大統領の権限

ロシア連邦は国家元首である大統領と立法

機関である連邦議会の国家院がどちらも国民

の直接選挙によって選ばれる二元代表制を採

用している。そのため、大統領と議会多数派

の支持基盤が同じであれば、双方のあいだに

協調関係が生まれるが、支持基盤が異なると対

立が生じ、政治運営が難しくなることがある。

1993年12月に採択された連邦憲法によると、

現在のロシアでは大統領権限が強い政治体制

になっている2。特に議会との関係に注目す

1
「ロシア連邦議会」は「国家院」と「連邦院」

で構成される二院制を採用している。正式名称で

はないが、本稿ではわかりやすさなどを考慮して、

国家院を下院、連邦院を上院と呼ぶこともある。
2

1990 年 6 月にソ連邦ロシア共和国で大統領制が

導入されてから 1993 年憲法成立までは大統領の権

ると、大統領には以下のような権限がある。

・政府議長（＝首相）3候補の提案

・下院の解散権

・法律を発効するための署名

・法案発議権

・連邦憲法および連邦法に反しない限りで

の大統領令および大統領命令の公布

ロシアでは大統領も行政権を持ち、行政権

を率いることができる。同時に、法案の発議

や大統領令の発行によって立法機能の一部も

果たすことが可能である。

表１を見ると、野党であるロシア連邦共産

党の会派が議会の多数派を占めていた第２期

下院で特に大統領による拒否権行使の頻度が

高かったことがわかる。一方、第３期以降は

与党会派（「統一」や後の「統一ロシア」）が

議席を増やしたため、議会と大統領とのあい

だで政策をめぐる対立が減少し、法律の採択

に拒否権があまり行使されていない。ただし、

プーチン政権では、大統領および政府発議の

法案が増えているということも、大統領拒否

権の減少に関係していると考えられる。

限が弱く、最高議決機関である人民代議員大会－

最高ソヴィエトが優位にあった。新憲法制定に向

けて大統領権限を強化したいエリツィン側と立法

府の権限強化を目指す最高ソヴィエトとの間で起

きた対立は最も激しい大統領－議会対立であった。

この時期の大統領と議会の対立や憲法制定過程に

ついては上野俊彦『ポスト共産主義ロシアの政治

―エリツィンからプーチンへ』や Andrews, T.

Josephin, When Majorities Fall: The Russian
Parliament, 1990-1993, Cambridge University

Press, 2002 が詳しい。
3

ロシア語での正式名称は「政府議長」であるが、

わかりやすさを考慮し、本稿では以下、「首相」と

いう表現を用いる。
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表１ 下院採択法案に対する大統領の拒否権行使

下院HP（www.duma.gov.ru）を基に筆者が作成。

*法案：連邦法（条約批准のための連邦法を含む）、憲法的意義を有する法、これらの法への修正法。

**下院が前会期で採択した法律を次の会期で大統領が署名することもあるので、＜大統領の署名した法律+否

決した法律=下院採択法案数＞にはならない。

大統領が政策の実現を望む場合、法案を提

出する代わりに、大統領令を公布することが

できる。エリツィン大統領もプーチン大統領

も大統領令を頻繁に利用した。エリツィン大

統領は、対立する議会を迂回するために経

済・社会政策から政治システムに関するもの

まで、多くの大統領令を公布した。その数は、

1994～1995年に443、1996～1999年に1005で

ある4。プーチン大統領も大統領就任直後に

国家の最重要課題の１つとして掲げていた連

邦制度改革の実施に際して、連邦法ではなく

大統領令を利用することがあった。89連邦構

成主体を７つに分けて連邦管区とし、各管区

に大統領全権代表を配置したことや地方首長

から成る国家評議会を設置したことなどが代

表的な例である。大統領令に対して議会は拒

否権を持たないため、大統領にとっては法案

を通過させるよりも大統領令を公布する方が

政策を容易に実施できる。ただし、大統領令

は連邦法の規定に反することはできず、大統

領令によって既存の法律に修正を加えること

はできない。そのため、法律の整備が進むに

連れて、大統領令の活用範囲が縮小していく

ということになる。

4
Haspel, Moshe, Thomas F. Remington, and Steven

Smith, “Law-making and Decree Making in the Russian

National Policymaking”, Post-Soviet Affairs, Vol.22,

July-Septmeber 2006, No.3.

２ 議会の権限

このような強い大統領権限に対して、連邦

議会がある程度の抑止権限を持つことで、立

法府と執行府の権力のバランスを維持してい

る。議会が持つ権限は以下のとおりである。

・大統領による首相候補の承認

・大統領による法案拒否を上下両院の３分

の２以上の賛成で覆すことができる。

・大統領に対する弾劾発議権

議会が大統領推薦の首相候補を覆した例と

して、プリマコフ首相の就任がある。1998年

８月にロシアで金融危機が起きた後、エリツ

ィン大統領は当時のキリエンコ政府を総辞職

させた。エリツィンは前首相であったチェル

ノムィルジンを首相候補に提案したが、下院

は大統領提案を２度拒否した。首相候補が３

回目に拒否された場合、大統領はその候補者

を首相に任命し、下院を解散することができ

る。しかし、金融危機による経済混乱の中で、

下院を解散し、総選挙となれば、大統領およ

び政府を批判する野党の議席がさらに増える

可能性が高かったため、エリツィン側は解散

を避けたかったと考えられる。結局エリツィ

ン大統領はチェルノムィルジン候補を取り下

げ、下院が提案したプリマコフ外相（当時）

を首相候補者として提案し、下院の承認を取

り付けた。

第2期

（1996～1999）

第3期

（2000～2003）

第4期

（2004～2007）

第5期

（2008年春）

下院提出法案

（下院で審議された法案）

4034

（1662）

4327

（1946）

4807

（2715）

665

（502）

下院採択法案 1045 781 1087 167

大統領による署名 741 772 1076 122

大統領による否決 201 41 10 0
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ただし、このような大統領に対する議会の

抑制が行使された例はロシアではまだ少ない。

たとえばエリツィン政権期にたった１度提起

された大統領に対する弾劾発議は議会内で多

数決による同意を得られず、失敗に終わった。

３ 議会と政府

立法府－執行府関係という点では、議会と

政府の関係も重要である。たとえば、ロシア

下院は政府不信任案の提出権がある。また、

政策を実施するための法律の作成や予算の決

定を行うのも連邦議会であるため、政府は政

策実施に際して下院に対する譲歩や妥協が必

要である。

ロシア連邦政府には18の省があり、憲法第

83条第5項の規定により政府副議長（＝副首

相）、連邦大臣の任命および解任は大統領の

権限である。大統領直属の５庁、２局が存在

し、首相直属の５庁４局が存在する。それ以

外の庁や局は各章の従属下にあり、合わせて

29庁、29局5が連邦政府を構成している。

「政府法についての憲法的意義法」第32条

により、「大統領は、大統領令および大統領

命令により、国防、保安、内務、外務、緊急

事態の諸問題を管轄する連邦省およびその他

の連邦執行権力機関の活動の方針を定める」

と規定されている6。つまり、大統領がこれ

らの国家に重要分野の執行権を有している。

首相はより国内的な社会・経済問題に関する

執行権を行使することがロシアでは慣習的に

続いている。執行府の中でも大統領の権限が

相対的に強いことが明らかである。

5
2008年７月29日現在。連邦政府HP（www.government.ru）

6
2004 年 6 月 19 日付憲法的意義を有する連邦法

No.4「『ロシア連邦政府についての憲法的意義を有

する連邦法』への修正について」（ロシア連邦法令

集 No.25、2004 年 6月 21日号）

このようにロシアの統治機構は、潜在的に

執行府と立法府が対立関係に陥りうる政治体

制であり、全体としては大統領が強大な権限

を持つ。しかし、野党が多数派を占めた第２

期国家院では、議会が大統領の権限を抑制す

ることも見られた。ただしこれらの対立に対

して、憲法制定以前の1993年10月に起きたよ

うな武力対立はもちろん、大統領弾劾のよう

な強制的に相手を押さえ込む手段は使われず、

妥協や譲歩を交えた調整が行われた。その後、

1999年の選挙で与党「統一」が共産党と数議

席差に迫る勢いを見せ、2003年12月選挙では

「統一ロシア」が３分の２以上の議席を獲得

して圧勝した。このように大統領支持政党

「統一ロシア」が議会で多数派を占める最近

では、法案をめぐる立法府と執行府の対立が

減少し、政策の実現性が向上している。

Ⅱ ロシア連邦議会国家院の特徴

１ 政党と会派

ロシアの下院議員は、第４期国家会議まで、

政党に所属しているか無所属かに関わらず、

政党に基づく会派や独自の議員グループを形

成し、そこに所属することが可能であった。

下院規則では、小選挙区選出議員であれ、比

例代表選出議員であれ、当選後、所属してい

た政党の会派に所属しなければならないとい

う決まりはなかった。そのため、選挙に参加

し、議席を獲得した政党とそれに基づく院内

会派を構成する人数が異なる場合がある。た

とえば1999年12月の選挙ではロシア連邦共産

党が113議席、「統一」が73議席を獲得した。

しかし、その第３期下院ではロシア連邦共産

党院内会派の所属議員は86、「統一」の院内

会派の人数は84であった。
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表２ 下院で多数派を占める会派とその割合

*下院HP（http://www.duma.gov.ru/100let/4_2_1.html）で公表されている議席数に基づいて作成。

ロシアの下院では完全比例代表が導入され

る2007年12月の選挙まで、無所属候補の議員

が当選する割合もかなり高く、その数は、第

１期110（24.44％）、第２期77（17.11％）、第

３期114（25.33％）、第４期67（14.98％）であ

った。そのうち院内会派や議員グループに所

属せず、当選後も無所属であり続けた議員は

第１期からそれぞれ15、22、15、20にすぎな

い。つまり残りの議員は自分たちで議員グル

ープを作るか、政党に基づく会派に所属して

いた。各政党はこれらの無所属議員を取り込

むことで、院内会派の議席数を増やし、立法

過程を有利に進めることができるようになる。

ただし、表２からわかるように、エリツィ

ン政権期は、野党が議会最大の会派であって

も、下院で過半数を超えていたわけではなか

った。一方、プーチン政権期と並行する第３

期以降、親大統領政党である「統一」は当初、

第２党であったが、「祖国－全ロシア」「国民

議員」「ロシア地域」と連合を組み、合計で

234議席（52.00％）となった。その後、第４

期では「統一」と「祖国－全ロシア」が合併

した「統一ロシア」が法案採択に必要な過半

数はもちろん、上院や大統領の拒否権を覆し

たり、憲法改正に必要とされる３分の２以上

の議席を単独会派で有している。

この院内会派の構成や議会内での影響力に

変化をもたらすと考えられるのが新しい選挙

制度の導入である。2005年５月18日付の選挙

法改正で下院選挙制度に大幅な変更が行われ

た7。それまでロシアの下院は定数450のうち、

小選挙区で225、比例代表で225ずつ国民の直

接選挙で選ばれていた。新しい選挙制度では、

すべての下院議員が、政党の提出する候補者

名簿に基づき、連邦全体を一区とした比例代

表制で選出されることになった。つまり、無

所属議員の立候補は認められない。また、議

席を獲得するために必要な最低得票率が５％

から７％に引き上げられた。さらに、院内会

派に加わる議員は、これまでのように自由に

会派を選べるのではなく、選挙時に自分の名

前をその名簿に掲載した政党の会派メンバー

になることも義務付けられた。比例代表制に

よる選挙は小選挙区に比べると小さい政党に

も有利であり、本来は多党制の議会を生み出

しやすい。これは同時に、小政党が乱立し、

議会内の意見調整が難しくなる。小政党の乱

立を防ぐために、議会での議席獲得に必要な

最低得票率というハードルを５％から７％に

引き上げたことで、小政党にとっては議席獲

得が難しくなった。実際、７％のハードルを

越えるのは容易ではない。2007年12月の選挙

には、選挙管理委員会に登録されている14政

7
2005 年５月 18日付連邦法 No.51「ロシア連邦連

邦議会国家院議員選挙について」（ロシア連邦法令

集 No.21、2005 年５月 23日号）。

第1会派 当選者／会派人数 第2会派 当選者／会派人数

第1期（1994～95） 「ロシアの選択」 64／73（16.22%） ロシア自民党 64／59（13.11%）

第2期（1996～99） ロシア共産党 157／146（32.44%） 我らが家－ロシア 55／66（14.67%）

第3期（2000～03） ロシア共産党 113／86（19.11%） 統一 73／84（18.67%）

第4期（2004～07） 「統一ロシア」 223／306（68.00%） ロシア共産党 52／48（10.67%）

第5期（2008～） 「統一ロシア」 315／315（70.00%） ロシア共産党 57／57（12.67%）
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党のうち、11政党が参加した。そのうち得票

率７％以上というハードルを越えた政党は、

統一ロシア（64.30％、315議席＝70.0％）、

公正ロシア（7.14％、38議席＝8.4％）、ロシ

ア自由民主党（8.14％、40議席＝8.9％）、ロ

シア共産党（11.57％、57議席＝12.7％）の

４政党であった8。

完全比例代表制に移行した2007年12月の下

院選挙では、統一ロシアが圧勝することは当

然と考えられていた。しかし、実際に統一ロ

シアが獲得した議席数は、前回の選挙とそれ

ほど大きな差はない。共産党やロシア自由民

主党も議席を伸ばしている。

ロシアでは今まで安定した与党が存在して

こなかった。現在「統一ロシア」が圧倒的多

数の議席数を獲得しているが、それもまだ２

期目である。今回の選挙制度改革は、これま

で脆弱であった政党制を強化することが目的

であると言われている9。また、同時に野党

の弱さも問題の１つである。ロシア共産党や

自由民主党は連邦議会設置以来常に議席を確

保してきているが、一時期、大躍進を遂げた

右派勢力同盟やヤーブラコといった自由主義

的、民主主義的志向を持った政党が衰退して

いる。１度の選挙で新しい制度を評価するこ

とはできないが、ロシアの議会制度に何らか

の影響を及ぼしていくだろう。

２ 委員会制度

ロシア下院の立法過程の特徴として「委員

会制度」がある。ロシアでは法案の先議権は

下院にあり、提出された法案は最初に下院評

議会10で審議される。評議会の会合で法案審

8
「コメルサント・ヴラスチ」2007.12.10、21 頁。

9
「エクスペルト」No.2, 2008.1.14-20、12頁。

10
下院評議会は、議決権を持つ下院議長、副議長、

議を担当する委員会が決定されると、担当と

なった委員会で詳細に検討・議論が行われる。

そして委員会の代表がその議論の内容や法案

の問題点について本会議で報告する。委員会

が法案の審議を不要とみなし、法案提出者に

戻すことを本会議で提案することも可能であ

る。

ロシアの立法過程において委員会の果たす

役割は大きく、委員会の委員長をどの会派の

議員が務めるかということは１つの重要なポ

イントである。特にエリツィン政権下では単

独で過半数を占める会派が存在しなかったた

め、法案採択に有利な立場をとるために、委

員会の委員長ポストを占めていることが大き

な影響力を持った。会派間の委員長ポスト争

いを解消するために、新たな委員会が作られ

るということもあった。

第１期下院では23、第２期28、第３期28、

第４期29の委員会が存在した。第５期下院選

挙前に委員会の数を減らすことについての提

案が出されたが、結局現在は32の委員会が設

置されている。それぞれの委員会は委員長、

第一副委員長（１～２人）、副委員長（３～

７人）、その他の委員で構成される。原則と

しては１つの委員会で12議員以上、35議員以

下であるが、この条件を満たしていない委員

会もある。

委員長や副委員長は全下院議員による投票

で決定する。第４期下院では委員長ポストを

すべて「統一ロシア」会派の議員が占めてい

た。現在の第５期では、統一ロシア以外の政

党はそれぞれ２人ずつ委員長ポストを獲得し

ている。ロシア共産党が民族問題委員会と産

会派のリーダーと審議権を有する委員会の委員長

によって構成されている。１つの会派から議決権

を持った議員が１人以上いない場合のみ会派のリ

ーダーが議決権を持って下院評議会に参加できる

（下院規則 13条 2-1）。
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業委員会、ロシア自由民主党が青年問題委員

会とＣＩＳ問題・同胞関係委員会、公正ロシ

アが女性・家族・児童問題委員会と科学・ハ

イテク委員会であり、残りはすべて「統一ロ

シア」の議員である。共産党、公正ロシア、

ロシア自由民主党の議員が委員長となったの

は、どれも社会政策に関連する委員会であり、

一部の報道では、あまり重要な影響力を持た

ないポストであると伝えられている11。下院

の多数派を占めるだけでなく、委員長ポスト

も多数を占めることで現在、「統一ロシア」

は下院の立法過程において圧倒的に優位な状

況にある。

Ⅲ 上下院関係

１ 上院の構成

ロシア議会は選出方法が異なる上院と下院

で構成されている二院制の議会である。下院

は国民の直接選挙で「選出される」のに対し

て、上院は、連邦構成主体の代表２名で「構

成される」12。上院が地方の利益を代表する

二院制は、連邦制国家においてよく見られる

制度であり、これによって、中央の政策決定

過程に地方の利益を反映させることが可能で

ある。

憲法制定当時、ロシアには89の連邦構成主

体が存在したため、上院の定数は178名であ

った。しかし、2005年以降、構成主体の合併

11
「コメルサント・ヴラスチ」No.3, 2008.1.28,

p15-20.
12

憲法の規定によると、下院は 450人の「議員

（deputy）」で構成され、国民から 4年の任期で

「選出される（be elected）」のに対して、上院は

地域を代表する「構成員（member）」から「形成さ

れる（be formed）」。つまり、憲法は上院について

は選挙による選出を前提としておらず、「議員」と

いう言葉も使われていない。

が進み、現在は83に減少したため、上院の定

数にも変動があり、2008年７月31日時で164

人が上院を構成している13。

1993年12月に新設された上院は、例外的

に国民の直接選挙が実施された。各連邦構成

主体を１つの選挙区とし、連記制で２人の地

域代表が選出された（任期２年）。その後、

1995年12月５日付「連邦会議編成法」が制定

され、連邦構成主体の立法府議長（以下、

「地方議長」と呼ぶ）および行政府長官（以

下、「地方首長」と呼ぶ）が自動的に上院の

ポストを占めるようになった。

しかし、2000年８月５日付「連邦会議編成

手続法」によって、地方議長および地方首長

は自動的に上院構成員になるという特権を失

った。各連邦構成主体の立法府代表は地方議

会で任命され、執行府代表は地方首長によっ

て任命された後、地方議会の承認によって決

定される。こうして選ばれた上院構成員が、

実際には代表している構成主体の出身ではな

いということがある。地方首長もその構成主

体出身でない人物が就任する例もあり、地元

出身者がある地域を代表することは不思議な

ことではない。連邦中央において影響力のあ

る人物が構成主体の首長や上院構成員を務め

る方が構成主体の発展に有利にはたらくこと

もあるだろう。しかし、地方の利益を代表す

るという上院の役割や意義は以前と比べて変

化しつつある。

地方議長や首長が上院構成員を務めていた

13
欠員となっているのが、カルムィキヤ共和国と沿

海地方の立法代表、オムスク州とスヴェルドロフ

スク州の執行代表である。また、チタ州とアギ

ン・ブーリャチア自治管区が合併したザバイカル

地方からは新しい上院代表がまだ選出されず、チ

タ州とアギン・ブーリャチア自治管区の代表であ

った上院構成員各 2 人ずつ計 4 人が権限を継続し

ている（上院 HP：www.council.gov.ru 2008 年 7

月 29日現在）。
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ときに比べると、中央における上院の権威が

低下するとも考えられる。しかし他方、彼ら

は地方での職務が忙しく、上院での活動には

時間的制約があり、上院の会合は月に１、２

度しか開かれていなかった。制度改正により、

上院構成員が専任議員となることで、上院の

立法活動やそのほか政治過程への活発な関与

が期待できる。

２ 上下院の対立の構図

政党・院内会派に基づいて政策決定が行わ

れる下院にはさまざまな政治勢力が存在する

が、上院では会派の形成が禁止されている14。

また、すでに述べたようにロシアの上院は党

派性を持たないため、日本で現在起こってい

るような上下院で多数派を占める政党が異な

るという意味での「ねじれの関係」に陥るこ

とは現行制度上はありえない。しかし、これ

は下院と上院の間で法案の採択に衝突が生じ

ないということを意味するわけではない。ロ

シアの場合、下院と上院の対立、また大統領

と上院の対立が中央と地方の対立を意味する。

特に中央と地方の対立が目立ったエリツィン

政権期には地方の利益・権限に関係する法案

や連邦制に関係する法案について、上院が拒

否権を利用し、法案成立を妨げることや地方

に有利な法律への修正を求めることがあった。

たとえば、1995年６月21日に採択された「下

院選挙法」では小選挙区と比例代表の選出議

員数の配分をめぐって上下院の対立が見られ

た。下院は小選挙区と比例代表を各225名ず

14
2002 年１月 30日付ロシア連邦議会連邦会議規則

３条３項は「連邦会議において形式化された会派、

議会連合の形成、さらに政党のためのあらゆる活

動の組織および実施は認められない（2008 年６月

18 日付ロシア連邦会議決定により修正）」とされて

いる。

つとする案を採択したのに対し、上院は300

と150にすることを要求した。下院が採択し

た法案を上院が二度拒否し、さらに大統領も

二度署名を拒否した。最終的に一部修正が加

えられたものの、下院が提案した小選挙区と

比例代表が225名ずつという案が受け入れら

れた。下院選挙法は最終的には下院の選挙法

であるということから上院が下院案を呑むこ

とになったと考えられるが、上院の提案に下

院が応じた例もある。1999年６月24日に採択

された「権限分割一般原則法」は、これまで

中央と地方の間の権限分割が、各構成主体ご

とに個別に行われていたのに対して、統一の

ルールを与えた法律である。上院の審議では

この法律に対して多くの不満が挙げられ、中

にはこのような法律そのものが不要であると

いう主張もあった。この法案は下院選挙法と

同様に、上院で二度否決され、両院協議会が

開催された。この両院協議会が決定した法案

は上院の不満を解消する内容となり、大統領

も一度署名を拒否したものの、２年以上かけ

てようやく法律が成立した。

このような上下院の対立はエリツィン時代

で頻繁に起こっていたものの、現行制度の下

では、下院を通過した法案が上院で拒否され

るという例は減少している。地方の政策や連

邦制に関する法案についてでさえ、中央の出

した政策が上院の抵抗なく通過している。

Ⅳ まとめ

最後に、本稿でまとめられるロシア議会の

制度的特徴として次のようなことがいえる。

・1993年憲法に基づくロシアの政治体制で

は、議会と大統領・政府の間に対立関

係が生じることがある。

・全体として大統領が強い権限を持つが、

議会も抑制権限を持つ。
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・ロシアの上下院関係では日本の与野党間

で起こっているような「ねじれ」現象

が生じることはない。上院が地域代表

であるため、その関係は、ロシア連邦

における中央と地方の対立を反映する

ことがある。

また、1990年代のロシア議会では小政党

の乱立や頻繁に起こる多数派の交代など、

立法活動を妨げうる状況が生じていた。特

に親大統領政党は安定せず、現在圧倒的多

数を占める「統一ロシア」でさえ、多数会

派としてまだ２期目を迎えたばかりである。

最近の選挙制度の変化や政党法の修正が今

後ロシアの議会制度や政党制にどのような

影響を与えるか、さらに分析が必要となる

だろう。

これらの特徴はロシア議会の１側面に過ぎ

ないが、現行のロシア議会を理解する上で重

要な点である。５期目を向かえたロシア議会

は、さまざまな問題を抱え、制度としてどの

程度確立していると言えるのか難しい点もあ

る。しかし、その一方、1990年代の大統領や

上院と下院との対立は収まり、立法機能がス

ムーズに進むようになっている。国家建設に

とって基盤となる法律の制定は重要であるこ

とから、そのような傾向は肯定的に受け入れ

るべき点でもある。さまざまな対立がなく、

一元的に政治過程が行われていることを、大

統領の強権、さらにはプーチン大統領の権威

主義としてまとめられることもあるが、制度

的変化と歴史的経験がロシアの議会制度を発

展させ、その機能を発揮するようにもなって

いると言えるだろう。
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イギリス議会下院の現状について

東洋英和女学院大学講師

岩 切 大 地

Ⅰ イギリス議会下院をめぐる憲法的背景

１ イギリス議会下院と議会主権原則

イギリス憲法における基本的な原則である

議会主権原則は、国王、貴族院（上院）、庶

民院（下院）の三者の合意によって制定する

議会制定法（法律）の優位を意味する。1689

年の名誉革命以降、この原則が確立してきた

とされ、19 世紀以降にこの憲法モデルが強

調されるようになり、かつ一般的に受容され

るようになった。

議会主権原則の下、議会は政治的にも、法

的にも、イギリス統治の中心であることを標

榜してきた。そして、このような立場の根拠

は、次第に民主制に求められるようになると

ともに、それに伴い議会の内部で、下院の優

越的地位が確立された。すなわち、19 世紀

以降、民主制の機運が高まり選挙権が拡大す

るに伴い下院の優越的地位がより磐石となり、

また、国王の権限は憲法習律や議会制定法に

よって制約されるとともに、下院の信任に基

づく内閣という統治形態が確立されてきた。

その結果、法的な主権は議会に、政治的な主

権は国民に、といわれるように議会制が民主

制と不可分のものとして理解される中、まさ

に国民を代表する下院はこのような議会制の

要となっている。

他方、現代イギリスを取り巻く状況は、Ｅ

Ｕ加盟、欧州人権条約の導入、地方分権、公

的サービスの外部委託、首相の大統領化現象

などに見られるように、主権的議会が事実上

必ずしも中心的な決定者ではない領域が生じ

つつある、という状況である。この状況の下、

議会とりわけ下院は、自らが持つ憲法上の機

能を、いかにして有意義かつ効果的に果たす

かが大きな課題であるといえる。

２ イギリス議会下院と議院内閣制

イギリス庶民院議員（ＭＰｓ）は、小選挙

区制の選挙によって選出される（the first

past the post と呼ばれる）。このため、下

院では、総選挙における政党別の得票率にも

かかわらず二大政党のどちらかが多数の議席

を占めることが容易となり、議会の信任を必

要とする内閣としては安定した政権基盤を下

院に得ることが比較的容易となる。

下院で多数を得た政党は、政府を構成する

際、10 数名の閣内大臣の他、副大臣や政務

官など合計約 100 名を政府の構成員として送

り出すことになり、この点で政府と与党執行

権との同一性が維持されることになる。さら

に、議会で多数を占める自党議員を取りまと

める与党の「院内幹事（whips）」も政府の一

員として、下院の議事日程や党議拘束の有無

を決定することになる。このようにして、イ

ギリス議会下院では強い政府＝強い与党によ

る安定的な政権（あるいはいわゆる「選挙に

よる独裁」）が実現されることになる。

サッチャー政権以降、特にブレア政権にお

いて、強い内閣という傾向性は強化されてき

ているといわれており、さらには首相の権限

が大統領のそれに比して語られることも珍し

くなくなっている。このことは、たとえば首

相の議会への登院回数が減少していることに
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も表れている。また行政権の中心が内閣より

もさらに首相（及びその周辺）に集中してい

る、という事態も指摘されており、「中核的

執行（core executive）」という概念でその

分析が行われているところである。

議会による国家的政策策定へチェックを旨

とする議院内閣制にとって、政府による政策

決定の集中化や議会軽視、さらにはヨーロッ

パ統合や地方分権（devolution）などに伴う

政策決定主体の分散化といった政治的状況の

変化へいかに対応するかは、議会にとっても

大きな課題である。本稿では、議会とりわけ

下院が、このような変化する政治的背景にあ

ってどのような対応を行っているのか概観す

る。

Ⅱ イギリス議会下院と政府

１ 立法過程

(1) 法律案の事前審査

下院の運営は、院内幹事のトップである院

内幹事長（chief whip）と、下院における政

府の責任者である院内総務（Leader of the

House）が行う。したがって、下院の議事運

営においては、政府が主導権を握っている。

さらに、政府は下院で、党議拘束に服する多

数の議員の支持を、基本的には得ることがで

きる。このような状況では、議会が審査する

法律案は圧倒的に閣法ということになる。ま

た結果的に、閣法は約９割以上が成立する。

このような状況の下で、近年、政府が法律

案を議会に提出する前の段階で、法律案の草

案を公表するという措置が採られている。こ

れによって議会は当該法律案に係る政策決定

に対して、比較的初期の段階で参加すること

が可能となるほか、立法の審査過程でも当該

政策に対する理解を深めた上で審査を行うこ

とができる、といった利点があるといわれて

いる。

法律案草案の事前審査は、1992 年から 97

年まで政権を担当した保守党のメイジャー政

権の時代から行われはじめ、現労働党政権も

この慣行を拡大してきている。特に現在、法

律案草案の議会によるチェックは、省庁別委

員会が主に担当するという体制が整っている。

1992 年から 97年にかけては、18本の草案

が公開されたものの、議会として体系的な審

査は行われなかった。しかし、1997-98 年の

会期から 2003-04 年の会期にかけてでは、42

本の草案が公開されたうち、29 本の草案が

議会の委員会によって審査されている。この

29 本の草案のうち、下院の省庁別委員会が

審査したものは 17 本、その他はアドホック

な委員会や、上院と合同で設置する人権合同

委員会などの合同委員会が審査した。

なお、省庁別委員会等による法案の事前審

査の後、委員会はそれぞれの内容について報

告書という形で勧告を行うことになるが、政

府はおおむねこれを受け入れ、法案に修正を

施しているといわれている。また、省庁別委

員会の審査の作業は、2003 年 11 月に創設さ

れ法律家・会計士・経済学者等によって構成

される調査局（Scrutiny Unit）がこれを補

佐している。

ただし、いかなる法律案の草案を公開する

かは政府の判断にゆだねられているほか、そ

れぞれの委員会での審査方式の統一如何など、

法律案草案の事前審査には、今後の課題も指

摘されているところである。

(2) 法律案審査を行う委員会の改革

イギリス議会の上下院では、三読会制がと

られているが、第二読会の後に委員会審査の

段階がおかれている。委員会審査では、条文

の文言など詳細な修正について審議されるこ



- 48 -

とになっており、法律案の基本原則を拒否す

ることはできない。

従来、法律案審査のための委員会は、通常

は常設委員会（Standing Committee）であっ

た。常設委員会は、アルファベットでＡから

Ｈまでの名称が付けられるが、常設というネ

ーミングとは逆で、個別の法律案ごとに組織

される。それぞれの常設委員会は 16 名から

25 名で組織され、大臣、院内幹事、与党の

平議員（バックベンチャー）、野党執行部議

員（フロントベンチャー）、野党の院内幹事、

野党の平議員というふうに、下院のミニチュ

アのような形で構成される。

その他、法律案審査のための委員会は、本

会議場で行われる「全院委員会（Committee

of the Whole House）」や、省庁別特別委員

会などの特別委員会であることもある。なお、

特別委員会は証人召喚権や文書提出要求権を

有するが、常設委員会にはこれら権限は与え

られていなかった。

2006 年７月の庶民院現代化特別委員会に

よる勧告によって、2006-07 年会期以降、常

設委員会は「一般法律案委員会（Public

Bill Committees）」に名称変更されることに

なった。また、一般法律案委員会には、証人

召喚権や文書提出要求権が与えられた。

なお、現代化委員会の勧告による改革によ

り、上述の一般法律案委員会のほか、地域を

扱う「拡大委員会（Grand Committees）」、第

二読会手続を省略するための「第二読会委員

会（Second Reading Committees）」、個々の

委任立法を審査するための「委任立法委員会

（Delegated Legislation Committees）」、ヨ

ーロッパの文書を扱う「欧州常設委員会

（European Standing Committees）」が、「一

般委員会（General Committee）」という名称

のカテゴリーでくくられることになった。

(3) 議事進行のタイムテーブル化

法律案審査の議事進行の予定は、与党の院

内幹事と各野党の院内幹事との非公式な二者

間協議で決められているほか、いわゆるギロ

チン動議（審議打ち切り、「時間配分

（Allocation of time）」動議）により統制

されることがある。これに対し、庶民院現代

化特別委員会は、1997 年に報告書で勧告を

行い、以後試験的に「プログラム動議

（Programme motion）」が実施されるように

なった。プログラム動議は、2004 年 10 月以

降、恒久化されている。

プログラム動議とは、法律案の審査につい

てタイムテーブル化を図る目的で、第二読会

の直後にあらかじめ提出されるものである。

この点で、アドホックに行われるギロチン動

議とは異なっている。

２ 責任政府のための取組

(1) 委員会制度の簡単な歴史

歴史的には、イギリス議会における委員会

は、国王に近いと目されていた議長が関与し

ない形で全院委員会を開いたことに端を発す

るといわれる。詳細な検討を行うことに少人

数の会合は適しているのであり、そのような

委員会の例は 1400 年代に見られるといわれ

る。1571 年には法律案を委員会に付託する

公式の記録があるほか、特定の調査を行う特

別委員会は、チューダー朝やスチュアート朝

時代の議会にもしばしば見られるといわれる。

(2) 省庁別特別委員会

イギリス議会下院において、国政調査権の

中心的な行為主体は特別委員会である。これ

は、イギリス議会下院は、委員会に「審査」

と「調査」を同時に授権しないことが原則と

なっており、特別委員会には「調査」が割り
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当てられていることに由来する。

下院における特別委員会の中でも、省庁別

特別委員会の役割は特に重要視されている。

省庁別委員会は、1979 年にサッチャー政権

が成立した時の、議会改革の一環として設置

された。

省庁別特別委員会は、党派的な対立によら

ずに特定の省庁を監視することができるよう

にする目的で設置されたものであり、その特

徴は、議案の審査をしないこと、原則として

構成員は平議員（バックベンチャー）に限ら

れること、証拠を得る権限を有するが強制的

に行使していないこと、政府監視の目的で調

査を行っていること、が挙げられている。省

庁別特別委員会の活動が特に重要であるのは、

これが、拡大し専門化していく行政権の活動

を政治の側から、民主制に則って統制すると

いう庶民院の憲法上の任務を果たす具体的な

場面になっているからである。また、イギリ

スのいわゆる「ウェストミンスター・モデ

ル」、対決型・アリーナ型としての議会とい

う姿が強調される憲法モデルにおいては、政

府・与党対野党という図式が前面に現れると

ころ（特に議院の議場において。）、「平議員

対大臣という対立軸」を中心に展開する特別

委員会の仕事は、議会という憲法上の組織の

政府統制という主要任務の強化につながる。

省庁別特別委員会が調査の上作成した報告

書に対しては、これが議会に提出された後、

政府は２ヶ月以内に何らかの応答をするとい

うことで、下院と合意している。しかし他方

で、報告書が議院において討議に付される機

会は少ないとの指摘もなされている。

(3) 省庁別委員会制度の改革

1997 年の労働党政権以来、下院には議事

手続改革のための庶民院現代化特別委員会

（委員長は下院院内総務が担当。現在は

Harriet Harman である。）が設置されるが、

現代化委員会は省庁別委員会を検討の対象と

はしなかった。2001 年までの議会期におい

て、省庁別委員会の改革を主張したのは、特

別委員会の委員長から構成される連絡委員会

（Liaison Committee）であったといわれる。

連絡委員会の改革案は、政党の影響を排す

るために各特別委員会の委員を自らが選出す

ること、議院における報告書審議の機会を拡

大すること、などの内容のものであった。そ

して 2001 年からの議会期においては、現代

化委員会も改革に乗り出し、2002 年の改革

に結実した。2002 年改革では、委員の選任

について改革はできなかったものの、報告書

の議院における討論の拡大や委員長への手当

支給などのその他の改革は実現に移された。

さらに、2002 年以降、連絡委員会は６か月

ごとに首相を出席させ、政府の政策と活動に

関する質疑に答弁させることができるように

なった。

なお、省庁別委員会制度を含めた委員会の

改革は、現在も進行中のプロジェクトであり、

今後の動向も注視する必要がある。

３ 委任立法の審査

以下では、省庁別委員会以外の、特別委員

会が特に重要な役割を果たしていると思われ

る領域について見ていきたい。まず、ここで

取り上げるのは委任立法の審査に関する委員

会の活動である。

イギリスでは、委任立法の成立の条件とし

て議会の関与を求める例が多くある。議会の

関与には大きく三つのパターンがあり、第一

に議会による同意を要するもの（同意決議手

続）、第二に議会による否決のない限り成立

するというもの（否決決議手続）、第三に制

定された委任立法の議会への提出のみを求め
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るものである。なお、議会はこれら手続にお

いて委任立法を修正することはできない。

このような仕組みは、行政権特に 19 世紀

末ごろから行政活動が拡大し専門化すること

により委任立法が増大したのに伴い、両院に

よる委任立法の統制を強化するための措置で

ある。しかし、20 世紀後半以降、委任立法

の数量は増加の一途を辿り、また委任立法を

用いて法律を改正することを認める例（法律

改正をも委任された権限のことを「ヘンリ八

世権限」という）も頻繁にみられる一方、両

院による統制の機会はあまり確保されていな

い。このような状況の中、両院の委員会の活

用が望まれているところである。

(1) 個々の委任立法審査の補助にあたる委任

立法両院合同委員会

議会両院による委任立法審査を補佐するも

のとして、下院と上院とで構成される委任立

法両院合同委員会（Joint Committee on

Statutory Instruments 、 審 査 委 員 会

Scrutiny Committee とも言われる）が設置

されている。この委員会は、他の特別委員会

と同様に証言や文書を得ることができるが、

その任務は、政策的な内容を判断することで

はなく、委任立法が根拠法の権限内にあるか

といった技術的な問題を審査することである。

なお、財政関係の委任立法など、下院のみに

提出される委任立法については、委任立法合

同委員会の内、下院議員で構成される委任立

法特別委員会（庶民院）がその任務に当たる

ことになっている。

(2) 委任立法に関する討論の代替としての委

任立法委員会

下院では、委任立法の審査を行う委員会と

し て 、 委 任 立 法 委 員 会 （ Delegated

Legislation Committees）がある。これは、

付託される委任立法ごとに委員が構成される

委員会であり、一般委員会（以前の常設委員

会）の一種である。その成立に議会両院の承

認を必要とする委任立法が、委任立法委員会

に付託される。また、議会両院の否決がなけ

れば成立する委任立法については担当大臣の

動議により、この委員会に付託される。

この委員会を設置する目的は、増大する委

任立法の前に、議院が時間を確保できるよう

にすることにあった。1973-74 年の会期以降、

名称の変更はあるが、設置され続けている。

(3) 「2006 年立法及び規制改革法」に基づ

く「立法改革命令」の審査

2006 年立法及び規制改革法（Legislative

and Regulatory Reform Act 2006）は、立法

による規制の緩和及び改善を、大臣の制定す

る「立法改革命令」によって可能にさせるも

のであり、ヘンリ八世権限を与えるものであ

る。もちろんこの法律は法案段階から問題視

され、結果的に、立法改革命令の制定に当た

り通常の委任立法よりも大きな議会による関

与が認められることになった。下院において、

主に立法改革命令の審査に当たるのが、「規

制 改 革 委 員 会 （ Regulatory Reform

Committee）」である。これは特別委員会であ

る。規制改革委員会は、立法改革命令の草案

を審査し、また、個々の立法改革命令審査の

望ましい手続きについて勧告を行うことにな

っている。

(4) 貴族院における委任立法審査

貴族院では、「委任権限及び規制改革委員

会（Select Committee on Delegated Powers

and Regulatory Reform）」という特別委員会

が、法律案の審査に当たり当該法律案が不適

切に委任立法権を創設しようとしていないか、

また、当該法律案が授権する委任立法に対し
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て適切な議会の審査が想定されているかにつ

いて審査するほか、2006 年立法及び規制改

革法に基づく立法改革命令について報告する

ことになっている。名称や任務の範囲の変更

はあるが、この委員会は 1992 年から設置さ

れている。

その他、2003 年 12 月に設置された「委任

立法内容委員会（Select Committee on the

Merits of Statutory Instruments）」は、委

任立法の政策内容についても報告を行うこと

ができる委員会として注目されている。

４ 人権両院合同委員会の役割

1998 年人権法は、イギリス国内に欧州人

権条約の権利規定を導入した法律である。こ

の法律においては、裁判所は、日本のような

法律の違憲審査権（人権適合性審査）を行う

ことは認められていない。この点で、人権法

は議会主権原則を維持するものである。した

がって、裁判所はある法律が人権規定に違反

すると宣言することはできても当該法律を違

憲無効とすることはできず、人権規定に適合

するよう法改正を行うか否かは、議会の判断

にゆだねられることになる。

そこで、人権法と同時に、議会は人権両院

合同委員会（Joint Committee on Human

Rights）を設置した。人権両院合同委員会の

任務は、国内の人権にかかわる事項（欧州人

権条約のみならず、人権規約のようなイギリ

スが締結する条約における人権も含まれる）、

法律案の検討などである。人権両院合同委員

会の活動は高く評価され、議会による人権保

障の可能性を示すものとしても注目されてい

る。

５ ブラウン政権による議会改革の方針

2007 年より政権を担当しているブラウン

首相は、民主主義の強化を打ち出し、2007

年７月に『イギリスの統治（The Governance

of Britain）』と題する提言書を発行した。

この提言の中で、政府が「議会を政府への責

任追及ができるようにする」ために議会を強

化する必要性を主張していることが注目され

る。すなわち、国王大権（実質的には政府の

権限）を制限し、海外派兵や庶民院の解散な

どについて議会の関与を増大させることや、

政府の施政方針演説にあたる女王演説（その

会期の立法の計画が述べられる）が行われる

前に、議会にあらかじめ内容を伝え討議の機

会を与えることや、さらに、省庁の年次目標

を省庁別委員会で討議するのみならず議院の

場でも討議できるようにすること等の改革が

提言されている。今後の改革の動向が注目さ

れる。

Ⅲ イギリス議会の下院と上院

１ 下院と上院の関係

14 世紀に、貴族・僧侶が騎士・市民と別

に会議を開いて以来、上院と下院とは対等な

存在だったが、租税についての下院の優位は

15 世紀から認められていた。また、19 世紀

の選挙制度改革により、貴族による庶民院議

員への影響力が低下し、民主制に裏付けされ

た下院の政治的発言力は次第に強まってきた。

そして 19世紀末から 20世紀初頭にかけて、

自由党が多数を占める下院と上院との対決が

頂点に達し、この対決は「1911 年議会法

（Parliament Act 1911）」によって終結する

ことになった。つまり、上院は金銭法案につ

いては下院に対抗できないほか、一般の法律
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案についても上院の抵抗は時間的なものに限

られる（二会期の抵抗が可能）ことになった

のである。そして 1949 年には下院の優位は

さらに強化されることになった（一会期だけ

の抵抗が可能）。

また、1945 年以降の労働党政権時に、上

院で多数を占める保守党のリーダーであった

ソールズベリ卿は、政府がマニフェストで掲

げた法律案については、上院はこれを否決し

ないという考えを示したことにより、「ソー

ルズベリ慣行（Salisbury convention）」が

成立した。下院に対する上院の従属性はこの

ようにして、法的にも、習律的にも確認され

ている。

２ 上院改革の動向

上院議員の選出に関する改革は、「1958 年

一代貴族法（Life Peerages Act 1958）」に

よる、任命された一代貴族の議員を導入して

以来、大きな改革はなされてこなかったが、

ブレア政権による改革は大きな変化をもたら

した。

1997 年以降、労働党はマニフェストで上

院改革という課題を示してきた。そして、そ

の第一弾が「1999 年貴族院法（House of

Lords Act 1999）」に示された。この法律は、

上院から大部分の世襲貴族の議席を失わせた。

この法律以降、現在の上院に世襲貴族は 92

名（うち、保守党 48 名、労働党４名、自民

党５名、クロスベンチャー33 名）いる状況

になっている。

これ以降、労働党政権はさらに、上院を完

全民選あるいは部分的な民選の議院にするた

めの方策をとり続けてきた。最近では、下院

は 2007 年３月に、上院の構成を完全民選あ

るいは 80％の民選と 20％の任命制との組合

せとすべしとの決議を行っている。他方で、

上院の側で同時期に採決された決議では、完

全任命制が支持されている。このように、上

院議員の選出方法については、議論が平行線

を辿っている状況である。なお、2008 年７

月に、政府は『民選の第二院（An elected

second chamber）』と題する政府白書を提出

し、再び上院改革への意欲を示している。

その他、上院に関する大きな改革としては、

「 2005 年 憲 法 改革 法 （ Constitutional

Reform Act 2005）」が挙げられる。この法律

は、実質的なイギリスの最高裁であった上院

の司法機能を廃止し、2009 年 10 月に新たに

最高裁判所を設置することとなっている。ま

た 、 古 来 の 官 職 で あ る 大 法 官 （ Lord

Chancellor）を上院議長としての機能を失わ

せ、また司法部からも切り離してもいる。

３ 上院改革と憲法習律の位置付け

ブレア政権による上院改革は、絶対多数を

占める党派が存在しない上院をもたらすこと

になったとともに、上院の活動をより積極的

にしたといわれている。たとえば、上院にお

ける憲法委員会（2001 年に設置）や委任権

限委員会、欧州連合委員会などの、国政の重

要事項に関する調査を行う特別委員会は、多

くの報告書を提出し政府に影響を与え続けて

いる。

また、下院と上院の間での、法律案をめぐ

る対立については前述の通り、法的にも

（1911 年及び 1949 年議会法）憲法習律的に

も（ソールズベリ慣行）生じ得ないところで

あるが、しかし上院の改革が進展し民選の議

員によって構成される議院になった場合、習

律の見直しを図る必要が出るほか、そもそも

第二院の役割は何かという議論が出てくるこ

とになると考えられる。さらに、委任立法に

関して、2000 年に上院が大ロンドン市選挙
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規則を否決しその制定を妨げた例があり、こ

の点をめぐっても検討が行われているところ

である。今後とも、これらの課題を扱う「習

律に関する合同委員会（Joint Committee on

Conventions）」の活動が注視される。

Ⅳ イギリス議会下院と国民――議会ホーム

ページについて

会議が公開されることは、国民への情報提

供や、政府への説明責任追及の強化につなが

る。この意味では、会議の公開は、議会の側

での積極的な情報公開が行われるべきことも

含んでいるといえよう。イギリス議会とメデ

ィアの関係について以下に概観する。

イギリスでは、まず、ハンサードと呼ばれ

る公式の会議録が出版される。19 世紀にハ

ンサード氏が議会レポートを発行したのが始

まりである。

次に、会議の報道については、1920 年代

に BBC が議会の放送を試みたが、実現しなか

った。その後、1966 年に報道への動きが見

られ、1968 年に上院の試験的な報道が行わ

れた。1978 年には両院でラジオ放送が行わ

れる。その後 1985 年以降上院のテレビ放送

が行われ、下院では 1988 年にテレビ中継を

認め 1989 年に開始された。

さらに、近年のインターネットの利用は目

覚しい。現在、イギリス議会のホームページ

は、組織としての議会が有権者に情報伝達す

るための主要な手段になっているといわれて

いるほど、内容が充実していて、9,000 ペー

ジを超え、またリンクされた印刷物は 100 万

ページを超える。委員会での参考人質疑の速

記録は近日中に掲載され、そして委員会報告

書も掲載されることにより、委員会の活動も

補強される。さらに、すべての会議はインタ

ーネット上で、少なくとも音声による放送が

行われ、議院での様子は映像つきで放映され

ている。その他、ビッグ・ベンや両院のビジ

ュアル・ツーアのコーナーを設けたり、生

徒・学生に向けた視聴覚資料を置いたりする

など、様々な情報発信に力を入れている。

今後の課題としては、現在の議会のホーム

ページは、特定の情報を得ようとする者にと

っては有用であっても、どこにどのような情

報があるか知らない一般の人々にも扱いやす

いものにする必要があるとされている。そう

でないと、民主制に資するというホームペー

ジの機能が果たせなくなると考えられている

のである。
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近年のアメリカの議会事情

帝京大学法学部専任講師

大 林 啓 吾

序

従来、アメリカの立法府は、出身州の利益

の代弁を行う場としてみなされてきた1。共

和党や民主党といった政党色よりも、地元へ

の愛着が最も重視されてきたのである。しか

し、今日では、「リベラル派＝スターバック

ス」、「保守派＝クアーズビール」というよう

なステレオタイプが貼られるように、従来よ

りも政党が市民の間で大きな影響力を持って

きていることも事実である2。こうした事実

は、連邦政府の政治運営にも変化をもたらし、

政党を軸に大統領、上院、下院それぞれの関

係を考察する必要性をもたらしている。とく

に、2008 年の選挙（大統領選挙および両院

選挙）を前に、アメリカの連邦議会または政

治状況がどういう局面を迎えているのかにつ

いて、以下、考察していくことにする。

Ⅰ アメリカの立法府

アメリカの立法府は、各州から２名ずつ選

出された上院と、各州の人口に比例して選出

された下院からなる。上院の議席数は 100 名

で、６年の任期があるが、２年ごとに３分の

１が改選される。州の大きさや人口数に関係

なく、各州に２名のポストが割り当てられて

1 また、アメリカでは、議員が単独で法案を提出で

きるため、実際に成立するか否かを別として、出

身州へのアピールのために州益に絡んだ法案を提

出することがしばしばみられる。武田興欣「議

会」久保文明編『アメリカの政治』79－86 頁（弘

文堂、2005 年）。
2 渡辺将人『見えないアメリカ――保守とリベラル

のあいだ』17－20頁（講談社、2008 年）。

いるのは、上院が州の利益を代表する性格を

有している3。また、弾劾裁判権、条約の承

認、上級官吏の承認、連邦最高裁裁判官の承

認などの権限は上院のみに認められている。

下院の議席数は 435 名で、２年の任期となっ

ている。下院のみが有する権限は、予算先議

権や弾劾訴追の権限だけで、上院と比べると

やや少ないようにもみえる。しかし、下院も

外交に関する調査や議論を行うし4、弾劾に

ついても発動が重要になってくることから、

そのイニシアティブをとるのは下院である。

さらに、予算の先議権を有していることも重

要で、予算を伴う法案は下院がその内容の基

軸を作成し、上院の賛同・修正を経て成立す

ることになる。

このように、アメリカの議会制度は、両院

が対等の地位を有しつつ、それぞれ特有の機

能を果たしている点が特徴的である。このた

め、最近では、アメリカの権力分立制は単純

な三権分立ではなく、上院と下院を別々の機

関として捉えて考えるべきであるという見解

もある5。こうした見解を踏まえると、アメ

リカの立法府には、両院として機能する場面

と、各院で機能する場面があることに注意し

なければならない。実際、大統領の党派（与

党）が連邦議会において多数派を形成できな

3 これに対しては、人口に比例していない上院の議

席配分が非民主的であるというダールの有名な批

判がある。ロバート・ダール（杉田敦訳）『アメリ

カ憲法は民主的か』58－66頁（岩波書店、2003年）。
4 最近の例でいえば、2007 年の下院外交委員会に

よる従軍慰安婦決議などが挙げられる。
5 See, e.g., Bruce Ackerman, The New Separation
of Powers, 113 HARV. L. REV. 633 (2000).
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い分割政府(divided government)の状況は、

上院または下院のいずれかで対立政党（野

党）が多数派を形成した場合にそう呼ばれる。

つまり、それだけ、上院と下院が独自の存在

として扱われているのである。

Ⅱ 分割政府

現在の G・W・ブッシュ政権は、当初、大

統領の党派が両院においても多数派を占める

統合政府(unified government)の状態を維持

してきたが、2006 年の中間選挙の結果、上

下両院において民主党が多数派を握ることと

なった。したがって、2006 年から大統領の

任期終了まで、G・W・ブッシュ大統領は分割

政府の状態で政治運営を行うことを迫られて

いる。

もっとも、大統領制をとるアメリカでは、

議院内閣制と異なり、必ずしも執行府と立法

府がつねに共同することが求められていない。

実際、これまでに分割政府の状況がしばしば

みられ、とくに 1970～80 年代以降は分割政

府が常態化してきた。分割政府下において懸

念され るのは、いわゆる政治的停滞

(deadlock)である6。大統領が政策実行上必

要とする法案が通らない場合や、それとは反

対に立法府が提案する法案を大統領が拒否権

で拒絶する場合が想定されるのである。後者

については、立法府が３分の２の賛同によっ

て、再可決することも可能であるため、大統

領との政治的駆け引きが重要になってくる。

6 ただ、分割政府においてつねに政治的停滞が生じ

るかというと、必ずしも明確ではない。アメリカ

の政治学者がいくつかの実証分析を行っているが、

統合政府と分割政府で、重要法案成立率に変化が

みられなという見解と、変化がみられるという見

解に分かれている。廣瀬淳子「分割政府における

立法過程に関する一考察――1996 年情報通信法の立

法過程――」レファレンス577号34頁（1999年）。

さて、2006 年まで一度も拒否権を行使し

てこなかった G・W・ブッシュ大統領であっ

たが、分割政府になってからは何度か拒否権

を行使している。たとえば、2007 年５月に

は、イラク駐留米軍に関する補正予算案に拒

否権を行使したり、同年 11 月にはパブリッ

クアクセスに関する予算関連法案(Omnibus

Spending Bill Requiring the US National

Institutes of Health)に対して拒否権を発

動したりしている。しかし、拒否権がつねに

成功するわけではなく、上下両院が３分の２

以上の多数をもってそれを覆すなどの状況も

でてきている。2007 年 11 月、水資源開発法

案(Water Resources Development Act) 7が

G・W・ブッシュ大統領の拒否権を覆して成立

し、2008 年５月には、農業法案(Farm Bill) 8

も拒否権を覆して成立している。

また、最近では、こうした分割政府の状況

について、制度論的観点から、司法審査論に

結びつける見解がある9。一般に、司法審査

は多数派の決定を覆す性格を有することから、

民主政の原理と衝突する可能性がある。この

観点からすると、統合政府の状況下において

下された決定（法律）に対して、司法府は緩

やかな審査が求められることになる。しかし、

それは民主政＝多数決とみなすことから生じ

る帰結である。そうではなく、多様な意見を

集約するコンセンサスという観点から民主政

を捉えると、むしろ分割政府において下され

7 ハリケーン被害の復興を中心とした重要インフラ

の設備に関する法案で、予算が多すぎるとして、

G・W・ブッシュ政権側は拒否していた。
8 2890 億ドルの予算を伴う法案で、食料価格の高

騰を踏まえ、生産農家に一定の補助金を支給する

内容となっている。なお、この事例については、

連邦議会が大統領に送付した法案文書の一部に印

刷漏れがあったことが判明し、該当個所について

は再度手続が必要になる可能性もある。
9 Daryl J. Levinson and Richard H. Pildes, Separation
of Parties, Not Powers, 119 HARV. L. REV. 2311 (2006).
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た決定の方がよりよく多様な意見を反映して

いることになる。したがって、分割政府の決

定に対する司法審査よりも、統合政府の決定

に対する司法審査の方がより厳格性が要求さ

れるという逆転現象が生じる。このような考

え方は、党派性に基づいて判断していくこと

にあることから、政党分立論(separation of

parties)と名付けられている。

Ⅲ 行政協定の増加

こうした分割政府の状況は、アメリカの外

交プロセスにも一定の影響を与えている。ア

メリカでは、大統領が外国と締結した条約を

承認するか否かについて、上院の３分の２の

賛成が必要である。しかしながら、上院の３

分の２を得ることは、かなり難しく、現実的

には相当高いハードルが設定されているとい

える。そこで、大統領はしばしば行政協定と

いう代替手段を用いてきた。すなわち、連邦

議会が、ある事案に関して外国との協定を結

ぶ権限を法律によって大統領に授権し、それ

に基づいて大統領が協定を締結するという方

法である。これは、実質的に条約と同じ意義

を有するものであるが、そのプロセスに必要

な立法府の賛同は、両院の２分の１で済むわ

けである。

このような方法を用いることにより、押し

寄せる国際化の波に対して、アメリカ政府は

柔軟に対応してきたといえる。しかしながら、

この方法は、実質的に上院の条約承認権限を

無視することになることから、行政協定の合

憲性には疑問が生じる。だが、今のところ、

学説上の争いにとどまっており、連邦最高裁

の判断が下されたことはない。

それどころか、連邦議会は、1974 年に立

法迅速手続(Fast-Track Procesure)を制定し、

より効率的に国際協定の実効化をはかってい

る10。それによると、大統領が国際協定を締

結すると、その実施法案が自動的に連邦議会

で審理され、特定の期日までに委員会および

本会議で審議されることになっている。もっ

とも、この手続は時限立法であり、2007 年

の延長をめぐる議論においては、こうした手

続が立法府の憲法上の権限を減殺していると

いう議論がなされている。

いずれにせよ、この行政協定という手法は、

上院の３分の２を得ることはできないが、両

院の過半数なら賛同が得られるという場合に

有効なものである。だが、現在のように、両

院ともに過半数を対立政党に握られている状

況では、この方法でさえ実行できない可能性

がある。

Ⅳ 時限立法の増加

また、同時多発テロ以降、アメリカでは時

限立法が増加している。その典型例が愛国者

法(PATRIOT Act)や外国諜報活動偵察法

(Foreign Intelligence Surveillance Act)

である。テロ対策という特殊性もあり、迅速

な対応が必要である反面、そのような権限を

いつまでも執行府に認めておくわけにはいか

ない。そこで、いわば妥協案のような形で、

さしあたり時限立法として制定しておき、そ

の間に議論して検討を重ねていくというスタ

ンスが取られているのである。

時限立法にはメリットとデメリットがある11。

メリットとしては、状況に合わせて柔軟な対

応ができることや、仮に法案に瑕疵があって

も自動的に期限がくれば失効することが挙げ

10 Louis Fisher, Treaty Negotiation: A Presidential
Monopoly, 38 PRESIDENTIAL STUD. Q. 144, 153-155

(2003).
11 Jacob E. Gersen, Temporary Legislation, 74 U.

CHI. L. REV. 247 (2007).
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られる。その反面、デメリットとして、法的

安定性に欠けることや、十分審議されずに成

立してしまうことがしばしばあることが挙げ

られる。いずれにせよ、こうした時限立法が

増加しているという状況は、法律の体系的枠

組みが流動化していることを物語っていると

いえ、ある意味、立法の転換期が訪れている

といえる。

もっとも、この時限立法という方法は、現

在のような分割政府の場合には、政権側にと

って有効な手段の１つとなりうる。というの

も、政権にとって必要な法律を、現政権の任

期が終わるまでという期限付きであることを

条件に立法府側に妥協を迫れば、立法府側も

それに応じる可能性があるからである。実際、

アメリカ保護法(Protect America Act)によ

る外国諜報活動偵察法の一部修正はその好例

である。通信傍受をめぐって執行府側と立法

府側は対立していたが、2008 年２月までの

期限付きで、執行府側の通信傍受を拡大する

ことが本法によって認められたからである。

Ⅴ 秘密主義政策に対する立法府の対応

情報をめぐっては、外国諜報活動偵察法の

ような情報収集の問題だけでなく、情報秘匿

の問題もある。G・W・ブッシュ政権は、その

発足時から秘密主義的政権と批判されてきた

が、その傾向は二期目が終わりに近づいた現

在においても変わりがない。それは、情報自

由法に基づき国民が政府に情報開示を請求す

る場面のみならず、立法府の情報開示請求に

対しても同様である。政権発足当初、エネル

ギー問題に対して連邦議会が国政調査権を行

使したが、執行府は情報開示を拒絶した。さ

らに、同時多発テロ以降、そうした傾向がま

すます強まっており、G・W・ブッシュ大統領

はしばしば執行特権(executive privilege)

を行使して、立法府の情報開示請求を拒絶し

てきた。また、テロ対策関係だけでなく、連

邦最高裁判事の任命に関する情報開示請求に

ついても拒絶している。この問題では、2005

年にオコナー(Sandra Day O’Connor)判事の

後継として当初指名されたミアーズ(Harriet

E. Miers)に、立法府側が同氏の政治的見解

に関する情報開示を求めたが、ここでも G・

W・ブッシュ政権は情報開示を拒絶した。こ

のように、アメリカでは、連邦議会が活発に

国政調査権を行使しているにもかかわらず、

執行府側によって拒絶されることがしばしば

散見される。

Ⅵ 最近の立法動向①――議員倫理改革

最後に、最近の立法動向について、議員倫

理改革と食の安全に焦点を当てて考察してお

く。近年、連邦議会では、立法府内に独立し

た倫理調査機関を設けるべきではないかとい

う問題が物議をかもしている。従来、連邦議

会では、上院と下院がそれぞれ独自のやり方

で議員の倫理的問題に対応してきた。上院で

は、1964 年に議員の行為規範に関する特別

委員会を設置し、下院でも 1967 年に議員の

公的行為に関する基準委員会を設けていた。

ところが、2006 年に相次いで、連邦議会議

員の汚職等が発覚したことを１つの契機とし

て、立法府内に独立した倫理調査機関を設け

るべきではないかという議論がでてきたので

ある。

2008 年３月 11 日、下院では、議会倫理局

（Office of Congressional Ethics）を設置

する決議案がだされた12。これは、議員が政

12 梅田久枝「アメリカ連邦議会における政治倫理問

題の論点―議員の政治倫理監督のための独立機関

―」外国の立法 233号 144 頁（2007 年）。
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治倫理に反する行為を行った際に審査を開始

し、その結果を下院倫理委員会に報告すると

いうシステムである。それによると、議会倫

理局は下院の中に独立した機関として設置さ

れ、議員以外の者の中から６人のメンバーを、

議長と少数党院内総務が選出することになっ

ている。議会倫理局は、倫理上の問題を審査

したり、報告したりする権限を有する。ただ

し、その一方で、こうした権限を独立機関に

委ねることは憲法上の立法府の権限の放棄に

ならないかという疑問も提起されている13。

Ⅶ 最近の立法動向②――食の安全

また、市民の健康志向を背景として、食の

安全の問題も重要な立法事項となっている。

とりわけ、肥満に対する世論の関心は大変高

く、肥満を助長させるファーストフード会社

に責任があるのではないかといったような議

論も出始め、一部では訴訟沙汰にもなってい

る14。

食の安全に関しては、1938 年 FDC 法(Food,

Drug, and Cosmetic Act)が食の品質基準を

設定したのが始まりであった15。ところが、

その後、食のスタイルの変化などに応じて、

本法は多くの修正を重ね、さらに本法以外に

も様々な法律が追加された。その結果、現在

では、少なくとも 30 の関連法律が存在し、

それを担当する行政機関も 15 ほど存在する。

このため、会計検査院は、2007 年に現在の

13 Paul Taylor, Independent of the Constitution?:
Issues Raised by an Independent Federal Legislative
Ethics Commission with Independent Enforcement
Authority, 42 U. RICH. L. REV. 543 (2008).
14 Pelman v. McDonald’s Co., 237 F.Supp.2d 512

(S.D.N.Y. 2003).
15 Food Safety: Streamlining Federal Oversight
in a New Era of Challenges: Foreword, 87 CONG.

DIG. 97 (2008).

規制システムを整理して再構成するように勧

告した。

これを受けて、G・W・ブッシュ政権と連邦

議会は、その見直しをはかったのだが、そこ

で、両者は衝突することになる。執行府側は、

食料保護計画を掲げ、既存の機関を基に新た

な政策を実行させるべきであるとした。それ

に対して立法府側は、ＦＤＡなどの行政機関

から規制権限を取り上げ、新たな機関を設置

するべきであると主張した。このため、食の

安全に関する組織改革はなお物議をかもした

状態となっている。

後序

こうしてみると、近年のアメリカの議会事

情は、①2006 年以降の分割政府とそれに付

随する問題、②テロ対策に関連する情報の問

題や時限立法の問題、③その他個別ごとの法

案問題、などを考察することでその全体像を

垣間見ることができる。2008 年の選挙の結

果、仮に民主党が大統領選挙および両院選挙

において勝利すれば、統合政府が誕生するこ

ととなり、テロ対策問題にも見直しが迫られ

ることを考えると、現在はその過渡期にある

といえる。
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アメリカ連邦議会と「ねじれ」の憲法論

―下院議長の役割と議事妨害に関する最近の議論を中心に―

衆議院調査局客員調査員

桐蔭横浜大学法学部専任講師

山 本 龍 彦

はじめに

本巻の主要な目的の一つは、Ｇ８各国の議

会が、いわゆる「ねじれ」現象をいかに評価

し、また対処してきたのかを示唆することに

ある。本稿では、下院議長、両院協議会

（ conference committee ）、 議 事 妨 害

（filibuster）に関する最近の議論動向を踏

まえながら、アメリカ連邦議会における「ね

じれ」について若干の考察を加える。

Ⅰ 「ねじれ」の多義性

１ 執行府と立法府との「ねじれ」

統治機構における「ねじれ」は、「抑制と

均衡」を重視する権力分立原則を前提とする

限り、不可避的な現象でありうる。むしろ近

代的統治システムは、この「ねじれ」ないし

制度的摩擦を積極的・意図的に生成する装置

であるといってもよい。実際、大統領制をと

るアメリカでは、執行府と立法府とが異なる

選挙基盤のうえに成り立つため、度々この両

者間の「ねじれ」を経験してきた。そして、

アメリカには、こうした「ねじれ」を積極的

に評価しようとする傾向すらある。「分割政

府」は、たしかに政治的停滞（deadlock）を

引き起こすことがあるが、国家意思形成過程

における「熟慮（deliberation）」を促進す

ることにもなるというのである。たとえば、

Ｄ・レビンソンとＲ・ピルディスは、分割政

府の下で成立した法律の方が、統合政府の下

で成立した法律よりも質が高く、より民主的

であるとし、仮にその法律の合憲性に疑問が

生じたとしても、裁判所はこの法律に対して

緩やかな審査を加えれば足りるとしている1。

この見解は、民主主義的観点から統治システ

ム上の「ねじれ」を積極的に捉えるものとし

て注目される。

２ 下院と上院との「ねじれ」

周知のように、アメリカ合衆国憲法は二院

制を採用している。よって、近年ではそれほ

ど多くみられないものの、下院と上院が異な

る政党によって支配されることがある（最近

では、第 97 議会～第 99 議会。1981 年～

1987 年）。ただ、アメリカを比較法的検討の

対象としてとりあげる場合、こうした政党間

の 「 ね じ れ 」 だ け で な く 、 連 邦 制

（federalism）に由来する「ねじれ」にも注

目しておく必要がある（上院議員は、州代表

として独特の性格を保持しているからであ

る）。

憲法２条３節は、連邦議会の閉会について、

「大統領は、閉会の時期に関し両院で意見が

一致しないときは、自ら適当と考える時期ま

で休会させることができる」と規定しており、

憲法上、両院の「ねじれ」と、執行府の介入

1 Daryl J. Levinson and Richard H. Pildes,

Separation of Parties, Not Powers, 119 HARV.

L. REV. 2311(2006).
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による打開が予定されているが、「政党」を

知らない憲法起草時の状況からすると、ここ

で前提とされる「ねじれ」は、政党政治に起

因するものとは解されない2。なお、同規定

は、イギリス君主制下で、君主が恣意的に議

会の会期をコントロールしえたことを受けて、

議会の閉会・休会を原則として議会の自律に

委ね、両院の意見が一致しない場合に限って

例外的に大統領の介入を認めたものである

（ただし、過去にこのような意味における大

統領の「解散権」が行使されたことはない）。

３ 上下院の「ねじれ」と両院協議会

アメリカの上下院に、政党間の「ねじれ」

とは異なる摩擦3が存在することは、両院が

同一政党によって支配されている「平常時」

でも頻繁に両院協議会が開かれているという

事実からも看取できる。これは、両院が同一

政党によって支配されている限りは基本的に

議決が一致し、よって両院協議会も開かれな

い日本の場合4とは大きく異なる。アメリカ

において、両院協議会は、①多数党院内総務

の影響から比較的自由で、少数党の参加およ

び発言権が確保されていること、②審議内

容・範囲が制限されていること、③（1970

年代以降）公開性（sunshine rule）が原則

とされていることなどからその信頼が厚く

（上院議事規則 28条参照）、また④両院協議

会の報告書については、それを全体として受

容するか否定するかのいずれかの選択肢しか

2 Adrian Vermeule, The Constitutional Law of
Congressional Procedure, 71 U. CHI. L. REV.

361, 384, 387-88(2004).
3 この摩擦は、連邦制、上院の政治的地位の高さ、

さらには二院制の重要性に対する認識などに由来

するものと思われる。
4 この点に関して、大石眞『議会法』（有斐閣、

2001 年）169 頁参照。

なく、本会議での修正が許されていないこと

から（”all or nothing” rule）、「連邦議

会の第三院（third house of Congress）」と

呼ばれるほどの存在感を誇示している5。

後述するように、2001 年から 2006 年まで

の「共和党革命（Republican Revolution）」6

によって、両院協議会に対する信頼は揺らい

だが、両院の見解の不一致を調整する場とし

て、アメリカで伝統的に両院協議会が重要な

役割を果たしてきたということは否定できな

い7。一院による再可決（権）の有無や、「政

党」の性格の違いもあろうが、日本では両院

協議会が憲法上記載されているにもかかわら

ず（任意開催として 59 条２項、強制開催と

して 60 条２項、61 条）、これまで積極的に

活用されてこなかったということと強いコン

トラストをなしている。

４ 同意人事と「ねじれ」

日本では、国会の同意を必要とする政府関

連人事をめぐる一連の騒動によって、両院の

「ねじれ」が顕在化した。アメリカでは、上

5 両院協議会は、通常、各院議長に任命された 20

名前後の委員によって構成されるが、法案の内容

によってはその数が膨れ上がることがある。たと

えば、第 102 議会の包括的国家エネルギー政策法

（Comprehensive National Energy Policy Act of

1992）の立法時に開かれた両院協議会は、連邦議

会全体の４分の１に当たる 131 人の委員によって

構成された。See Jim Rossi, Lessons from the
Procedural Politics of the “Comprehensive”
National Energy Policy Act of 1992, 19 HARV.

ENVTI. L. REV. 195, 235(1995).
6 2001 年から 2006 年、共和党支配下の下院は、共

和党のイデオロギーを政治的に実現するために、

議会の内部的な規則や手続を大幅に変更したとさ

れる。 See Charles Tiefer, Congress’s
Transformative “ Republican Revolution” in
2001-2006 and the Future of One Party Rule,
23 J. L. & POLITICS 233, 234(2007).

7 ただし、両院協議会の問題性を指摘するものとし

て、Seth Grossman, Tricameral Legislating, 9

N.Y.U. LEGIS. & PUB. POL’Y 251(2006).
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級職公務員は、憲法上大統領が任命し、上院

一院がそれを承認するものとされるから（２

条２節２項）、同意人事について日本の場合

のような問題は起こりえない。ただし、後述

するように、人事をめぐる摩擦は、法案の場

合のように内容上の妥協が困難であるがゆえ

に激化しやすく、上院内少数党による議事妨

害を引き起こすことがある。

Ⅱ 下院議長の役割――ギングリッチの蛮勇

１ 上院議長と下院議長

上院議長は、憲法上、副大統領が務める

（１条３節４項）。これは、①副大統領のプ

レゼンスを維持するために彼（ないし彼女）

に何らかの公的任務を分け与えておくという

意味と、②州代表である上院議員の中から議

長を選出することによる州間の不平等を防ぐ

という意味をもつとされるが、しばしば起草

者の「設計ミス」であったとも指摘される8。

副大統領による上院議長の兼務は、執行府に

対する立法府の自律という観点から重大な問

題を提起するからである。もっとも、憲法は、

上院議長に可否同数の場合を除いて表決権を

与えていないうえ（１条３節４項）、現在で

は、上院議長は上院規則に則った方法でのみ

行為するという「先例（precedent）」が、上

述の「設計ミス」を補完している。

このように、上院議長は、その権限を厳し

く制限されているのに対し、下院議長は、そ

の選出方法からしても（１条２節５項）、ま

さに立法府の代表として、連邦議会の立法過

程に対して一定の影響力を行使しているとさ

れる。

２ ギングリッチの失敗

(1) 帝王キャノン

ただ、何事もやりすぎは禁物である。1903

年から 1911 年まで下院議長を務めた「帝王

（Czar）」Ｊ・キャノン（共和党）は、合衆

国憲法は「多数決主義（majoritarianism）」

を採用しているとの固い信念から、多数党本

位の強引な議事運営を行ったことで広く知ら

れている。キャノンは、①当時議長が有して

いた委員会委員および委員長の任命権を武器

に、委員会を事実上支配し、②規則委員会

（Rules Committee）の委員長を兼務するこ

とで議事日程や手続を操作し9、③党派集団

（caucus）を復活させて下院共和党議員を強

く拘束し、また、④大統領（Ｔ・ルーズベル

ト）と定期的に面会することでホワイトハウ

スとの連携を強化した10。

しかし、「キャノニズム（Cannonism）」と

も呼ばれるこうした手法は、次第に、民主党

議員だけでなく、進歩主義的共和党議員の反

発をも招くようになり、1910 年には規則委

員会の委員長の座を追われ、常任委員会委員

および委員長の任命権も奪われることになっ

た。キャノンは、同年、自らの辞任のための

動議を要求したが、あえなく失敗し、恥辱に

まみれながら残りの数ヶ月をすごしたとされ

ている11。

(2) ギングリッチの「キャノニズム」

多少の例外はあるものの、キャノン以降、

8 Vermeule, supra note 2, at 398-402.
9 1858 年のＪ・オア（民主党）以降、慣習として、

下院議長が規則委員会の委員長を務めるものとさ

れていた。
10 See Margaret Sanregret Shockley, “Cannonizing”
Under Newt Gingrich, 9 STAN. L. & POL’Y REV.

165(1998).
11 Id. at 168.
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下院の権限は、下院議長個人から委員会委員

長等を含む複数のアクターへと分散され、い

わゆる協働型の議会運営が重視されるように

なった。しかし、近年、Ｎ・ギングリッチ

（共和党）の手法が、再び下院議長の役割と

権限に関する議論を呼び起こした。「アメリ

カとの契約」を掲げ、1994 年の中間選挙で

共和党を勝利に導いたギングリッチは、1995

年に下院議長に就任すると、キャノンのよう

な強力なリーダーシップを発揮しはじめたか

らである。

第１に、ギングリッチは、独特のリーダー

シップ論に基づき、委員会の重要ポストを共

和党新人議員に割り当てることで、新人議員

の忠誠心を固めた。さらに、議長諮問団

（Speaker’s Advisory Group, SAG）を設置

し、下院活動全体を統制した。第２に、委員

会制度に手をつけることで、立法過程に対し

ても大きな影響力を行使した。たとえばギン

グリッチは、キャノンと同様、先任者優先制

（seniority system）を軽視し、自らに忠誠

を誓う者にそのポストを与えたり、全委員長

に対して議長への報告書の提出を要求したり、

委員長の任期を６年に制限することで、委員

長の権限を弱め、相対的に自らの影響力を強

化しようとした。また、共和党のみで占める

タスク・フォースを設置し、委員会過程をバ

イパスしようともした。第３に、ギングリッ

チは、下院議長を、単に議院の運営をつかさ

どる者としてではなく、新しいアメリカのた

めの「運動論的指導者（movement leader）」

と位置付け、大統領とほぼ同格の立場まで高

めようとした。第４に、メディアを積極的に

利用した。たとえば、ギングリッチは、1980

年代前半から下院活動をテレビ放送していた

C-SPAN を戦略的に利用したり、大学に「アメ

リ カ 文 明 の 再 興 （ Renewing American

Civilization）」と題する講座を設置し、教鞭を

とった12。

ただ、ギングリッチによる「戦闘的なスタ

イル」13は、キャノンの場合と同様、長続き

はしなかった。上述の大学講座設置が職務行

為規範委員会の調査対象となり、歴史上はじ

めて下院が下院議長の懲戒を行ったことなど

も手伝って、ギングリッチは、第 105 議会で

は急速にその指導力を失い、強硬路線から協

働路線へと自らの態度を変更したのである。

実際、1996 年 11 月 16 日には、少数党院内

総務であったＲ・ゲップハートとともに新人

議員のための朝食会を催し、下院指導者の懐

柔路線について検討している。その後、ギン

グリッチは、1998 年選挙での共和党の議席

減の責任をとり、議長職を辞した。

３ 失敗は成功のもと？――ハスタートとペ

ローシ

先述のように、憲法は上院議長と同様の制

約を下院議長に対して課していない14。また、

憲法は議院の自律権として議院規則制定権を

各院に認めていることからすると（１条５節

２項）、下院議長の権限が強大化するリスク

は常に存在しているといえる（とくに、選挙

で支配政党が逆転したり、一党が地滑り的に

勝利した後は、このリスクは増大する）。し

かし、キャノンやギングリッチの経験から学

ぶべきは、たとえ憲法（典）上、下院議長は

比較的自由な議院運営をなしえるとしても、

実際にはそうすべきではない、ということで

ある。ギングリッチの後任であるＤ・ハスタ

ート（共和党）は、事実、この教訓を活かし

12 Id. at 172.
13 廣瀬淳子『アメリカ連邦議会』（公人社、2004

年）173 頁。
14 ただし、伝統的には、下院議長は審議には加わら

ず、可否同数の場合を除いて投票しない。
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て「コンセンサス形成型」あるいは「協働

型」の議院運営を行ったし15、民主党が勝利

した 2006 年中間選挙後に就任した初の女性

下院議長、Ｎ・ペローシ（民主党）も、同様

のアプローチをとっていると指摘される16。

このように、憲法習律的なルールとして、

集権型議長に対する分権型議長の優位性を語

りうるとしても、議長のリーダーシップがあ

まねく否定されるわけではない。Ｓ・レイバ

ーン（民主党）17が未だアメリカ人の尊敬を

集めているように、下院議長が、非党派的立

場から一定のリーダーシップを発揮すべき場

面もあるであろう。その一場面が両院の「ね

じれ」状況であることは言うまでもない。

Ⅲ 議事妨害――同意人事をめぐって

１ 問題の所在

近年、日本の国会で日銀総裁人事について

混乱が生じたのと同様、アメリカでも、ブッ

シュ大統領が任命した連邦最高裁判所裁判官

15 廣瀬・前掲注（13）172 頁。
16 ペローシは、就任挨拶で次のように述べた。「私

は、パーチザンシップ[党派主義]ではなく、パー

トナーシップ[協調主義]の精神をもって、この小

槌を手にとります。そして、アメリカの人々のた

めに、あなた方と共に働けることを期待してやみ

ません。わたしたちは、たしかにこの下院で異な

る政党に所属していますが、しかし、一つの国の

ために奉仕しているのです」。たとえば、実際にペ

ローシは、近年の共和党支配下の下院で一般化し

ていた閉鎖型の議事進行規則（少数党による代替

案提出を妨げる手続）をできる限り排除して、

1970 年代まで一般的であった開放型を原則とする

と述べている。Tiefer, supra note 6, at 280.

なお、ペローシ自身は、サンフランシスコ選出で

あることからも容易に想像できるように、リベラ

ルな政治的見解を有している（過去、中絶、国旗

焼却行為に対する規制、銃規制、環境問題等につ

いてリベラルな立場をとってきた）。
17 レイバーンは、歴史上最も影響力をもった下院議

長とされる。また、歴史上最も長くその職を務め

た議長でもある（1940-47、1949-53、1955-61）。

の上院での同意をめぐって、議院運営に関す

る根源的な問題が提起された。歴史上、同意

人事は、少数党の議事妨害によって度々妨げ

られてきたのであるが、共和党支配下の上院

は、ロバーツ首席裁判官とアリート裁判官の

同意に際して、議事妨害を打ち切る（以下、

これを「討論終結（cloture）」と呼ぶ）ため

の要件を緩和することで、少数党による議事

妨害をシャットアウトしようと試みたからで

ある18。これを受けて、学界では、「議事妨

害」の憲法上の位置付けについて活発な論争

が展開された。

２ 議事妨害の歴史

議事妨害の歴史は、連邦議会の歴史ととも

にある。記録に残る最初の議事妨害は、第１

回目の連邦議会の開催場所に関して行われた

ものであるからである19。「海賊行為」を語

源にもつこの「議事妨害（filibuster）」は、

1806 年から 1917 年の間は、上院の慣習とし

て比較的寛容な態度をもって受け容れられて

きた。しかし、1917 年、11 人の上院議員が、

Ｔ・ウィルソン大統領がドイツ潜水艦による

攻撃に対してアメリカ商船の武装を要求した

ことに対して執拗な議事妨害を行ったために、

上院議員の３分の２の賛成によって討論を打

ち切ることができるとする上院規則（22

条）が制定された。さらに、1985 年、同規

則が改正され、５分の３の賛成（具体的には

18 アメリカでは、このような強硬的な討論打ち切り

を「核の選択（nuclear option）」とも呼んでいる。

See Tiefer, supra note 6, at 236.
19 1790 年、ヴァージニアとサウス・カロライナの上

院議員が、フィラデラルフィアで行われる最初の

連邦議会の場所について異議を唱えた。Michael J.

Gerhardt, The Constitutionality of the Filibuster,
21 CONST. COMMENTARY 445, 451(2004).
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60 票）による討論終結が可能となった20。

このように、最近では少数党による議事妨

害に一定の制限が加わっている。しかし、重

要なのは、議事妨害の歴史は古く、「共和国

成立以来絶えず使用されてきたという事実」

であり21、議事妨害が制限されうるとしても、

それには特別多数の賛成が必要であるという

ことであろう。

３ 議事妨害違憲説

以上のような捉え方に対して、最近、そも

そも少数党による議事妨害は憲法違反であり、

それを手厚く保護する上院規則 22 条は違憲

なのではないか、という見解が提示されてい

る。その理由は以下のとおりである。①合衆

国憲法があえて特別多数決を要求する７場面

の中に、議事妨害の阻止は含まれていない。

したがって、憲法起草者は議事妨害を憲法的

保護に値するものとは考えていない。②とり

わけ同意人事に関する議事妨害は、議会内少

数派が、大統領の任命権を遅らせることを認

めるものである。これは、大統領の任命権を

侵害する。③議事妨害は、上院が、「[同意案

件に対する]助言と承認」といった制度的義

務を果たすことを妨げる。④議事妨害は、最

終表決を行う議会内多数派の権利を妨げる22。

2005 年、多数党院内総務であったＷ・フ

リスト（共和党）は、このような議論に基づ

20 1917 年から 2000 年までの間に、上院規則 22条に

基づき、545 回の討論終結動議がなされ、実際に

193 回の討論終結がなされている。Id. at 451.
21 John O. McGinnis and Michael B. Rappaport, The
Constitutionality of Legislative Supermajority
Requirement, 105 YALE L. J. 483, 497(1995).

22 See Martin B. Gold and Dimple Gupta, The
Constitutional Option to Change Senate Rules
and Procedure: Majoritarian Means to Overcome
the Filibuster, 28 HARV. J. L. & PUB. POL’Y

205(2004).

き、裁判官人事への同意に際して、単純多数

決による討論終結も憲法上許容されるとの見

解を表明したのである。

４ 違憲説に対する批判

しかし、こうした見解に対しては、有力な

批判も存在している。

第１に、議事妨害違憲説は、多数決主義

（majoritarianism）が確固たる憲法原理で

あるという結論を先取りしているが、憲法起

草者たちが多数決主義を変更不能な原理とし

て信奉していたとはいえない、という批判で

ある。この点について、かつて連邦最高裁の

バーガー首席裁判官も、全員一致の法廷意見

のなかで以下のように述べていた。「たしか

に、厳格な多数決主義からの逸脱は、少数派

に不釣合いな権限を与えることになる。しか

し、憲法典の中にも、われわれの歴史の中に

も、われわれの判例の中にも、多数派がすべ

ての問題に対して常に支配するということを

要求する言葉は見つからないのである」、と23。

実際、連邦議会は、委員会の構成や全員一致

要求など、場面に応じて反多数決主義

（anti-majoritarianism）を採用してきた。

第２に、憲法上、任命
．．

権は大統領が有して

いるとしても、同意
．．

権はあくまでも上院に帰

属するものであるから、同意をめぐる上院で

の議事妨害が、大統領の任命権を侵害してい

るとまではいえない、という批判がある。

第３に、議事妨害は、大統領および上院が、

「共通の着地点（common ground）」を見つけ

ようとする努力を促進することに連なる、と

いう、より積極的な主張がある24。とくに、

独立した政府機関に関する任命についていえ

23 Gordon v. Lance, 403 U.S. 1, 6(1971).
24 Gerhardt, supra note 19, at 18, 483.
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ば、議事妨害は、そのときの多数党が、独立

機関人事の任命を通してその勢力を政治的に

温存しようという企みをチェックする重要な

ツールともなる。

第４に、一貫性・安定性・予測可能性・信

頼性を有する議会内の慣行は、ある種の憲法

習律として「憲法化」するものと解されると

ころ、議事妨害はすでにこのような「憲法」

的地位を獲得しているのではないか、という

主張がある25。この場合、各院の規則制定権

をもってしても、議事妨害を禁止することは

できない。さらに、この見解は、「[憲法]１

条５節は、各院に自らの手続規則を制定する

無制限の権限を与えたものではない」とし、

どちらの院も、「その規則によって、憲法上

の制約を無視すること、基本的権利を侵害す

ることはできない」と明言した連邦最高裁判

決によっても補強される26。この判決の示す

ところによれば、各院は、少数党の表現の自

由、デュー・プロセス、平等保護上の制約か

ら、議事妨害を憲法上尊重すべきということ

になる。

５ 憲法論の必要性

以上述べてきたように、アメリカでは、最

近、裁判官同意人事をめぐって議事妨害の憲

法的位置付けを問う議論が活発になされてい

る27。これは、従来、議事妨害といった議会

内手続や慣行が憲法レベル
．．．．．

で
．
十分に議論され

てこなかったという事実を踏まえると、画期

的な現象であるように思える。

25 Id. at 449.
26 United States v. Ballin, 144 U.S. 1, 5(1892).
27 See e.g., Catherin Fisk and Erwin Chemerinsky,

The Filibuster, 49 STAN. L. REV. 181(1997); Jed

Rubenfeld, Rights of Passage: Majority Rule in
Congress, 46 DUKE L. J. 73, 87-89(1996).

もちろん、かかる議論は、同意人事をめ

ぐる日本の「ねじれ」論議と直接関連するわ

けではない。しかし、一院の少数党が他の院

の多数党であることを意味する「ねじれ」は、

少数党に対してある種の自信と民主的正統性

を与え、「平常時」にも増して議事妨害を誘

発する可能性がある。そうなると、アメリカ

のような議事手続に関する「憲法論」がまっ

たく不要であるとはいえないであろう。

おわりに

アメリカにおいて、「ねじれ」を、統治シ

ステムの「危機」というより「好機」と捉え

る見解が存在しているように、統治部門が異

なる政党によって支配されるという状況は、

常に消極面のみを有しているわけではない。

とくに、近年、「民主主義」の標準的見解に

なりつつある「討議民主主義（deliberative

democracy）」の立場からすれば、「ねじれ」

は熟慮や討議を生み出す原動力ともなる。ア

メリカ連邦議会における両院協議会、下院議

長の役割、議事妨害などの検討を通じて示唆

されたように、アメリカでは、一党支配的な

議院運営を許さず、むしろその中に政党間の

「摩擦」――良性の「ねじれ」――を積極的

に生み出そうというアプローチが憲法レベル

で議論されている。

衆参の「ねじれ」は、日本の国会が、55

年体制の呪縛を真の意味で克服し、成熟した

議会政治にむけてより一層進化していけるか

どうかの試金石として理解すべきである。
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「独自の」議会――欧州議会の現状と課題

慶應義塾大学大学院法学研究科政治学専攻

福 井 英 次 郎

はじめに

2008 年に洞爺湖で開催されたサミットは、

主要８カ国首脳会議（Ｇ８）と呼ばれるよう

に、米国、英国、フランス、ドイツ、イタリ

ア、カナダ、ロシア、そして日本の主要８カ

国の首脳が参加している。実際には、ＥＵ

（欧州連合： European Union）の代表とし

て欧州委員会委員長も参加しているため、出

席する首脳数でいうならば、Ｇ９と称する必

要がある。しかし一般には、そのように呼ば

れることはないし、後述するようにＥＵの異

質性を考えると、Ｇ８と称するのが適当であ

ろう。このように、Ｇ８の中でも異質な存在

といえるＥＵであるが、そのＥＵの議会組織

である欧州議会もまた、Ｇ８参加国の議会と

は異質であり、一般にはなじみの薄い組織で

あると思われる。そのため本稿では、第一に、

ＥＵそのものに焦点をあて、その独自性を明

確にする。第二に、ＥＵにおける欧州議会の

役割について説明する。ここではＥＵの複雑

な構造を確認した上で、立法手続における欧

州議会の役割を示す。さらにＥＵにおけるチ

ェック・アンド・バランスの観点から欧州議

会と欧州委員会・閣僚理事会の関係を分析す

る。その後に欧州議会の課題に触れる。第三

に、分割政府や議会における「ねじれ」とい

う視点からＥＵおよび欧州議会を検討する。

第四に、欧州議会の情報公開について詳述す

る。なお 1992 年以前にはＥＵではなく、Ｅ

Ｃ（欧州共同体： European Communities）

という表現を使うべきであるが、特に混乱が

生じないと思われる場合にはＥＵを使用する。

また本稿執筆時点（2008 年７月末日）では、

リスボン条約の批准に関しては明確に述べる

ことはできない状況である。そのため現行の

ニース条約までに焦点をあてるが、将来的な

制度改革の議論など、一部ではリスボン条約

について言及することにする1。

Ⅰ ＥＵの独自性

ＥＵに関しては、実務家・研究者・市民の

誰にとっても難解である２つの質問がある。

その質問とは、第一に「ＥＵとは何か」であ

り、第二に「ＥＵはどこに向かっているの

か」である。第一の質問は現状についてであ

り、第二の質問はその方向性（将来）につい

てである。先に結論を述べると、ＥＵの現状

の位置付けとその将来の方向性の両方に関し

て、明確なコンセンサスがないのである。こ

れはＥＵに対する評価の多様性を生むことに

1 リスボン条約は予定では 2009 年初頭に発効する

ことが予定されていた。しかしアイルランドで

2008 年 6 月 12 日に実施されたリスボン条約に関す

る国民投票で、反対が多数を占めることになった

（賛成 46.6%、反対 53.1%）。ただこの結果は、ア

イルランド国民が EU に対して不支持であることを

意味しない。国民投票の直後の 6 月 13-15 日に実

施されたユーロバロメーター調査（電話による世

論調査）によると、反対票を投じた投票者の 80%が、

アイルランドが EU 加盟国であることを支持すると

答えたという。

否決という結果を受けて開催された欧州理事会

（6 月 19-20 日、ブリュッセル）では、リスボン条

約の批准プロセスを継続することを確認した。そ

して、2008 年 10 月 15 日に予定されている欧州理

事会でリスボン条約の問題を再度検討することに

合意した。このようにリスボン条約は、2008 年 7

月時点では霧散してしまったわけではないが、今

後の動向については 2008 年 10 月の会合の結論を

待つ必要がある。
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なる。そして、ＥＵの議会である欧州議会に

対する評価は、ＥＵに対する視角に深く関係

するため、欧州議会の評価も多様性を持つこ

とになる。

１ ＥＵとは何か？

それでは第一の質問である「ＥＵとは何

か」について見ていこう。この質問には、大

きく分けると、「国際機構」、「連邦国家」、

「sui generis（独自の政体）」という３つの

解答がある。

まず最初の解答のように、ＥＵ（ＥＣ）を

単なる国際機構と見なすのは、1980 年代ま

では珍しくなかったが、2000 年以降では少

数派となりつつある。この立場は、ＥＵはあ

くまで加盟国間の交渉の場であり、ＥＵの中

心的役割を担うのは加盟国政府であると見な

す。そしてＥＵは他の国際機構とそれほど変

わらないという結論が導き出されることにな

る。確かに、加盟各国の役割は重要である。

例えば、ＥＵの政策決定過程では、加盟各国

の関係閣僚から構成される閣僚理事会が大き

な役割を担っているし、またＥＵ全体の指針

は加盟各国首脳の会合である欧州理事会で決

定される。しかし、ＥＵを単なる国際機構と

見なすことはできない。なぜならば現存する

どの国際機構よりもＥＵは極端に主権が委譲

されているからである。実際に、ＷＴＯを念

頭に置けばわかりやすいように、通商分野な

どでは、ＥＵは国家と同等の存在として国際

交渉の場に登場している。このように、現在

のＥＵを単なる国際機構と見なすのは難しい

といえる。

次に、ＥＵを連邦国家と見なすのは、今現

在では難しい。実際に、ＥＵの外交・安全保

障政策は、加盟国の政府間協力にとどまって

おり、権限の委譲を伴う統合はなされていな

い。また閣僚理事会の権限を考えると、加盟

国政府の重要性も明らかである。ただしこの

解答を選ぶのは、現在のＥＵが連邦国家であ

るというよりも、連邦国家に向けて進んでい

るという認識に立ち、現状を分析する場合が

多い。この将来性については次に述べる。

最後に、ＥＵを「sui generis（独自の政

体）」と見なすのは、1990 年代以降では研究

者の間では中心的な視角であり、筆者もこの

立場である。‘sui generis’は、一定の訳語

はなく、「独自の政体」「独特の政体」「前例

なき前代未聞の政体」「特殊な政体」などと

訳されているが、その意味するところは、こ

れまで存在したことがないため比較のしよう

がない独自の政体ということになる。この立

場は、ＥＵを他の政体と比較して論じること

の限界を認め、ＥＵを一般化するのではなく、

むしろＥＵの独自性に焦点を当てようという

ものである。「ＥＵが何であるのか」という

ＥＵの現状に対する解答に限った場合、国際

機構であれ連邦国家であれ多くの批判にさら

されることを考慮すると、‘sui generis’は

最も妥当であると思われる。ただしこの見方

にも難問が待ち構えている。なぜならばこの

視角が妥当といっても、それは議論の始まり

に過ぎないからである。つまり、「ＥＵを

‘sui generis’と見なす」からといって、

それは「ＥＵの説明は簡単ではない」と述べ

ているだけだからである。そのため、ＥＵの

独自性について、既存の視角ではなく新たな

分析枠組みを用意しなければならないことに

なる。この分析枠組みは、現在、数多く提示

されており、どの枠組みもＥＵの一部の政

策・一部の断面を説明することはできる。し

かし、ＥＵ全体を１つの包括的な視角で説明

できる枠組みは、現在のところいまだ存在し

ていない。
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２ ＥＵはどこに向かっているのか？

第二の質問である「ＥＵはどこに向かって

いるのか」について見ていく。この質問に対

する解答も、大きく分けると、先ほどと同じ

ような分類が可能である。つまり「国際機

構」、「連邦国家」、そして最後は「未定」と

いう３つの解答がある。

最初の解答に賛同する場合には、ＥＵは今

後も現状の形態を維持すると見なすことにな

るだろう。この立場は、ＥＵは単なる国際機

構であり、ＥＵ加盟各国は国益の最大化のた

めに協力しているだけであるとして、あくま

での政府間協力こそがＥＵの中核であると見

なすのである。この立場が見逃しているのは

―確かに当初は政府間協力の結果として誕

生したであろう欧州レベルでの官僚（ユーロ

クラット）の諸活動であるが―最近の研究

で指摘されているように、欧州レベルでの政

策形成のため、ユーロクラット間の繋がりに

加えて、彼らと加盟国政府官僚の間で国境を

越えた欧州レベルでのネットワークが形成さ

れつつある、という事実である。これはＥＵ

が単なる加盟国間の交渉の場を越えた存在に

なりつつあることを示している。実際に、Ｅ

Ｕは政策形成の場そのものに転化しつつある

のである。このような分析に従えば、ＥＵが

将来も単なる国際機構にとどまるというのは、

単純過ぎる見方であるといえるだろう。

次に、ＥＵの将来を連邦国家と見なす立場

である。これは欧州統合を連邦国家形成にい

たる過程と見なす連邦主義（federalism）と

いう立場であり、欧州統合が開始された

1950 年代より続く見方である。確かに、連

邦主義は当初は説得力を持つ見方の１つだっ

たかもしれない。しかし、加盟国政府による

欧州統合への反発の結果、統合が停滞したと

いう歴史的事実の前に、説得力を失っていっ

た。現在では、欧州統合の将来を単純に連邦

国家であると述べるのは少数派であるといえ

る。また昨今の市民意識調査に見られる欧州

統合そのものに対する反発を考えると、既存

の国民国家を超えた連邦国家を前提に統合を

進めること自体、現実性を失っているといえ

よう。

それでは、ＥＵはどこに向かっているのだ

ろうか。まず確認すべきは、ＥＵの最終形態

（フランス語で finalité、英語で finality）

についての公式な声明はこれまで全く発表さ

れていないということである。加えて、実務

家・研究者・ＥＵの市民の間でもＥＵの将来

に関してコンセンサスはない。そのために、

ＥＵの将来に関する議論は多岐に及んでおり、

実務家・研究者・ＥＵの市民のどの立場であ

っても自由に議論できるという状況となって

いる。逆にいうと、どのような立場であって

も、ＥＵに対して強硬に反対するのが難しい

状況である。考えてみると、欧州統合の歴史

は、崇高な理想を掲げてそれに向かって猪突

猛進するのではなく、現実的に問題に対処し

ていくという漸近主義が中心であった。これ

までも最終形態を明確に示そうとすると、加

盟各国のコンセンサスが取れず、結果的に統

合は進まなかった。例えば欧州憲法条約とそ

の挫折では、ＥＵの将来の枠組みを決める印

象を与える「憲法」という要素を入れたこと

で、統合の原動力となるのではなく、ＥＵの

市民に警戒感を生じさせ、統合にブレーキが

かかったのである。対照的に、現実の問題の

解決を積み重ねて、統合できる部分から進め

ていくというスタイルをとることで、結果と

して、欧州統合が進んでいくことも多かった

のである。このように、ＥＵの最終形態は未

だ定まっていないというのが、最もコンセン

サスを得ているといえる。

以上のように、ＥＵの現状は「独自の政
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体」であり、将来・最終形態は「未定」であ

るというのが最も説得力があるだろう。しか

しこの立場は、分析枠組みを提示するのでは

なく、あくまで現状を説明するに過ぎないと

いうことも指摘しておく。

Ⅱ ＥＵにおける欧州議会の役割

ここでは、ＥＵにおける欧州議会の役割に

ついて説明する。まず前提となるＥＵの構造

について説明し、続いてＥＵの立法における

欧州議会の役割を説明する。その後に欧州議

会とその他の組織との関係を説明する。最後

に欧州議会の課題を提示する。

１ ＥＵの構造

ＥＵはＥＵ条約により成立している。ＥＵ

条約はマーストリヒト条約（1993 年発効）

として締結された後に、アムステルダム条約

（1999 年発効）およびニース条約（2003 年

発効）により改正されている。2008 年６月

12 日にアイルランドの国民投票で否決され

たリスボン条約はニース条約を改正するもの

であった。基本的にＥＵ条約の改正は以下の

ようなプロセスとなる。まずＩＧＣ（政府間

会議： Intergovermental Conference）が開

催され、ＥＵ加盟各国の議論を通じて草案に

修正が加えられ、全加盟国が賛同して初めて

条約案となる。次にその条約案が全加盟国で

批准された後に発効する。批准方法は加盟国

ごとに異なっており、国民投票を実施する加

盟国もあれば議会批准の加盟国もある。

ＥＵ条約は、大きく分けると、ＥＣ条約の

部分とそれ以外に分けることができる。ＥＣ

条約はローマ条約とも呼ばれ、欧州石炭鉄鋼

共同体・欧州共同体・欧州原子力共同体にそ

の始原を持ち、単一欧州議定書（1987 年発

効）、マーストリヒト条約、アムステルダム

条約およびニース条約による改正を経ている。

ＥＣ条約はＥＵの中核を占めるＥＣ（欧州共

同体： European Communites）を構成する。

この条約が定めるのは域内市場などを含め、

ほぼ全ての政策に及ぶ。ＥＣの領域では、Ｅ

Ｃ法は加盟国の国内法に優越する。そのため

ＥＣ分野の統治構造は超国家的側面を持って

いると言える。

一方、ＥＵ条約には、ＥＣ条約の規定以外に、

ＣＦＳＰ（共通外交・安全保障政策： Common

Foreign and Security Policy）とＰＪＣＣ

（警察・刑事司法協力： Police and Judical

Cooperation in Criminal Matters）に関する

規定が含まれている。ＣＦＳＰとＰＪＣＣは

政府間協力の分野であり、一般的な国際機関

における政府間の協力と同じ位置付けである。

また、加盟国政府の政策協力にとどまってお

り、権限の委譲などはなされない。なおＥＣ

分野、ＣＦＳＰ分野、ＰＪＣＣ分野を、それ

ぞれ、ＥＵの第一の柱（first pillar）、第

二の柱（second pillar）、第三の柱（third

pillar）と呼ぶ（図１を参照）。リスボン条

約では、ＰＪＣＣも第一の柱となり、実質的

にはＥＣとＣＦＳＰの二本の柱構造となる予

定である2。欧州議会は、ＣＦＳＰおよびＰ

ＪＣＣの分野では、定期的な報告を受けるな

どにとどまり、立法手続に積極的に関わるこ

とのできる権限を保持していない。そこで、

本稿の立法手続に関する説明では、ＥＣ分野

に限定することにする。

2 なおリスボン条約では、EC 条約は「EU の機能に

関する条約（EU 機能条約）」と改称される。これに

伴い、現在の EC は EU と呼ばれることになる。
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図１ 現在のＥＵの構造

２ ＥＣ分野の立法手続における欧州議会の

役割

ここではＥＣ分野の立法手続における欧州

議会の役割を説明する。なお立法手続に関し

ては、欧州委員会と閣僚理事会が重要な役割

を担っているので両組織について簡単に説明

する。欧州委員会（European Commission）

は、欧州委員会委員長（現在はジョゼ・マヌ

エル・バローゾ）を頂点としており、ＥＵ加

盟国から１名ずつ選ばれた合計 27 名の欧州

委員会委員が各政策分野を担当している。欧

州委員会委員は、出身国の政府や各団体から

政治的に独立することが求められている。閣

僚理事会はＥＵ理事会とも呼ばれ、加盟各国

の関係閣僚が参加し、国益を調整する場とな

る。例えば経済・財政理事会や、農業・漁業

理事会など、政策分野ごとに閣僚理事会があ

り、関係する加盟国閣僚が参加している。

ＥＣ分野の立法手続は非常に複雑であるが、

基本は欧州委員会の提案と閣僚理事会の決定

であり、欧州議会は中心的役割を担っていな

い（図２参照）。なお欧州議会が関与する場

合には、「勧告的意見」「同意」「共同決定」

の３種類がある（共同決定は図３を参照）。

図２ ＥＣ分野における立法 3

3
庄司克宏（2003）『EU 法―基礎篇』（岩波書店）、53 頁をもとに筆者作成。

第一の柱：欧州共同体

EC：European Communities

第二の柱：共通外交・安全保障政策

CFSP：Common Foreign and Security Policy

第三の柱：警察・刑事司法協力

PJCC：Police and Judical Cooperation in

Criminal Matters

欧
州
理
事
会

欧州委員会 閣僚理事会

欧州議会

<提案権>

提案

<決定>

意見/修正提案/拒否権
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図３ 共同決定手続 4

4
庄司克宏（2003）『EU 法―基礎篇』（岩波書店）、57 頁をもとに筆者作成。

リスボン条約では、欧州議会は現在のＥＣ

分野の立法に関わる権限が強くなる予定であ

った。リスボン条約では、現在の「共同決定

手続」が「通常立法手続」となるためである。

欧州議会は、閣僚理事会とほぼ同等の権限を

有することになる。ＥＵレベルでは、（正確

には現在のＥＣ分野）では、ＥＵの市民によ

って直接選ばれた欧州議会議員が、加盟国政

府の閣僚とともに、政策決定に関わるように

なることが予定されていた。

３ ＥＵのチェック・アンド・バランス

国民国家においては、一般に、立法・行

政・司法がチェック・アンド・バランスの関

係となる。ＥＵでも司法として欧州司法裁判

所（European Court of Justice）が存在し、

司法審査を行う。しかしＥＵでは、それ以外

の３つの組織でもチェック・アンド・バラン

スの関係がある。ここでは欧州議会、欧州委

員会、閣僚理事会（首脳理事会）がどのよう

な関係であるかについて説明する。

まず人事に関して、閣僚理事会（首脳理事

会）は欧州議会の承認を受けて欧州委員会委

員を任命する。任命後は欧州委員会委員には

独立性が保証される。予算に関しては、閣僚

理事会と欧州議会は予算の権限を共有する。

義務的支出（条約・法律で定められた支出）

は閣僚理事会、非義務的支出（条約・法律で

定められていない支出）は欧州議会が最終的

な決定権を有している。欧州委員会は予算を

執行し、欧州議会が決算を承認する。欧州議

会の民主的統制は基本的に欧州委員会に向け

られており、欧州委員会の総辞職動議、質疑、

調査などを実施できる。欧州議会は閣僚理事

会に対して勧告および質疑を行うことはでき

る（図４参照）。

欧州委員会 閣僚理事会

欧州議会

提案

共
同
決
定

提案
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図４ ＥＵにおけるチェック・アンド・バランス 5

5
庄司克宏（2003）『EU 法―基礎篇』（岩波書店）、26 頁をもとに筆者作成。

6
欧州議会がまとめた 2004 年 6 月に実施された欧州議会選挙の結果をもとに、筆者が作成した。

<http://www.europarl.europa.eu/elections2004/ep-election/sites/en/results1306/turnout_ep/index.html>

(accessed on 20/July/2008).

４ 欧州議会の課題

これまで見てきたように、欧州議会はＥＵ

の立法過程の中で、提案権がなく、政策決定

の中心的役割を担ってもいない。予算に関し

ては一定程度の権限を保持しているものの、

欧州委員会に対して民主的統制ができるだけ

であり、議会の多数派を欧州委員会に送り込

むという制度でもない。また閣僚理事会とい

った政府代表が集まる会議に対しては、ほと

んど統制が働かない状況にある。このように、

欧州議会は、いわゆる議会と聞いて思い浮か

べる権限・機能は希薄であるといえる。

加盟国名 投票率（%） 備考 加盟国名 投票率（%）

ベルギー 90.8 義務投票 ラトヴィア 41.3

ルクセンブルク 90.0 義務投票 フィンランド 39.4

マルタ 82.4 オランダ 39.3

イタリア 73.1 英国 38.9

キプロス 71.2 義務投票 ポルトガル 38.6

ギリシャ 63.4 義務投票 ハンガリー 38.5

アイルランド 59.7 スウェーデン 37.8

リトアニア 48.4 チェコ 28.3

デンマーク 47.9 スロヴェニア 28.3

スペイン 45.1 エストニア 26.8

ドイツ 43.0 ポーランド 20.9

フランス 42.8 スロヴァキア 17.0

オーストリア 42.4

欧州委員会 閣僚理事会

（首脳理事会）

欧州議会

政策・予算執行

任命権

民主的統制（総辞職動議等、

任命承認権、決算承認）

予算権限（非義務的支出）、

（勧告・質疑）

予算権限

（義務的支出）

独立性

表１ 2004 年６月の欧州議会選挙の投票率 6
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欧州議会の役割を評価するとき、Ｇ８参加

国の議会と比べると、保持している権限の不

足が目立つ。しかし前述したように、ＥＵは

「独自の政体」であり将来も「未定」である

と考えると、そのような各国議会との比較の

視点は適切ではないだろう。そこで、現在の

状況を念頭に置いて、欧州議会の課題を２点、

述べることにする。第一に、欧州議会と閣僚

理事会の間のバランスをどうするのかという

ことである。リスボン条約では、共同決定手

続が中心となるので、法案の決定に関しては

欧州議会は閣僚理事会とほぼ同等の権限を有

することになる。ＥＵ市民の直接選挙で選出

されている欧州議会と加盟国政府の代表から

構成される閣僚理事会の関係は、どちらも正

統性をもっているために解答は容易ではない。

これは今後ともＥＵ政治の議論の中核であり

続けるだろう。第二に、欧州議会そのものに

ついては、投票率の低さの改善が指摘できる。

欧州議会の選挙は、統一の選挙制度がないこ

とや、加盟各国ごとに選挙をしているため選

挙活動が国境を越えることができず、欧州レ

ベルでの政党化が促されないことなど、問題

が山積みである。それらが非常に重要である

ことを認めつつ、その第一歩として、欧州議

会選挙の投票率を指摘する必要があるように

思われる。表 1にあるように、前回の欧州議

会選挙（2004 年６月 10-13 日）の国別の投

票率は、広範囲に分布している。極端に投票

率が低い加盟国は新規加盟国が多いが、欧州

議会の権限などがきちんと市民に伝わってい

ない可能性も高い。そのため欧州議会の意義

を明確に伝えていく努力が必要である。

Ⅲ 分割政府・「ねじれ」という視点からの

ＥＵ・欧州議会

日本では現在、衆議院の多数派である自由

民主党・公明党が参議院では少数派となる

「ねじれ」が生じている。また米国など大統

領制を採用する国家では、しばしば大統領と

議会多数派が異なる政党となり、分割政府と

呼ばれる状況になる。「ねじれ」や分割政府

になった場合、対立が激しくなりすぎると、

権力闘争には直接的には関係しないような通

常の業務などに支障が出ることもある。この

ように、｢ねじれ｣や分割政府は議会制度研究

の重要なテーマとなっている。ＥＵの現状の

制度では、Ｇ８参加国と同様には、分割政府

について議論することはできない。ただ、リ

スボン条約が発効したとすると、ＥＵを分割

政府や「ねじれ」という観点を用いて分析す

ることは有益であろう。なぜなら図３の共同

決定手続が通常立法手続となるからである。

この場合、閣僚理事会と欧州議会はほとんど

同じ権限を持つにもかかわらず、代表してい

るものが異なるため、潜在的に対立する可能

性があるといえる。ここでは、特に欧州議会

と閣僚理事会の関係について見ていくことに

する。

ところで、「Ⅱ－３」で述べたように、閣

僚理事会と欧州議会は実質的なチェック・ア

ンド・バランスの関係がない。これは欧州議

会が基本的には閣僚理事会ではなく、欧州委

員会を監督する機関として見なされてきたこ

とに起因する。欧州議会は、1952 年に設立

された欧州石炭鉄鋼共同体の「総会（Common

Assembly）」が母体である。1958 年のローマ

条約の発効で、欧州経済共同体と欧州原子力

共同体が設立されたときに、総会は欧州石炭
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鉄鋼共同体を含めた三共同体の共通の機関と

なった 7。このように欧州議会とその前身で

ある総会は、欧州委員会の監督・統制のため

の組織であったのである。

さて、共同決定手続では、閣僚理事会と欧

州議会はほぼ同等の権限をもち、共同で決定

することになっている。両者が対立した場合

には、最終的に調停委員会が開かれ、そこで

も妥協が図られなかった場合、提案は不採択

となる。このとき、それが非常に重要な提案

で何らかの修正をしてでも採択が必要な場合

であっても、対立が激しくなれば不採択とな

ることは十分にありえる。これは、分割政府

や「ねじれ」と似た構図といえるだろう。上

述したように、閣僚理事会と欧州議会には実

質的なチェック・アンド・バランスの関係が

ないのであり、一度両者の間に対立が始まっ

てしまうと解決は困難である。しかも欧州議

会は５年任期で解散がなく、閣僚理事会は加

盟国に基礎を置いているので、ＥＵレベルで

の行き詰まりに対して、必ずしも責任を取る

立場にない。このような状況を考えると、今

後は分割政府や「ねじれ」といった視点でＥ

Ｕの政策決定過程を分析することも重要だろ

う。

Ⅳ 欧州議会の情報公開

最後に、欧州議会の情報公開について述べ

ることにする。ＥＵおよび欧州議会はインタ

ーネットを通じた情報公開について非常に積

極的である。審議のために準備された資料な

ども含め、公開文書のほぼ全てがインターネ

7
欧州議会はこれを欧州議会の誕生と位置づけて

おり、2008 年 3 月に誕生 50 周年を祝っている。

なお欧州議会という用語が使われ始めたのは 1962

年からである。

ットを通じて入手可能となっている 8。情報

公開に対する積極的な態度は、先進国国内の

公的機関で一般的に見受けられる傾向である

が、ＥＵおよび欧州議会の場合には、さらに

特有の理由を指摘できる。まず情報公開に積

極的な理由は、ＥＵの存在が市民から遠いと

いう批判に答えるためである。ＥＵの正統性

の確保のためには、ＥＵが何を議論し、どの

ように決定しているのかについて、ＥＵの市

民にわかりやすく示す必要がある。ＥＵおよ

び欧州議会は、Ｇ８参加国の政府・議会以上

に、情報公開については、積極的にならざる

をえないのである。

次にインターネットの利用に積極的な理由

は、インターネットの持つアクセスの利便性

に加え、ＥＵが発表する文書量の膨大さが挙

げられる。ＥＵと欧州議会では、基本的な公

式文書に関しては、加盟国全ての母国語（現

在 22 ヶ国語 9）で発表されなければならな

い。つまり現在では、１つの公式文書を 22

種類も用意しなければいけないことになる。

しかも今後もＥＵの拡大は予定されており、

ＥＵ加盟国数は拡大することはあっても減少

することはないと考えられる。比較として国

際連合を取り上げると、192 カ国が加盟する

国際連合でさえも、公式文書は７ヶ国語で用

意されているに過ぎない。このように、ＥＵ

の文書量は膨大にならざるをえないのである。

8
例えば EU のポータルサイト Europa は 23 カ国語

で用意されており、多くの情報を提供している。

http://europa.eu/ (accessed on 20/July/2008).
9

以下の 22 ヶ国語である。イタリア語、英語、エ

ストニア語、オランダ語、ギリシャ語、スウェー

デン語、スペイン語、スロヴァキア語、スロヴェ

ニア語、チェコ語、デンマーク語、ドイツ語、ハ

ンガリー語、フィンランド語、フランス語、ブル

ガリア語、ポーランド語、ポルトガル語、マルタ

語、ラトビア語、リトアニア語、ルーマニア語。

ただし場合により、アイルランド語も加えた 23 ヶ

国語となることもある。
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このような背景があるために、ＥＵは情報公

開に関して、インターネットを積極的に使う

のである。

欧州議会の場合、インターネットの利用は、

文書の公開・配布に限定されない。欧州議会

は現在、インターネットを通じて、欧州議会

議員の紹介、欧州議会の各委員会の詳細、審

議の公開を実施している。第一に、欧州議会

議員の紹介に関しては、各議員の選挙区・所

属する政治グループといったプロフィールか

ら、これまでの略歴、欧州議会での活動の詳

細（演説や質問などの原文）、連絡先まで、

広範囲な情報を提供している。欧州議会の場

合、2008 年７月現在、785 名もの欧州議会議

員がおり、さらに使用言語が異なっている。

そのため、欧州議会が一元的に欧州議会議員

の基礎的情報を提供することは重要であると

いえる。第二に、欧州議会の各委員会の詳細

については、開催予定の告知をしており、ま

た配布された資料などを電子ファイルで閲覧

できるようになっている。これにより、欧州

議会の各委員会内での議論については、イン

ターネット上でほぼ全て把握できるようにな

っている。第三に、審議の公開のためのイン

ターネットの利用は、さらに積極的である。

欧州議会の審議は、インターネット上で動画

で閲覧することができる。しかも一部の抜粋

ではなく、審議全体が公開されている。その

ために、審議内容自体を確認することができ

るだけでなく、審議の雰囲気までも知ること

ができるのである。実際に、欧州議会議員が

どのような質問をしているのかを、議員の表

情などを見ながら視聴できるというのは、想

像以上に、議会を現実なもの（リアルなも

の）として、市民に近づける効力があるよう

に思われる。

以上のように、ＥＵおよび欧州議会のイン

ターネットを通じた情報公開は非常に積極的

である。これらの施策は、ＥＵの市民がアク

セスしやすいようにという配慮から実施され

ているのだろうが、結果として、日本を含め

ＥＵ域外にいながらにして、ＥＵと欧州議会

での議論の状況を正確に把握できるようにな

っている。このように透明性を確保している

ことは、ＥＵが国際舞台に登場するときには、

ＥＵの正統性の根拠の１つと見なされること

もある。

おわりに

これまで見てきたように、ＥＵは連邦国家

とも国際機関とも異なった「独自の政体」で

あり、その議会である欧州議会も同様に、一

般的に想像される議会とは異なっており、権

限はあまり有していなかった。ただ、リスボ

ン条約が発効した場合には、欧州議会の立法

における権限は強化されることになる。この

場合、分割政府と同様の問題が生じる可能性

があり、それぞれに民主的正統性をもった閣

僚理事会と欧州議会の関係がより難しくなる

ことも予想される。またＥＵおよび欧州議会

の情報公開については、Ｇ８参加国の議会も

参考にできることがあるように思われる。
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資 料

Ⅰ 主要各国議会制度の概要

カナダ

１ 政治体制

カナダは立憲君主制であると同時に、10

の州と中央政府の統治下にある３つの準州か

ら成る連邦制国家である。国家元首はイギリ

ス国王1であるが、カナダ首相の推薦により

国王が任命する総督が代理を務めている。

また、憲法慣習に基づき議院内閣制を採用

しており、下院第１党党首が総督の任命で首

相となり、内閣を組織する。2006 年２月に

はスティーブン・ハーパーが首相に就任し、

12年ぶりの保守党政権が誕生した。

２ 連邦議会の構成

カナダ連邦議会は国家元首である国王、上

院（Senate）及び下院（House of Commons）

の三つの要素から成る。

国王の代理たる総督の主な業務としては、

総選挙後の議会の召集、施政方針演説の読み

上げ、両院を通過した法案の裁可がある。

上院の定数は 105 名2で、議員は各地方、

州、準州を代表するように、首相の助言に基

づき総督が任命することとしており、基本的

には各州に議席数が割り当てられている。上

院議員には任期はなく、75 歳の定年制とな

っている。

下院は小選挙区制で定数は 308 人。人口に

応じて各州に議席が配分されるが、定数及び

各州の議席数は 10 年に一度、国勢調査の結

1 現在はエリザベス二世イギリス女王（カナダ女

王）。
2 憲法第 26 条の規定により、総督は上院議員を４

又は８人増員させて任命することができる。

果を基に調整される。なお、調整の際、各州

に配分される議席数は上院議員の議席数を下

回ってはならない等の原則が定められている。

下院議員の任期は５年。選挙権、被選挙権は、

ともに 18歳以上である。

2006 年４月３日に召集された第 39 議会は

2007 年 10 月 16 日から第２会期となってい

る。

2008 年６月現在の党派別議席数は、次の

とおりである。

〔上院：105議席〕 〔下院：308議席〕

政 党 人数 政 党 人数

自由党 60 保守党 127

保守党 22 自由党 96

進歩保守党 3 ケベック連合 48

新民主党 1 新民主党 30

無所属 5 無所属 4

欠員 14 欠員 3

３ 会期

議会期（a Parliament）は、下院議員総選

挙後の最初の集会から、首相が総督に議会の

解散と総選挙の実施発表を要請したときまで

の期間であり、一つ又は 複数の会期

（Session）から成る。

また、議会は最低でも年に一度は召集され

るよう憲法で定められており、通常１年のう

ち 27 週間開催され、９月に始まり６月まで

続く。開催期間中でも休会期間は数回あり、

議員が地元や選挙区での活動、公用の出張な

どを行えるようになっている。

４ 議長

上院議長は、議会期ごとに、首相の助言に

基づき総督が議員の中から任命する。

下院議長は、議会期を任期として、下院議

員の選挙により選ばれる。
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５ 両院の権限

カナダは議院内閣制を採用し、内閣の不信

任決議権は下院に属し、内閣は下院のみを解

散することができる。また、公的資金の徴収

や支出を伴う法案については下院に先議権が

ある。両院の立法に関する権限は、基本的に

はこれらを除き同等である。

６ 委員会制度

委員会は常任委員会、特別委員会、小委員

会、立法委員会、全院委員会、連携委員会、

両院合同委員会がある。以下、主に下院につ

いて述べる。

常任委員会は、議院規則により設置される

常設的な委員会であり、特定の所管事項や特

命事項を持ち、現在下院に 24 存在する。特

別委員会は、特定の事項を調査するために設

置され、最終報告の提出により消滅する。ま

た、常任委員会及び特別委員会の下には、小

委員会が設置される。

立法委員会は必要に応じて第二読会の前後

に設置され、法案の逐条審査を行い、修正の

有無について報告後、消滅する。

全院委員会は下院の全議員から成り、第二

読会後の法案審査や予算を伴う法案の処理な

どに際して設置される。

連携委員会は各常任委員会の委員長と各両

院合同常任委員会の委員長又は副委員長で構

成され、内部経済理事会が許可した資金を常

任委員会間で分配する。

両院合同委員会は下院と上院の比例した数

の議員から成り、両院合同常任委員会と両院

合同特別委員会とがある。

７ 立法手続の概要

法案提出権は上下両院の議員にあり、閣僚

である議員が提出する政府提出法案と、その

他の議員が提出する議員提出法案がある。

カナダは三読会制をとり、上下両院ともに

類似の段階を経て成立する。まず、第一読会

で法案が朗読され、第二読会で法案の趣旨が

討議される。その後、委員会（必要に応じて

立法委員会又は全院委員会）で逐条審査が行

われ、法案の承認、修正、検討手続の終了に

ついて勧告する報告書を提出する。委員会報

告の審議段階では、必要に応じて法案修正の

動議が提出され、討議・採決が行われる。第

三読会においては、法案についての最終討議、

採決が行われる。

一方の議院で可決された法案は、他院へ送

付後、同様の審査が行われる。両院を通過し

た法案は国王の裁可を受け、法案に記されて

いる期日又は政令によって定められた期日に

法律となる。

【参考文献】

・伊藤恭子「カナダの小選挙区制と 93年総選挙」『議会政治研究 29号』（1994）

・『世界年鑑 2008』共同通信社（2008）

・畠山圭一・加藤普章『世界政治叢書 第１巻 アメリカ・カナダ』ミネルヴァ書房（2008）

・外務省<http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/canada/kankei.html>

・カナダ議会<http://www.parl.gc.ca/common/index.asp?Language=E>
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フランス共和国

１ 政治体制

第五共和制憲法（1958 年制定）は、議院

内閣制の枠組みを採用する一方、直接公選に

よる権限の強い大統領を有する政治体制をと

り、議院内閣制と大統領制との中間的ないし

折衷形態であることから、半大統領制と呼ば

れている。

国家元首である大統領は国民の直接選挙に

より選出され、議会の信任を必要としない。

大統領は首相の任免権を有し、首相提案に

基づき閣僚を任命する。大統領に首相の任免

権はあるが、議会が首相不信任権を有するた

め、実際には議会の多数党から首相が選ばれ

る。このため、大統領の所属政党と議会の多

数派勢力が異なる場合、大統領が所属してい

ない議会多数派から首相を任命することがあ

る（いわゆるコアビタシオン）。

2007 年５月、ニコラ・サルコジが大統領

に就任、同月、フランソワ・ヒィヨン内閣が

成立した。

２ 議会の構成

上院（元老院 Sénat）及び下院（国民議会

Assemblée nationale）からなる二院制。

上院は、各県を単位とする選挙人団（国民

議会議員、地域圏議会議員、県議会議員、コ

ミューン（市町村）議会議員等により構成）

の間接選挙により選出された議員によって構

成される。定数は 3311、任期は６年間で３

年ごとに半数が改選され、解散はない。

下院は、小選挙区から選出される議員によ

って構成され、議員の任期は５年で、解散が

ある。

1 定数は、2003 年法改正により、2008 年選挙では

343 名、2011 年選挙では 348名に設定された。

選挙権は両院ともに 18 歳以上だが、被選

挙権は上院 30歳以上、下院 23歳以上となっ

ている。

両院の党派内訳は、以下のとおりである。

〔上院：331議席〕

（2008 年２月現在）

〔下院：577議席〕

（2008 年３月現在）

政 党 人数 政 党 人数

国 民 運 動 連 合

（UMP）
159

国 民 運 動 連 合

（UMP）グループ
318

社会党グループ 96

社会党・急進・市

民・左派グループ

（社会党ほか）

205

中道連合グループ

（UDF）
30

民主・共和左派グル

ープ（共産党ほか）
24

共産党・共和・市

民グループ
23 新中道グループ 22

民主社会欧州連合

グループ
16 無所属 7

無所属 6 欠員 1

欠員 1

３ 会期

常会は、年１回で 10 月の最初の平日から

翌年６月最後の平日までの９か月で、開会す

ることのできる会議の日数は 120 日を超えて

はならない。臨時会は、首相又は下院議員の

過半数の要求に基づき大統領が招集する。

４ 院の構成

議長は、両院とも第一会派から選出される。

議長ほか副議長（両院とも６名）、財務担当

理事（両院とも３名）、書記担当理事（両院

とも 12 名）により構成される議院理事部が

議院の運営に当たる。副議長、財務担当理事

及び書記担当理事は、各会派の比例配分によ

り選出される。

５ 両院の権限

両院は、内閣を監督するほか法案の作成、

審議を行うが、下院には、予算法案等の先議

権、両院協議会を開催しても両院の意思が一

致しない法案の再議決権、内閣不信任決議権、

臨時会招集要求権がある。
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６ 本会議

本会議は、両院とも火曜日から木曜日まで

が定例日となっている。

本会議の議事運営は、憲法に基づいて行わ

れ、議事日程は、議長、副議長、常任委員長、

特別委員長、予算委員会の総括報告者、各会

派の長及び政府代表で構成された議事協議会

で決定される。

７ 委員会制度

常任委員会、特別委員会及び調査委員会が

ある。常任委員会は、憲法により両院とも６

委員会に制限されている。法案審査は、原則

として法案ごとに任命される特別委員会で行

うこととされているが、実際は常任委員会に

おいて法案審査が行われている。調査委員会

は、国政調査を行う。 

８ 立法手続の概要

法案は、首相を提出者とする内閣提出法案

と議員提出法案がある。法案は、受理される

と議長により常任委員会又は特別委員会に付

託され、委員会審査を終了した法案は、本会

議の議事日程に記載される。なお、本会議に

おける内閣提出法案の審議は、委員会による

修正案ではなく、原案を基礎として行う。 
内閣は、議会の修正により法案の趣旨が歪

められることを防ぐため、法案の全部又は一

部について、自ら提出し又は受け入れた修正

案のみを取り入れて、法案の単一の投票によ

る議決（一括投票）を求めることができる。

また、下院において、内閣は法案の表決に政

府の信任をかけることができる。この場合、

24 時間以内に不信任動議が提出され、議員

の過半数の賛成によって内閣不信任動議が可

決されない限り、法案は可決されたものとみ

なされる。

法案は、両院において可決された場合に成

立する。法案について両院の意思が一致しな

い場合は、両院の意思が統一するまで、法案

は両院間を往復する。各議院で２回の審議後

又は政府が緊急性を宣言したときは１回の審

議後、首相は両院協議会の開催を求めること

ができる。両院協議会で成案が得られなかっ

た場合又は成案が両院の承認を得られなかっ

た場合には、内閣は、両院で再審議の後、下

院に最終的な議決を要求することができる。

【参考文献】

・大山礼子『比較議会政治論：ウェストミンスターモデルと欧州大陸型モデル』岩波書店（2003）

・『世界年鑑 2008』共同通信社（2008）

・田口・中谷編『比較政治制度論〔第３版〕』法律文化社（2006）

・外務省<http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/france/data.html>

・仏国大使館<http://www.assemblee-nationale.fr/english/index.asp>
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ドイツ連邦共和国

１ 政治体制

大統領（任期５年、再選は１回のみ）を国

家元首とする共和制がとられている。立法権

は連邦議会と連邦参議院、執行（行政）権は

連邦首相及び連邦大臣から構成される連邦政

府、司法権は連邦憲法裁判所をはじめとする

各種の裁判所に委ねられており、大統領の権

限が儀礼的なものに限られていることから、

制度上は、議院内閣制に分類される。連邦議

会によって連邦首相が選出される一方で、連

邦議会が内閣に対し不信任を表明するには、

議会の過半数をもって後任の首相を選出しな

ければならない、とされており、この制度は

「建設的不信任」と呼ばれている。また、連

邦大臣は大統領が任命し、連邦議会の解散権

（後述）は大統領が行使するとされているが、

いずれも首相の提案に基づいて実施すること

とされているため、大統領と首相の関係にお

いても、大統領の権限が儀礼的である。

現在、大統領には、ホルスト・ケーラー大

統領（2004年７月就任）、首相には、アンゲ

ラ・メルケル首相（2005年11月就任）が在任

している。2005年９月の連邦議会選挙におい

て、シュレーダー前首相率いる社会民主党

（ＳＰＤ）が、キリスト教民主同盟/社会同

盟（ＣＤＵ/ＣＳＵ）に僅差で敗北したため、

ＣＤＵ/ＣＳＵとＳＰＤの大連立により、メ

ルケルＣＤＵ党首を首相とする新政権が誕生

した。

また、ドイツでは連邦制がとられており、

中央政府（連邦）と16の州（ラント:Land）

で構成されている。憲法である「基本法」に、

連邦の専管領域、連邦とラントの競合領域が

定められているほか、各ラントも憲法を定め

ている。なお、連邦制は、基本法においてド

イツ連邦共和国の基本原理として位置付けら

れており、基本法の改正によっても変更する

ことは許されないとされている（基本法第79

条）。

２ 議会の組織及び構成

ドイツは独特の二院制をとっており、国民

の直接選挙による「連邦議会」と各ラント政

府の代表（ラント首相及びラントの閣僚、人

口比により各ラント３～６名）から成る「連

邦参議院」との協力によって立法が行われて

いる。

(1) 選挙制度

連邦議会選挙は、小選挙区比例代表併用制

を採用している1。有権者（18歳以上の国

民）は、２票をもち、第１票を小選挙区の候

補者に、第２票をラント単位の政党の候補者

リスト2に、それぞれ投票する。当選者を確

定する手続としては、まず、小選挙区当選者

が確定的に議席を得ることとなる。次いで、

各政党が連邦全域で獲得した第２票の数に比

例して、各政党の議席数が決まり、この政党

ごとの議席数がラントに配分され、その党に

所属し小選挙区で当選した者を差し引いた残

りの議席が、ラント単位の政党の候補者リス

トの上位者から順に占められていく。ある党

の小選挙区当選者数が、第２の票による議席

数を上回る場合は、上回る分の議席数が総定

数に追加されることとされており、このよう

な総定数を超える議席は超過議席と呼ばれて

いる。2008年８月現在、総定数598議席に対

し、612議席が占められている。

1 各党の議員数が、原則として第２票の得票率に比

例するため、比例代表制の一種とみなすことがで

きる、とする見解もある。田口・中谷編『比較政

治制度論〔第３版〕』法律文化社（2006）125 頁

〔村上弘〕。
2 小選挙区と重複して立候補することは可能である。
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また、小党分立を回避し、政権の安定化を

図るため、連邦全域で第２票の５％以上を獲

得するか、または小選挙区で３議席以上を獲

得しなければ、政党は第２の票による議席配

分を得ることができないとされている（いわ

ゆる５％条項）。

これに対し連邦参議院については、連邦参

議院議員が州政府によって任命されるため、

構成員を選出するための選挙は存在しない。

(2) 定数及び任期

連邦議会の総定数は598名（299小選挙区）

で、第16立法期（後述）は超過議席により

612名となっている。任期は４年で、大統領

が解散権を有している3。

連邦参議院の総定数は69名で、16あるラン

ト政府から派遣されたラント政府の構成員が、

そのまま連邦参議院の構成員となり、任期は

ない。

(3) 議会の内部組織

ア 連邦議会

① 議長及び副議長

第16立法期においては、連邦議会議長

は、最大会派から選出（１名）され、副

議長は、第二会派から２名、その他４つ

の会派（第一会派も含む）から各１名の

計６名が選出されている4。

3 ただし、大統領が解散権を行使できるのは、首相

の信任決議案が否決された場合等に限定されてお

り、過去３回の解散は、全て首相の主導によって与党

の議員や閣僚が信任投票を棄権したことによるものであ

る。在日ドイツ大使館HP『ドイツの実情』（日本語）

〈http://www.tatsachen-ueber-deutschland.de/jp/political-

system.html〉
4 連邦議会議長の選出方法については、法律に特段

の規定はなく、連邦議会規則においても、秘密投

票において連邦議会議員の過半数の票を獲得した

者が議長に選ばれるとされているだけであるが、

最大会派から議長を出すという慣行が伝統的に成

立している。戸田真介「ドイツの議会制度－日本

② 長老評議会

議長、副議長と、各会派から勢力に応

じて指名される議員23名から構成される

長老評議会は、議長を補佐し、議事日程

や委員長ポストの配分など会派間の合意

が必要な事項について調整を行っている。

③ 会派

会派を結成するためには、原則として

連邦議会の議員数の少なくとも５％以上

の議員が集まることが必要とされている。

2008年８月現在、連邦議会では、５つの

会派が結成されている。会派は、法案提

出権を有するほか、議会運営に関する広

範な権限を与えられており、議会の意思

形成に重要な役割を果たしている。

なお、2008年８月現在の会派別所属議

員数5は、以下の表のとおりである。

会 派 名 議 席 数

キリスト教民主同盟/社会同

盟（ＣＤＵ/ＣＳＵ）

223与党

社会民主党（ＳＰＤ） 222

自由民主党（ＦＤＰ） 61

左翼党 53

90年連合/緑の党 51

野党

無所属 2

合 計 612

イ 連邦参議院

① 議長及び副議長

連邦参議院は、職務期ごとに議長１名、

副議長３名を選挙する。議長は、形式的

には、連邦参議院において互選によって

選ばれているが、実際には、各ラント首

相と特別市長が人口順に１年交代で就任

する慣行が成立している6。議長及び副議

と異なる連邦参議院の構成－」『議会政治研究 64

号』(2002)113 頁。
5 ドイツ連邦議会ＨＰに掲載のデータ〈http://www.

bundestag.de/parlament/fraktion/index.html〉に依拠し

ている。
6 『世界年鑑 2008』共同通信社（2008）541 頁。
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長で、議長・副議長会を構成し、議院予

算の作成とその他院内事務を処理してい

る。

② 会派

連邦参議院に会派は存在せず、ラント

単位で投票態度を決めなければならない

ことになっている（基本法第51条第３

項）7。

３ 立法期及び会期

連邦議会の立法期（議会期、被選期中と

もいう）8は、第１回の集会より始まり、新

たな連邦議会の集会をもって終了する（基本

法第39条第１項２文）。一方、連邦議会が立

法期中に会議を開く期間が会期と呼ばれてい

る9。これに対し、連邦参議院は常設機関で

あり、議会期及び会期の制度はないが、毎年

11月１日から翌年10月31日までの１年間が１

職務期とされている。

7
もっとも、各ラントの連邦参議院議員がラント

首相やラント閣僚であり、一部の例外を除きこれ

らの者がほぼ全員政党政治家であることを考慮す

れば、連邦参議院における州政府の投票態度が、

連邦の政党政治の影響を受けるのは当然であると

いえる。戸田･前掲注４、110-111 頁。
8

ある時期の下院議員総選挙から次の総選挙まで

の期間を意味する。そして、議院の構成はその間

変わらないため、一般に諸外国では、立法期（議

会期又は被選挙期ともいう）を単位として議事運

営のあり方が考えられている。例えば、議事･議案

の継続性の問題は、「立法期」を基準として判断され

ることになる。大石眞『議会法』有斐閣（2001）132

頁。現在は第16立法期（2005年10月～）である。
9

連邦議会は、新たな会期を始める際には、前会

期の終了時に中断していたところから作業を継続

することができるのに対し、被選期の終了時にま

だ議決に至らなかった、または審議中であった法

律案、動議及び質問は廃棄される。コンラート･ヘ

ッセ[初宿正典=赤坂幸一訳]『ドイツ憲法の基本的

特質』成文堂（2006）372 頁。

４ 立法過程

(1) 法案提出

連邦政府、連邦議会（会派又は議員数の

５％以上の支持を要する）、連邦参議院のい

ずれも法案提出権を有しているが、提出者に

より手続の違いがある。第一に、連邦政府提

出法案の場合は、連邦参議院に送付し、意見

を求めた後、当該意見及びこれに対する連邦

政府の意見を付して連邦議会に提出される。

第二に、連邦参議院提出法案の場合は、連邦

政府に送付し、意見を求めた後、当該意見を

付して連邦議会に提出される。第三に、連邦

議会提出法案の場合は、意見を求める手続を

経ることなく、そのまま連邦議会に提出され

ることとなる。

(2) 法案審議

連邦議会に提出された法案は、原則とし

て三読会制により審議される。法案は、まず

本会議で第一読会にかけられた後、それぞれ

の法案を担当する委員会10に付託される。委

員会は、必要があれば修正案を付した上で、

本会議に対して委員会としての議決勧告を提

出する。本会議は委員会の勧告を踏まえて第

二読会を開き、そこでの法案修正を踏まえて

更に第三読会を開いて最終的に法案を採択す

る。委員会における審議は非公開、本会議に

おける審議は公開が原則となっている。

連邦議会で可決された法案は、連邦参議

院に送付され、常任委員会における審議を経

て、本会議における審議が行われる。このう

ち、ラントが執行を担当し、かつ執行の細部

を定める法律などラントの権益にかかわる連

10
委員会の組織は基本法に明記されている外交委員

会、国防委員会などを除けば、基本的に議会の決

定事項であり、立法期毎に設置される。戸田･前掲

注４、113頁。第16立法期においては22の常任委員

会が設置されている。
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邦法の成立には連邦参議院の同意が必要とさ

れる11。これに対し、ラントの権益に直接か

かわらない法案については、連邦参議院は

「異議」を申し立てることができるが、連邦

議会は、過半数又は３分の２以上による再可

決により、かかる異議を却下することができ

る12。

また、連邦参議院が、連邦議会で可決さ

れた法案を否決した場合に、両議会の間の調

整を行うための機関として「両院協議会」が

設けられている。

11
このような法律は「同意法」と呼ばれるが、これ

らについては、連邦参議院が一種の「拒否権」を

有しているということがいえる。戸田･前掲注４、

108 頁。
12

このような法律は「異議法」と呼ばれるが、同

意法と異議法の仕分けについては、法案毎に個別

に判断することになり、最終的に連邦憲法裁判所

の判断が必要となる場合もある。戸田･前掲注４、

108 頁。

【参考文献】

・大石眞『議会法』有斐閣（2001）

・『世界年鑑2008』共同通信社（2008）

・コンラート･ヘッセ[初宿正典=赤坂幸一訳]『ドイツ憲法の基本的特質』成文堂（2006）

・田口・中谷編『比較政治制度論〔第３版〕』法律文化社（2006）

・戸田真介「ドイツの議会制度－日本と異なる連邦参議院の構成－」『議会政治研究 64 号』（2002)

・在日ドイツ大使館ＨＰ『ドイツの実情』(日本語)〈http://www.tatsachen-ueber-deutschland.de/jp/political-

system.html〉

・ドイツ連邦議会ＨＰ『Deutscher Bundestag』〈http://www.bundestag.de/index.html〉
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イタリア共和国

１ 政治体制

大統領を元首とする共和制。大統領は国会

議員の合同会議において、20 州から各３名

（一部例外あり）の代表を加えた会議で選出

される。50 歳以上の市民に被選挙権があり、

任期は７年。2006 年５月には、ジョルジ

ョ・ナポリターノ大統領が就任した。

大統領の職務は、外交使節の信任・接受、

官吏の任命等のほか、両議院への教書の送付

による法律の再議の要請、軍の指揮権と最高

国防会議及び最高司法会議の主宰、首相の任

命、両院議長の意見を聴取しての議会の解散

権などがある。通常は内閣や議会の決定に基

づき権限を行使するが、実質性の機能も有す

る。

首相は、96 年以降は多数派陣営の代表が

任命されており、2008 年５月には、中道右

派「自由国民」を率いるシルヴィオ・ベルル

スコーニが首相に就任、同月、新内閣（第４

次ベルルスコーニ内閣）が発足した。

イタリアの場合、首相は、「政府の一般政

策を指揮し、その責任を負う」とされている

が、制度的保障はなく、正式名称「閣僚会議

議長」が示すように同輩中の主席の地位とな

っている。大臣は首相の推薦に基づいて任命

されるが、首相には大臣の罷免権はない。

２ 議会の構成

上院（共和国元老院 Senato della

Repubblica）及び下院（代議院 Camera dei

Deputati）の二院で構成される。

上院は、20 の州を基礎としたプレミアム

付比例代表制により選出される（３州に例外

あり）。州ごとに最大の得票をした政党連合

には、当該州の定数の 55％の議席が保障さ

れる。上院議員の定数は 315 で、これら以外

に終身上院議員として、元大統領及び大統領

によって任命される学術分野で特に功績のあ

る者（５人以内）がいる。

また、選挙権は 25 歳以上、被選挙権は 40

歳以上となっている。

下院は、定数 630、全国 27 選挙区で、１

選挙区を除いてプレミアム付比例代表制を採

用し、政権の安定に資するため、全国で最大

の得票をした政党連合には 55％の議席数

（340 議席）が保障される。下院の選挙権は

18歳以上、被選挙権は 25歳以上である。

なお、上下両院とも議員の任期は５年、大

統領による解散がある。

2008 年 4 月 29 日招集議会の現有勢力は以

下のとおりである。

会 派 名 上 院 下 院

自由国民 146 275

北部同盟 26 60

混合会派 2 8

中 道 右 派

（与党）

計 174 343

民主党 119 217

価値ある

イタリア
14 29中道左派

計 133 246

キリスト教民主・中道民

主主義者連合
3 35

その他 5 6

定 数 （※）315 630

※ 終身上院議員 7名を除く。 

３ 会期

議会の会期は、選挙後 20 日以内に集会す

ること、毎年２月及び 10 月の休日でない最

初の日に集会することが憲法に規定されてい

るだけで、特に期間の定めはない。議会の活

動は議員の任期を通じて継続し、会期に分か

れておらず、実際には通年開かれている。

４ 両院の権限

議会は、相違なく完全に同権な二院制であ

り、先述のとおり両院とも大統領による解散

がある（両院又は一院のみ）。解散・総選挙
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は、両院同時に行われるのが慣例となってい

る。

議会の第一の機能は立法であるが、内閣の

信任を通じての政府形成機能を有する（内閣

成立後 10日以内に両院の信任が必要）。その

他に、戦争状態の決定、大赦・減刑の法律の

制定、条約の批准、予算及び決算の承認、政

府と行政機構の調査、大統領選出などの権限

を有する。

５ 議会の構成

両院ともに、議長が選出されると、副議長

（４名）、会計幹事（３名）、幹事（８名）が

選ばれ、議長団が構成される。また、議長と

各会派の長で構成される会派長会議は、議事

日程の設定等、議院及び委員会に係る業務に

関し協議する場合に、必要に応じて開催され

る。また、同会議には、政府代表、副議長、

委員長等も参加することができる。

６ 立法手続の概要

・法案の提出権は、政府、両院議員、５万

人以上の有権者に認められている。また、

州議会、市町村議会、特定の事項につい

ては、経済労働国民会議も提出権を有す

る。法案は、どちらの議院に提出しても

よい。

・提出された法案は、まず委員会で審査さ

れ、その後、本会議で審議される。委員

会は、常任委員会、特別委員会、両院審

査委員会等があり、常任委員会は、各省

にほぼ対応した形で各院に 14 設置され

ている。常任委員会は、法案の審査・起

草機関であり、同時に実質的に最終決定

権を持つ機関である。

・政府、議員の 10 分の１以上又は委員の

５分の１以上の反対がなければ、本会議

の審議を省略することもできる。ただし、

憲法改正、選挙法、委任立法、条約の批

准、予算・決算については、通常の手続

が必要である。

・委員会審査を受け、本会議における法案

の逐条審議・採決を経て、最後に法案全

体について採決を行う。両院の権限は対

等であり、両院協議会制度はなく、両院

の議決がない場合には廃案となる。

・両院で可決された法案は、大統領が審署

し公布する。大統領は、理由を付した教

書を両院に送り、再議を求めることがで

きるが、両院が再びその法案を可決すれ

ば、それに審署しなければならない。

【参考文献】

・田口・中谷編『比較政治制度論〔第３版〕』法律文化社（2006）

・『世界年鑑 2008』共同通信社（2008）

・芦田淳「イタリアにおける選挙制度改革」『外国の立法 230』国立国会図書館調査及び立法考査局

（2006）

・外務省<http://www.mofa.go.jp/mofaj/>

・イタリア元老院<http://www.senato.it/english/default.htm>

・イタリア代議院<http://www.camera.it/index.asp>
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ロシア

１ 政治体制

共和国や州など 83 の構成主体からなる連

邦共和制国家。元首は直接国民の選挙によっ

て選出される大統領で、1993 年成立の憲法

で権限が確定。任期は４年、２期までとなっ

ており、2008 年５月にドミートリー・アナ

トーリエヴィチ・メドベージェフが就任した。

大統領の権限は、首相任命権（下院の同意）、

副首相・閣僚の任免権、内閣の総辞職の決定、

下院解散権1などのほか、立法発議権、連邦

法律の公布、年次教書の提出、法案拒否権な

ど立法権に関するものにも及ぶ。大統領令は、

事実上法律と同等の効力を有する。

また、内閣は、首相、副首相及び各大臣で

構成され、その存立は大統領と議会（下院）

の双方の信任に依拠する（二元的議院内閣

制）。メドベージェフ大統領の就任の翌日、

前大統領のウラジーミル・ウラジーミロヴィ

チ・プーチンが新首相に就任、両者による二

頭体制が発足した。国家院（下院）では、現

在、プーチン首相が党首を務める与党「統一

ロシア」が３分の２以上の議席を占めている。

２ 連邦議会の構成

連邦院（上院）と国家院（下院）から成る

二院制。連邦院は、共和国や州など 83 の連

邦構成主体の行政府及び立法機関の代表各１

1 下院の解散については、二つの場合がある。一つ

は、大統領の提案した政府議長（首相）候補者を

下院が３度拒否した場合、大統領は政府議長を任

命し下院を解散する。もう一つは、下院による政

府不信任が多数決（226 名以上）により採択された

場合、大統領は政府総辞職を公示するか、または

下院の決定に同意しないことができるが、下院が

３か月以内に再度政府不信任を決定した場合、大

統領は政府総辞職を公示するか、または下院を解

散しなければならない。『新版 ロシアを知る事

典』平凡社（2003）169 頁

名で構成される2。従来は、知事や議会議長

が議員として議会を構成していたが、現在は、

行政府代表は、各連邦構成主体の首長が議員

を任命し、同議会が承認、立法機関代表は、

連邦構成主体の議会が選出する。

国家院は、議員の定数 450、任期４年。

2005 年下院選挙法の改正により、従来の小

選挙区比例代表並立制（小選挙区、比例区と

もに 225 議席）に代わり、完全比例代表制

（大選挙区１区）による直接選挙が導入され

た。また同時に、下院議席獲得条件である得

票率５％条項が原則７％に引き上げられる等

の改正が行われた。

2007 年 12 月の選挙結果により、下院各会

派の議席数は以下のとおりである（2008 年

５月現在、国家院ＨＰ）。

統一ロシア 315

ロシア自由民主党 40与党系

公正ロシア 38

野党系 共産党 57

なお、上院規則で禁止されているため、上

院には会派は存在しない。

３ 会期

下院については、１議会期４年。1993 年

12 月選出議会を第 1期（1期目は 2年）とし、

2008 年現在、第 5期である3。

上院、下院には、春期会期と秋期会期が

あり、期間は各院が定める。上院は、規則に

より、１月 25 日から７月 15 日、９月 16 日

から 12月 31 日までとなっている。

下院においては、会期の期間について規則

2 従来は 178 議席であったが、現在は 168 議席に移

行中。『世界年鑑 2008』共同通信社（2008）615 頁。
3 上院については、1994－95 年までの国民の直接

選挙で選ばれた時期を第１期、連邦構成主体の首

長及び議会議長で構成されていた時期を第２期、

連邦構成主体の立法代表及び執行代表で編成され

ている現在を第３期とする。
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により具体的な日付が定められておらず、会

期の最後に次の会期に関する決議を採択する

ことにより決定される4。近年の例としては、

春期会期は１月上旬に開会し、６月から７月

中旬ごろに閉会、秋期会期は８月末から９月

中旬に開会し、12月中に閉会している。

４ 両院の権限

1993 年の新憲法では、連邦議会の権利義

務が明文化された。両院はこれら憲法上与え

られた権利義務を行使し、大統領府と行政府、

立法府を監督できるようになっている。

上院の重要な専権事項として、連邦構成主

体の境界の変更、大統領令による戒厳令・非

常事態導入の承認、大統領選挙の公示、大統

領提案の憲法裁判所等裁判官の任命、大統領

提案の検事総長の任免がある。

下院の専権事項としては、大統領の指名し

た政府議長（首相）候補の承認、政府の不信

任・総辞職に関する決議、大統領提案のロシ

ア中央銀行総裁の任免、人権オンブズマンの

任免、大赦の布告、大統領弾劾発議などがあ

る。 
また、憲法上はロシア連邦議会が唯一の立

法機関となっており、現実には両院がその機

能を果たしている。立法に関し、下院は法案

先議権、再議決権等を有するが、下院におい

て採択された法案のうち憲法で定める特定事

項のものについては、上院の審議がなければ

法律として成立しない。

4 2008 年春期に関しては、2007 年 12 月 24 日付

No.13-5「2008 年１月９日から７月 13 日の間（春

期）の下院議員の活動手順についての下院決議」

により、１月９日から７月 13 日まで行われること

になっており、2008 年秋期に関しては、2008 年６

月 25 日付 No.650-5「2008 年８月 25 日から 12 月 31

日の間（秋期）の下院議員の活動手順についての下

院決議」により、同様に会期が定められている。

５ 議会の構成

上院は、議長、副議長（複数）を選出し、

議長、副議長、委員長で構成される「上院評

議会」が、議事日程、議題選定、報告者リス

ト等を決定する。

下院においては、議長、副議長（複数）を

選出し、議長、副議長、会派・議員グループ

代表、委員長（助言的役割）で構成される

「下院評議会」が、議事日程の調整・議事運

営等に当たる。

６ 立法手続の概要

法案の提出権は、大統領、上院議員、下院

議員、連邦政府及び連邦構成主体の立法機関

が有する。また、連邦裁判所等も自らの所管

事項に関してのみ法案の提出権を有する。多

くの場合、大統領、連邦政府、下院議員から

法案が提出される。

法案は、まず下院へ提出（下院の法案先議

権）後、下院評議会により常任委員会へ付託

され、三読会制により審議、多数決（議員定

数の過半数）により採択される。下院で採択

された法案は上院に送付され、５日以内に審

議される。上院で議員定数の過半数で可決さ

れた場合又は 14 日以内に上院が可決しない

場合には、法案は承認されたものとみなされ、

連邦法として成立する。

上院が下院と異なる議決をした場合には、

法案は下院に差し戻され、意見調整のための

両院協議会を設置することができるが、両者

の意見が一致しない場合には、下院は３分の

２以上の多数により法案を再可決することが

できる。ただし、連邦予算、連邦税及び連邦

公課、財政、為替、金融、関税調整及び通貨

発行、連邦の条約批准及び廃棄通告、連邦の

国境の状態（status）と防衛、宣戦布告及び

講和については、必ず上院で審議されなけれ

ばならない（上院の義務審議事項）。
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また、憲法的法律（憲法に規定のある問題

につき採択される法律）に関しては、下院議

員定数の３分の２以上、上院の４分の３以上

の多数による議決が必要とされている。

可決された連邦法は、署名及び公布のため、

可決から５日以内に大統領に送付され、大統

領は、受理から 14 日以内に連邦法に署名し、

公布する。大統領が 14 日以内に署名しない

場合（拒否権を行使した場合）は、法案は下

院に差し戻される。その際、両院がそれぞれ

の定数の３分の２以上の多数で可決した場合

には、大統領は７日以内に署名し公布しなけ

ればならない。また、憲法的法律に関しては、

大統領は拒否権を有しない。

【参考文献】

・皆川修吾『ロシア連邦議会―制度化の検証：1994－2001―』渓水社（2002）

・『新版 ロシアを知る事典』平凡社（2003）

・『世界年鑑 2008』共同通信社（2008）

・溝口修平「短信：ロシア プーチン大統領の議会改革－小選挙区制の廃止と社会会議の創設」『外国の

立法 225』国立国会図書館調査及び立法考査局（2005）
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イギリス

１ 政治体制

エリザベス二世女王陛下を国家元首とする

立憲君主制の国家である。国王は、首相任命

権、議会の召集・解散、法案の制定・公布、

宣戦・講和、主要文官・武官の任命、軍の統

率等の行政府の長としての権限を持つが、そ

の行使は内閣の助言に基づき行われる。

政府は、首相をはじめとする閣僚、副大臣、

政務官、院内幹事等百数十名の議員から成る。

首相は、総選挙後の第一党の党首を国王が任

命する。政府は下院に対してのみ責任を負う。 
2007 年６月、３期 10 年務めたトニー・ブ

レアに代わり、ゴードン・ブラウンが首相に

就任した。

２ 議会の構成

上院（貴族院 House of Lords）及び下院

（庶民院 House of Commons）から成る二院

制。 
上院は、世襲貴族、宗教貴族、一代貴族等

から構成され、公選制は導入されていない。

定数はなく、任期は終身。現在、上院改革が

進行中であるが、2008 年５月現在で 732 議

席である。

下院は、646 の小選挙区制から選出される

議員によって構成され、議員の任期は５年で、

解散がある。選挙権は 18 歳以上、被選挙権

は 21 歳以上の英国人及び英国に居住するア

イルランド共和国人が有する。

両院の党派内訳は、次のとおりである。

〔上院：732議席〕

（2008 年５月現在）

〔下院：646議席〕

（2008 年４月現在）

政 党 人数 政 党 人数

労働党 217 労働党 351

保守党 202 保守党 192

自民党 78 自民党 63

クロスベンチ（中

立）
196 その他 40

その他 39

３ 会期

１議会は最長５年で数会期に分かれる。総

選挙の年を除き、会期は通常 11 月初旬から

翌年 10 月末まで１年間継続する通年会期制

である。議会の召集、閉会は国王の大権に属

する。通常、間にクリスマス休会、イースタ

ー休会、春季休会、夏季休会をはさむ。休会

期間は、両院別々に議決される。議案は原則

として会期の終了とともに廃案となる。

４ 院の構成

上院議長は、2005 年までは最高裁判所長

官であった大法官（閣僚）が務めていたが、

現在は議員の中から選出されている。下院議

長と異なり広範な裁量権を持たず、審議は院

内総務の指導の下、自主調整により行われて

いる。副議長は予め任命された議員が務める。

下院議長は、政治的中立性が求められ党籍

を離脱している。秩序維持権、議事整理権な

ど広範な裁量権を有している。議長は、総選

挙を経ても留任するのが原則で、選挙区には

対立候補も立てないこととされている。３名

の副議長が議長を補佐する。

５ 両院の権限

上院の主な立法機能の一つは、下院からの

法案を審議し、修正することである。ただし、

下院が法案の成立を主張すれば、上院は通常

これを阻止することはできない。また、政府

の活動をチェックするという監督機能がある。

さらに、最高裁判所としての法的役割がある。

下院は、国会決議案を可決することにより、

立法、税法の承認、政策問題の議論をするこ

とが主な目的である。下院には、議会法によ

り下院の優越が定められており、金銭法案に

ついて先議権等、その他の法案の二会期連続

可決権、内閣不信任決議権がある。
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６ 本会議

本会議は両院とも月曜日から金曜日まで開

催される。本会議中心の議会の開会時間は長

く、2005 年から 2006 年の下院の開会日数は

208 日、１日当たりの平均開会時間は７時間

56分であった。

本会議の議事運営は、議院規則と議会先例

に基づいて行われる。議事日程は、与野党の

院内幹事による協議で決定される。下院の本

会議には通常、定足数がなく、分列表決の場

合は定足数が 40名となっている。

７ 委員会制度

上院においては、全院委員会と特別委員会

に大別される。全院委員会は、全議員で構成

される委員会で、本会議場で行われる。法案

は通常、全院委員会において審議される。特

別委員会は、下院同様、法案審査を行わず、

特定の調査事項について調査を行う。 
下院においては、全院委員会、常設委員会、

特別委員会に大別される。常設委員会は、法

案審査を行い、法案が付託されるたびに委員

が選任され、審査を終えると消滅する。下院

の特別委員会は省庁別となっており、対応す

る省庁の支出状況、行政行為、政策について

の調査を担う常設の委員会となっている。

８ 立法手続の概要

法案は、大臣が議員としての資格でその所

属議院に提出する政府提出法案と議員提出法

案がある。

委員会審査に本会議審議が先行する本会議

中心主義であり、第一読会（法案名の朗読）、

第二読会（法案の趣旨の説明と討論）、委員

会審査（全院委員会又は常任委員会での逐条

審査）、委員会審査の報告（委員会報告書を

受けての本会議における法案審議、修正案の

提出）、第三読会（委員会審査された法案と

それに対する修正案についての討論、採決）

の三読会制により審議される。

法案について両院の意思が一致しない場合

は、両院による議決の相違を調整する機関は

なく、両院の意思が統一するまで、法案は両

院間を往復する。ただし、先述のとおり、下

院の優越が認められている。下院には金銭法

案について先議権があり、また、上院が１ヶ

月以内に法案を可決しない場合には、下院は

上院の同意を得ることなく、国王の裁可を求

めることができる。その他の法案については

二会期連続可決権がある。下院で先議された

法案については、上院が否決し又は下院の意

思に反する修正をした場合であっても、下院

の第二読会の日から１年以上経過し、二会期

連続して下院が可決すれば、国王の裁可を求

めることができる。

上院では、与党の総選挙公約に掲げられた

政策を実現する政府提出法案を否決しないと

いう「ソールズベリ慣行」がある。

両院で可決された法案は、国王の裁可によ

り法律となる。1707 年を最後に、国王の裁

可の拒否は行われていない。

【参考文献】

・大山礼子『比較議会政治論：ウェストミンスターモデルと欧州大陸型モデル』岩波書店（2003）

・清土恒雄『イギリスの議会制度』（1987）

・田口・中谷編『比較政治制度論〔第３版〕』法律文化社（2006）

・議会制度等研究グループ「日米英国議会における法案審議―委員会の法案審査における日米英国の比較
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アメリカ合衆国

１ 政治体制

50 の州とコロンビア特別区（首都ワシン

トン）から成る連邦制。立法府、行政府、司

法府は、各々が明確に定められた憲法上の権

限と責任を有し、厳格な三権分立を構成する。

合衆国憲法では、行政権は大統領に帰属する

とし（憲法第２条第１節第１項）、一方、す

べての立法権は連邦議会に帰属すると定めて

いる（憲法第１条第１節）。議院内閣制と異

なり、大統領と議会は、異なる方式によって

国民から選出され、相互に抑制と均衡の役割

を果たす。大統領は議会に対してではなく、

国民に対して直接責任を負う。連邦議会は、

弾劾の場合を除き、不信任の可決によって大

統領を解任できず、また、大統領も議会を解

散できない。

また、大統領選挙、小選挙区制度等の要因

から、伝統的に二大政党制となっている。

2005 年１月に２期目の共和党ジョージ・

Ｗ・ブッシュが大統領に就任。大統領の任期

は１期４年で、憲法により三選が禁止されて

いる（修正憲法第 22条第１節）。

２ 連邦議会の構成

上院（ Senate ）及び下院（ House of

Representatives）から成る二院制。上院は、

各州から２名選出される議員 100 人で構成さ

れる。議員の任期は６年で、２年ごとに約３

分の１ずつ改選される。なお、同じ州から選

出される議員の改選時期は重ならない。

下院は、人口に応じて各州に配分される

435 の小選挙区から選出される議員によって

構成され、議員の任期は２年、２年ごとに全

員改選される。なお、選挙権は 18 歳以上、

被選挙権は上院が 30歳以上、下院が 25歳以

上である。

2007 年１月４日に招集された第 110 議会

（2007 年－2008 年）第２会期７月現在で1、

上院、共和党 49議席、民主党 49議席、無所

属２議席、下院は、共和党 199 議席、民主党

236 議席となっている。

３ 会期

下 院 議 員 の 任 期 ２ 年 を １ 議 会 期

（Congress）とし、各議会期は、通常、奇数

年の第１会期(the first Session)、偶数年

の第２会期(the second Session)に分かれる。

連邦議会は、憲法の定めに従い毎年１月に開

会し2、選挙の年を除き、通常 11 月又は 12

月に閉会する。

４ 両院の権限

上院は、下院と同様広範な立法権を有する

が、条約締結承認権と官職任命同意権は上院

にのみ与えられる（憲法第２条第２節第２

項）。下院には、歳入法案の先議権が与えら

れており（憲法第１条第７節第１項）、慣例

として歳出法案も先議とされる。

５ 議会の構成

上院においては、憲法の規定により副大統

領が議長となるが（憲法第１条第３節第４

項）、多数党の古参議員から仮議長が選任さ

れる（憲法第１条第３節第５項）3。また、

多数党・少数党の院内総務、院内幹事が議会

期ごとに議員総会で選出される。

1 Congressional Profile, Office of the Clerk,

House of the Representatives
2 修正憲法第 20 条第２節では、「連邦議会は、少な

くとも毎年１回は開会しなければならない。その

会期は連邦議会が法律によって別の日を定めない

限り１月３日正午に開始する。」と定めており、通

常、両院一致決議(Concurrent Resolution)により

１月中の異なる日が定められる。
3 実際の議長役は多数党の新人議員がその日の議事

によって交代で務めている。
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下院においては、全議員により議長が選出

され、議事日程の決定等、議院運営における

役割のほか、大統領、下院少数党、上院との

調整や協議など、多数党の代表としての役割

を果たす。上院と同様、下院においても多数

党・少数党院内総務、院内幹事が選出される。

多数党院内総務は、実質的に副議長的な役割

を担い、議長を支える。

６ 本会議

本会議は上下両院とも月曜日から金曜日ま

で開催される。上院では原則として正午から、

下院では曜日や時期により異なった時間から

開会される4。

本会議の議事運営は、合衆国憲法、議院規

則等、さらに先例や慣行に基づいて行われて

いる。我が国の国会法のように両院の議事運

営を包括的に規定する法律はない。議事定足

数（Quorum）は、上下両院とも在籍する議員

の過半数と規定されている（憲法第１条第５

節第１項）5。

７ 委員会制度

連邦議会においては、常任委員会、特別委

員会、合同委員会及び全院委員会がある。常

任委員会は、所管事項別となっており、法案

審査等を行う。現在、上院には 16、下院に

は 20 の常任委員会があり、その下に多数の

小委員会が設置されている。特別委員会は主

に特定の調査事項を扱い、法案の審査は行わ

ない。現在、上院には４、下院には３の特別

委員会が設置されている。また、上下両院に

特定事項調査のための４つの合同委員会が設

4 下院の本会議開会の定刻は、会期冒頭に行われる

決議で定められる。
5 ただし、両院とも実際には定足数が満たされてい

なくとも、異議が出されない限り、定足数が満た

されているとして、議事を進行する。

けられている。全院委員会は、下院のみの制

度であり、全議員が委員となるが、本会議よ

り議事手続が簡略化されており、歳入・歳出

法案の審議などで利用される。

８ 立法手続の概要

(1) 法案提出

法案提出権は、上院及び下院の議員にあ

る。大統領には教書による立法勧告権（憲法

第２条第３節）があるほか、与党の指導的な

議員を通じて実質的には大統領や政府起草の

法案が提出される。

法案は提出された後、上院においては、

通常、各法案について「全会一致合意取決

め」（Unanimous Consent Agreement,UC）に

より法案の審査日程、修正案の範囲等を定め、

これにより第一読会及び第二読会が行われた

ものとして、同日中に委員会へ付託される。

下院においては、第一読会として本会議での

法案名の読み上げを省略し、会議録に印刷す

ることでこれに代えている。適当な委員会へ

付託された法案は、当該委員会の委員長によ

り、さらに小委員会へ付託される。

(2) 法案審議

小委員会及び委員会においては、公聴会、

マークアップセッション（法案に対する修正

案審査）を行い、修正案が可決された場合に

は、原案に付して議院に報告される。

下院本会議の典型例の一つとしては、法

案ごとに審議の諸条件を定める特別規則

（Special Rule）が採択され、必要に応じ

て本会議の全院委員会へ移行し、そこでの

討論・修正案の採決を経て、本会議への復

帰、法案の委員会への差し戻し動議の処理、

法案全体の最終表決となる。

上院においては、全院委員会はなく、委員

会から送付された法案は本会議において審議
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され、修正案の審査、討論を経て、法案の最

終表決が行われる。

(3) 両院関係

一院で可決された法案は、他院へ送付後、

同様の審査が行われ、両院を通過したもの

は大統領へ送付される。

なお、類似の法案につき、上院と下院で

法案に相違がある場合には、両院協議会が

開催され、調整が図られる。両院協議会に

おいて合意に達した場合には、両院協議会

報告書がまとめられ、それ以上の修正を加

えず各議院の承認が求められる。合意に達

しない場合には、法案は廃案となる。

(4) 大統領拒否権等

米国において法律が成立するためには、

両院の可決に加えて大統領の署名が必要とさ

れている（憲法第１条第７節第２項）。その

際、大統領は法案の可否に関して実質的・政

治的な観点から妥当でないと判断する法案に

対しては、拒否権（Veto）を行使して議会に

返付することができる。拒否権が行使された

法案は、上下両院のそれぞれで出席議員の３

分の２以上の多数で再び可決されれば法律と

して成立する。

また、大統領へ法案が送付されてから 10

日以内（日曜日を除く）に、署名と議会への

返付のいずれも行われないときにも法律が成

立する（憲法第１条第７節第２項）。ただし、

議会が休会中のために返付できないときは、

法律とならず、これはいわゆる握りつぶし拒

否権（Pocket Veto）と呼ばれている。

【参考文献】

・阿部斎、久保文明『国政社会研究Ⅰ 現代アメリカ政治』放送大学教育振興会（2003）

・廣瀬淳子『アメリカ連邦議会』公人社（2004）

・議会制度等研究グループ「日米英国議会における法案審議 ─委員会の法案審査における日米英国の比

較─」，pp. 151-83. 『RESEARCH BUREAU 論究 Vol.1』衆議院調査局（2005）

・議会制度等研究グループ「日米英国議会における法案審議 ─本会議の法案審議における日米英国の比

較─」，pp. 120-63 『RESEARCH BUREAU 論究 Vol.2』衆議院調査局（2006）

・米国連邦議会上院＜http://www.senate.gov/＞

・米国連邦議会下院＜http://www.house.gov/＞

・米国連邦議会図書館立法情報提供ウェブサイト Thomas＜http://thomas.loc.gov/＞
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欧州議会

１ 沿革等

欧州議会の起源は、欧州石炭鉄鋼共同体

（ＥＣＳＣ）の活動の民主的コントロールを

図る機関として1952年に設立された共同総会

（Common Assembly）に遡ることができる。

その後、1958年に欧州経済共同体（ＥＥＣ）

及び欧州原子力共同体（Ｅuratom）が設立さ

れたのに伴い、三共同体共通の機関となり、

1962年に欧州議会に名称を変更した。さらに、

1993年に発足した欧州連合（ＥＵ）において

も、欧州理事会1、閣僚理事会2、欧州委員会3、

欧州司法裁判所等と並ぶ主要機関として位置

付けられ4、現在に至っている。

欧州議会は、ストラスブール、ブリュッセ

ル、ルクセンブルクの三都市に点在しており、

概ね、本会議はストラスブール、委員会はブ

1 ＥＵ首脳会議とも呼ばれ、政治レベルの最高決定

機関である。各国首脳と欧州委員会（後掲注３参

照）の長である欧州委員長で構成される。『世界年

鑑 2008』共同通信社（2008）518 頁。
2 主たる立法・法定機関。加盟各国の閣僚級代表で

構成する。外相、財務相、農相の３理事会は毎月

開かれている。共同通信社･前掲注１、519頁。
3 ＥＵの行政執行機関として、①法令案の提出、②

法令の執行、③権限の範囲内の事項に関する域外

国との交渉及び条約締結、④予算の執行という役

割を担っており、委員（各国政府の閣僚に相当）

の任期は5年（再任可能）で、2007年1月のＥＵ拡

大の結果、委員数は2007年1月より27名となってい

る。外務省ＨＰ『欧州議会の概要』

〈http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/eu/eu_gikai.html〉
4 欧州議会は、ＥＵの活動を民主的に統制するため

に設置され、かかる統制の中心的課題は、立法過

程の中心的な担い手である閣僚理事会と唯一の法

案提出権者である欧州委員会に対する統制である、

との指摘がある。大西=中曽根編『ＥＵ 制度と機

能』早稲田大学出版部（1995）99-100 頁〔金丸輝

男〕。さらにかかる指摘は、その中でも、とりわけ

立法上の権限の多くを占める閣僚理事会に対する

民主的統制が最重要課題であるとしている。大西=

中曽根編･同書、100 頁〔金丸輝男〕。以上の指摘は、

欧州議会の歴史が立法上の権限獲得の歴史であっ

た（藤川哲史「＜研究ノート＞欧州議会の概要」

『議会政策研究会年報３号』（1997）223 頁）とす

る指摘とも、おおむね符合するものといえる。

リュッセルで開かれる。また、ルクセンブル

クには議会事務局が置かれている。

２ 議会の組織及び構成

(1) 選挙制度

設立当初は、各国議会の議員が欧州議会議

員を兼ねていたが、1979年からは、加盟国別

の直接普通選挙が実施されており、18歳以上

のＥＵ市民に選挙権が付与されている。選挙

は各加盟国別の選挙法に基づいて行われてお

り5、統一された選挙法は未だ成立していない6。

(2) 欧州議会議員

議員定数は785人7で任期は５年間とされて

おり（現在の任期は、2004年７月から2009年の

６月まで）、議員資格（年齢、居住年数等）

は各加盟国によって異なる。議席配分は国別

人口比を基に決定されているが、欧州議会議

員は、選挙区（各国）を超えて政治グループ

（後述）を中心に議会の活動を展開している。

(3) 議会の内部組織

ア ビューロー（Bureau）

議長（１名）、副議長（14名）から構成さ

れるビューローによって、議会運営及び財務

上の問題が決定される。さらに、議員に関す

る財務問題を取り扱う財務担当議員（５名）

もオブザーバーとして参加する。議長、副議

5 比例代表制を基本としているが、英国のように原

則として小選挙区制を採用している国もある。ま

た、比例代表制を採用している国のなかでも、名

簿式を採用している国もあれば、そうでない国もあ

り、加盟国数と同数の選挙法が制定されているとい

える。大西=中曽根編･前掲注４、105頁〔金丸輝男〕。
6 この他にも、加盟国（27か国）の議席数と人口と

の比率が一致しないために一票の価値に極めて大

きな差が生じたことが、欧州議会における選挙制

度の問題点として指摘されている。大西=中曽根･

前掲注４、104-105頁〔金丸輝男〕。
7 2007年10月９日に行われたＥＵ首脳会議において、

次回改選（2009年）から議席数を751議席に減らす

ことが決められた。共同通信社･前掲注１、541頁。
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長、財務担当議員ともに任期は２年半（議員

任期の半期）となっている。

イ 政治グループ（Political group）

欧州議会の議員は加盟国の国民代表では

なく、加盟諸国民全体の代表であるため、国

家の代表としてではなく、政治グループの一

員として行動する。現在、８つの政治グルー

プが存在しているが、「欧州人民党・欧州民

主主義グループ」と「欧州社会党グループ」

が二大勢力となっており、「欧州自由民主主

義同盟グループ」、「緑の党・欧州自由同盟グ

ループ」、「諸国民欧州グループ連合」が議席

数の上でこれに続いている。

2008年７月現在の政治グループ別の議員

数は以下の表のとおりである。

政治グループ名 議員数

欧州人民党・欧州民主主義グループ 288

欧州社会党グループ 217

欧州自由民主主義同盟グループ 100

緑の党・欧州自由同盟グループ 43

諸国民欧州グループ連合 43

欧州統一左翼・北欧緑の党左翼連盟グ

ループ
41

独立･民主主義グループ 22

無所属 31

計 785

ウ 本会議

全議員から構成され、原則として８月を

除く毎月１回（２回開かれる月もある）で年

12回、ストラスブールにおいて開かれるほか、

毎年６回、追加的にブリュッセルにおいても

開かれている。定足数は議員定数の３分の１

（262議席）以上で、会議は原則として公開

されている。

本会議においては、各委員会で討議され

た法案等についての報告書が審議されるほか、

ＥＵその他の国際情勢等も討議され、決議･

勧告等が採択されることも多い。 
エ 委員会

常任委員会（Standing Committee）を中

心に、臨時委員会（Temporary Committee）

及び常任委員会の中に設置される小委員会が

活動を実施している。

委員会は、欧州委員会から提案された法

案の審議を行い、本会議に報告する。欧州委

員会の各担当委員からの説明聴取のほか、専

門家を交えた公聴会なども実施している。

３ 立法期8及び会期

立法期は５年で、その間解散はない。こ

れに対し、会期は年１回で、原則として３月

の第２火曜日に開会される。議員の過半数が

要求する場合又は閣僚理事会若しくは欧州委

員会から要求があった場合には、特別会期を

開会することができる。

４ 議会の権限

(1) 立法権

欧州議会が有する立法権は、通常の国家

における議会が有する立法権とは異なる部分

があるが、ＥＵにおける立法過程において欧

州議会が果たす役割は大きい。また、欧州議

会は、発足以来、徐々に立法上の権限を拡大

させている。

まず、1985年発効のローマ条約で定めら

れた諮問手続（consultation procedure）9

においては、欧州議会は意見表明を行うのみ

であり、閣僚理事会の決定を拘束することの

ない諮問機関的権限を行使するのみであった。

次いで、1987年発効の単一欧州議定書に盛り

込まれた協力手続（cooperation procedure）10

においては、欧州議会が否決した案件を閣僚

理事会が覆すためには全会一致による決定が

必要とされることとなった。そして、1993年

発効のマーストリヒト条約により設けられた

8 立法期の定義については、84頁脚注８参照。
9 この手続は、農業、税制、競争政策、域内市場に

関係しない立法調整等の分野に適用される。
10 この手続は、経済･通貨政策の分野にのみ適用される。
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共同決定手続（co-decision procedure）11に

おいては、欧州議会が閣僚理事会の決定を否

決又は修正したのを受けて設けられた調停委

員会による調停が不調に終わり、合意に至ら

なかった場合は、当該案は採択されないこと

となった。このように、ＥＵには複数の立法

手続が存在するが、2009年６月までの発効を

目指す改革条約においては、原則として、共

同決定手続が通例化することとなっている12。

なお、欧州議会は、法案提出権を有しな

いが、欧州委員会に対して法案提出を要請す

ることが可能である。

(2) 予算審議

欧州議会は、条約や法律で規定されてい

ない支出（非義務的支出）13については、最

終的に決定する権限を有するとともに、予算

案を全体として拒否する権限を有している。

また、予算の執行状況についての監督権も有

している。

11 この手続は、1999年発効のアムステルダム条約、

2003年発効のニース条約により、適用分野が拡大

され、域内市場、労働者の移動、教育、文化等広

範な分野に適用されることとなった。
12 外務省ＨＰ『欧州議会の概要』

〈http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/eu/eu_gikai.html〉
13 条約や法律で規定されている支出（義務的支出）

との分類が非常に不明瞭であるとの指摘もある。

大西=中曽根編･前掲注４、109頁〔金丸輝男〕。

(3) 政治的監督権

ア 対欧州委員会

投票数３分の２以上の相対多数かつ総議

員数の過半数により、欧州委員会を総辞職さ

せることができるほか、新しく欧州委員が選

出された際は、欧州議会が欧州委員長及び欧

州委員会全体を承認することが必要とされる

こととなった。また、欧州委員会は、欧州議

会に対して年次活動報告を提出する義務があ

るほか、欧州議会からの質問に対して回答し

なければならないこととされている。

イ 対議長国

ＥＵ議長国より議長国プログラム及び欧

州理事会（首脳協議）につき報告を受けるの

が通例であるが、それ以上の監督権限はない。

ウ その他

ＥＵ各機関の諸活動に対する苦情を受理

し、これについて審査・勧告を行うオンブズ

マンを任命することができる。オンブズマン

は欧州議会に年次報告書を提出する。

【参考文献】

・欧州議会ＨＰ『EUROPEAN PARLIAMENT』

〈http://www.europarl.europa.eu/ parliament/public.do?language=en〉

・大石眞『議会法』有斐閣（2001）

・大西健夫=中曽根佐織編『ＥＵ 制度と機能』早稲田大学出版部（1995）

・外務省ＨＰ『欧州議会の概要』〈http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/eu/eu_gikai.html.〉

・「世界年鑑 2008」共同通信社（2008）

・藤川哲史「＜研究ノート＞欧州議会の概要」『議会政策研究会年報 3号』（1997）
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Ⅱ 主要各国議会制度一覧表

国名

事項
日 本 カ ナ ダ フ ラ ン ス ド イ ツ

１．定数、任期

（解散）

○衆議院

・480人

・４年（解散あり）

○参議院

・242人

・６年（３年毎に２分の１改

選）

○下院

・308人

・５年（解散あり）

○上院

・105 人（総督により４又は

８人の増員が可能で、上限

は113人）

・任期は75歳まで

○下院

・577人

・５年（解散あり）

○上院

・331人

（※2008 年選挙：343 人、

2011年選挙：348人）

・６年（３年毎に２分の１改

選）

○連邦議会

・598 人（超過議席 14 人を除

く）

・４年（解散あり）

○連邦参議院

・69人

・任期不定

２．選挙制度の

概要

○衆議院

・小選挙区比例代表並立制

（比例区180人

選挙区300人）

被選挙権 25歳

選挙権 20歳

○参議院

・比例区96人

選挙区146人

被選挙権 30歳

選挙権 20歳

○下院

・小選挙区制

被選挙権 18歳

選挙権 18歳

○上院

・首相の助言により総督が任

命

○下院

・小選挙区２回投票制

被選挙権 23歳

選挙権 18歳

○上院

・県選出の国民議会議員、地

域圏議会議員、県議会議

員、コミューン（市町村）

議会議員等による間接選挙

被選挙権 30歳

選挙権 18歳

○連邦議会

・小選挙区比例代表併用制

（比例区299人

選挙区299人）

被選挙権 18歳

選挙権 18歳

○連邦参議院

・各ラント政府代表（ラント

首相その他の閣僚３～６

人）により構成

３．両院の権限

の差異

○衆議院

・予算の先議権

・予算の議決、条約の承認、

内閣総理大臣の指名、法律

案の議決に関する優越

・内閣不信任決議権

・会期の議決優先

○参議院

・緊急集会

○下院

・内閣信任及び不信任決議権

・金銭法案についての先議権

○下院

・予算法案、社会保障財政法

案の先議権

・両議院協議会において両院

の意見が一致しない法案の

再議決権

・内閣不信任決議権

・臨時会招集要求権

○連邦議会

・全法案の先議権

・「異議法」についての再議

決権

・連邦首相不信任決議権

○連邦参議院

・「同意法」についての拒否

権

・連邦政府提出法案に対する

意見表明権

４．会期制度 ・常会は毎年１月中に召集す

るのを常例とし、常会の会

期は150日間

・臨時会は内閣が特に必要と

認めたとき等に召集

・特別会は衆議院解散後の総

選挙後に召集

・下院の総選挙から解散まで

の間が１議会期

・１議会期は一つ又は複数の

会期に分かれる。

・１議会は最長５年（上院に

は議会期の概念なし）

・年１回常会制（10 月の最初

の平日から６月の最後の平

日まで）

・当然集会主義

・臨時会あり

・１立法期（最長４年）は、

複数の会期（立法期中の会

議が開かれている期間）で

構成されるのが慣行となっ

ている。

・連邦参議院には立法期の概

念はなく、毎年11 月１日か

ら 10 月 31 日までを１職務

期という。

５．立法手続の

概要

○法案提出権

・内閣

・両院議員（委員会提出）

○立法手続の概要

衆議院

・委員会

・本会議

参議院

・委員会

・本会議

○法案提出権

・閣僚議員（政府提出法案）

・両院議員

○立法手続の概要

下院

・三読会

上院

・三読会

○法案提出権

・首相

・両院議員

○立法手続の概要

下院

・委員会

・本会議

上院

・委員会

・本会議

○法案提出権

・連邦政府

・連邦議会の議員団(会派とし

ての勢力又は連邦議会議員

の５％の支持を要す)

・連邦参議院議員

○立法手続の概要

連邦議会

・三読会

連邦参議院

・委員会

・本会議

６．現在の両院

の「ねじれ」

の状況

2005 年総選挙以降、衆議院

では、自民・公明の連立与党

が３分の２以上の議席を占

め、多数派を形成する一方、

2007 年７月の参議院通常選挙

の結果、参議院においては、

連立与党が過半数を割り、民

主が第１党となったことによ

り、現在両院に「ねじれ」の

状態が生じている。

上院の下院への譲歩慣習は

あるが、1980 年代以降、重要

法案について下院の議決を覆

す傾向がある。

2006 年の総選挙の結果、下

院では保守党が第一党となっ

たが、上院は自由党が過半数

を占めており、「ねじれ」状

態となっている。

現在のフランスでは、上下

院ともに大統領派が多数を占

め、首相も大統領に近い人物

であり、「ねじれ」は生じて

いない。

連邦議会選挙とラント議会

の選挙との間に時期的なずれ

があるため、連邦議会で与党

が多数を占めていても、その

間にラントで政権交代がある

と、連邦参議院における与党

の多数が覆され、「ねじれ」

状態が現出することがある。

もっとも、現在の大連立の下

では、連邦参議院の政権基盤

も小康状態にあり､｢ねじれ｣状

態は現出していない。
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○下院

・630人

・５年（解散あり）

○上院

・315人（終身上院議員を除

く）

・５年（解散あり）

・元大統領、功績者等の終

身議員(10人以内)

○国家院

・450人

・４年（解散あり）

○連邦院

・168人（連邦構成主体の行

政府の長・議員等の任期

と同一）

○下院

・646人

・５年（解散あり）

○上院

・定数なし

・世襲貴族、宗教貴族、一

代貴族等

・任期は終身

○下院

・435人

・２年（解散なし）

○上院

・100人

・６年（２年ごとに３分の

１改選）

・785人

・５年（解散なし）

○下院

・プレミアム付比例代表制

（全国27選挙区）

被選挙権 25歳

選挙権 18歳

○上院

・プレミアム付比例代表制

（州単位）

被選挙権 40歳

選挙権 25歳

○国家院

・完全比例代表制

被選挙権 21歳

選挙権 18歳

○連邦院

・各連邦構成主体の立法府

（議会）及び執行府（行

政府）の代表各１人より

構成

○下院

・小選挙区制

被選挙権 21歳

選挙権 18歳

○上院

・世襲貴族、宗教貴族、一

代貴族等

○下院

・小選挙区制

被選挙権 25歳

選挙権 18歳

○上院

・各州を単位とする小選挙

区制

被選挙権 30歳

選挙権 18歳

・直接普通選挙（議席配分

は国別人口比をもとに決

定）

・選挙権 18歳

・議員資格（年齢、居住年

数等）は各国によって異

なる。

・法案審議において、両院

は対等（金銭法案は、下

院先議）

・両院ともに政府不信任決

議権を有する

○国家院

・首相の承認、政府の不信

任等の議決権

・法案先議権、再議決権等

○連邦院

・連邦構成主体の境界変更

・戒厳令等の承認等

○下院

・金銭法案の先議権等

・その他の法案の２会期連

続可決権

・内閣不信任決議権

○上院

・金銭法案の否決権

・政府提出案否決せず

・最高裁判所としての機能

○下院

・歳入法案及び歳出法案の

先議

・弾劾訴追権

○上院

・条約締結承認権

・官吏任命同意権

・弾劾審判権

※一院制

・選挙後 20 日以内の招集、

毎年２月・10 月の平日に

招集することが憲法上規

定されている。

・期間の定めは特になく、

通年開会されている。

・下院１議会期は原則４年

・両院とも春期会期及び秋

期会期がある。

・上院は規則により１月 25

日から７月15日、９月16

日から12月31日まで

･下院は、前会期の最後に次

回の会期を決定

・１議会は最長５年で数会

期に分かれる。総選挙の

年を除き、会期は 11 月か

ら翌年の10月末まで

・会期の召集、閉会は国王

の大権に属する。

・１議会期は２年

・西暦奇数年が第１会期、

西暦偶数年が第２会期

・毎年１月に開会し、11 月

～12月頃まで継続

・ほぼ通年会期制

・立法期は５年

・会期は原則年１回で、３

月の第２火曜日

・議員の過半数の要求又は

閣僚理事会若しくは欧州

委員会からの要求によ

り、特別会期が開会され

る。

○法案提出権

・政府、両院議員、５万人

以上の有権者

・州議会、経済労働国民会

議等

○立法手続の概要

・両院の手続は、同一

・委員会

・本会議

○法案提出権

・大統領、両院議員

・連邦政府・共和国等

○立法手続の概要

国家院

・三読会制

連邦院

・委員会

・本会議

○法案提出権

・閣僚議員（政府提出法

案）

・両院議員

○立法手続の概要

下院

・三読会制

上院

・三読会制

○法案提出権

・両院議員

○立法手続の概要

・両院とも三読会制をとる

が形式化し、委員会中心

主義

下院

・委員会、全院委員会、本

会議

上院

・委員会、本会議

○法案提出権

・欧州委員会

（欧州議会は欧州委員会

に法案の提出を要請する

ことができる）

○立法手続の概要

①無諮問手続、②諮問手

続、③同意手続、④共同

決定手続、⑤協力手続と

いう複数の立法手続が存

在し、各手続が適用され

る分野が定められてい

る。

2008 年総選挙において中

道右派連合が両院で勝利

し、同年１月の内閣不信任

を招いた「ねじれ」は解消

された。

上下院間では、代表性が

異なるため、「ねじれ」の

関係が生じていない。

大統領－議会間の「ねじ

れ」は、以下のとおり

・エリツィン政権期

ロシア共産党（野党）が

議会多数派＝「ねじれ」

・プーチン政権期

「統一」「統一ロシア」

（与党）が議会多数派

＝協調路線

上院は選挙による基盤を

持たないため、民主的基盤

を有する下院の意向が基本

的に尊重されるので、いわ

ゆる「ねじれ」は存在しな

い。

このことは、法的にも憲

法習律的にも確認されてい

る。

歴史的にそれほど多くな

いが、制度上起こりうる

（現在は両院とも民主党が

支配）。憲法上、一院によ

る再可決という制度はな

く、両院協議会等を通じて

の調整が求められる。人事

案件は上院のみの承認によ

るため、この場面での「ね

じれ」は起こりえない。

現状の制度の下では、

「ねじれ」の状態が生じる

可能性は低いが、リスボン

条約が発効した場合には、

欧州議会と閣僚理事会とが

ほとんど同じ権限を有する

ことになり、「ねじれ」と

同様の問題が生ずる可能性

がある。

（資料における参考文献等を基に作成）



お わ り に

本誌は、清土調査局長からの「第７回Ｇ８下院議長会議の開催に際して、主要各国

議会の現状をまとめるように」との指示を受けて、調査局総務課で企画・編集に取り

組んだものです。国によっては議会に関する新しい文献が少ない場合もあり、調査局

付の山本客員調査員に専門家としての情報収集、論文作成の協力をお願いしました。

客員調査員制度は、平成 13 年１月、調査業務の一層の高度化を図り、立法調査機

能の充実強化に資するために創設されました。制度創設以降、調査局においては、特

定の事項を専門的かつ高度な見地から調査し、また調査の助言をいただくため、必要

に応じて大学教授、民間研究機関の研究員等、多くの方々に客員調査員をお願いして

きました。

今回は、平成 19 年４月から就任している山本客員調査員に本誌作成の趣旨を説明

し、数度にわたる打合せを行い、主要各国議会についての若手研究者を集めていただ

きました。執筆メンバーが確定した後に、各研究者よりそれぞれが専門とする各国議

会の現状についての報告を受けた後、意見交換を行い、論文の作成を依頼いたしまし

た。

編集に当たっては、二院制議会の意思決定における、いわゆる「ねじれ現象」を中

心に主要各国議会の現状と課題をまとめること、内容をわかりやすく説明すること、

７月末を原稿の締切日とし８月中旬までにまとめることで最新の状況を掲載すること

等に留意しました。

本誌では、客員調査員等の研究者と調査局の協力により、最新の高度な情報を提供

できたのではないかと思います。お忙しい中、短期間で各国議会の現状と課題を取り

まとめていただいた研究者の皆様には、改めて厚く感謝申し上げます。

調査局におきましては、今回の経験を生かし、国内外の大学・大学院及び民間研究

機関等との交流を推進するとともに客員調査員制度を活用し、調査機能の一層の向上

を図ってまいりたいと考えております。

平成 20 年９月

調査局総務課長

鹿 村 謙 太 郎



論文執筆者

山本 龍彦（衆議院調査局客員調査員・桐蔭横浜大学法学部専任講師）

芦田 淳（国立国会図書館主査）

新井 誠（東北学院大学准教授）

岩切 大地（東洋英和女学院大学講師）

大林 啓吾（帝京大学法学部専任講師）

上代 庸平（中京大学国際教養学部専任講師）

中馬 瑞貴（慶應義塾大学大学院法学研究科政治学専攻）

手塚 崇聡（慶應義塾大学大学院法学研究科公法学専攻）

福井 英次郎（慶應義塾大学大学院法学研究科政治学専攻）

企画・資料

鹿村 謙太郎（衆議院調査局総務課長）

小池 章子（衆議院調査局総務課）

志賀 留美（衆議院調査局総務課）

高山 昌治郎（衆議院調査局総務課）

森田 由美（衆議院調査局総務課）

西久保 史明（衆議院調査局総務課）

主要各国議会の現状

別冊 RESEARCH BUREAU 論究 No.10 平成 20 年９月 

編集・発行 衆議院調査局

〒100-8982 東京都千代田区永田町２－１－２

衆議院第二議員会館内

℡ 03（3581）6664

○ 本誌の掲載論文等において、意見にわたる部分は、執筆者個人の意見です。

○ 本誌は、平成 20 年８月半ば時点で収集可能なデータをもとに作成されています。

○ 本誌に掲載された記事を全文又は長文にわたり抜粋して転載される場合には、必ず事前に調査

局調査情報課へ連絡を願います。


	表紙  
	はじめに
	目 次  
	論文  
	カナダ下院における「ねじれ」とその問題  
	フランス共和国の議会制度  
	ドイツ議会制度の特色と現代的課題  
	イタリア議会の現状と課題  
	ロシア連邦議会の現状と問題点  
	イギリス議会下院の現状について  
	近年のアメリカの議会事情  
	アメリカ連邦議会と「ねじれ」の憲法論  
	「独自の」議会――欧州議会の現状と課題  
	主要各国議会制度の概要  
	カナダ  
	フランス共和国  
	ドイツ連邦共和国  
	イタリア共和国  
	ロシア  
	イギリス  
	アメリカ合衆国  
	欧州議会  
	 主要各国議会制度一覧表  



